










































































































































































































































 
物件名称 コンフォリア駒澤 物件番号 13 

所在地 東京都世田谷区駒沢二丁目１番５号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 348.72 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅・店舗 

延床面積（㎡） 1,695.46 建築時期 平成19年４月 

構造／階数 鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根15階建 

賃貸可能戸数 39 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 みずほ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東急田園都市線「駒沢大学」駅から徒歩１分に位置する、コンパクトタイプの物件で

す。「渋谷」駅まで約７分、「表参道」駅まで約10分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセス

は良好です。また、「駒沢大学」駅周辺には、スーパーマーケット・コンビニエントストア等があ

り、生活利便性も良好です。周辺は若者向けの飲食店等が充実しているほか、都区部有数の規模の

公園である「駒沢公園」へも徒歩圏です。こうした特性から、主として、都心接近性及び居住環境

の利便性等を重視する単身者層及びDINKS層の底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 

 

 

物件名称 コンフォリア銀座ＥＡＳＴ 物件番号 14 

所在地 東京都中央区入船一丁目３番１号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 717.80 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅・店舗・駐車場 

延床面積（㎡） 5,773.48 建築時期 平成17年３月 

構造／階数 鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根地下１階付14階建 

賃貸可能戸数 133 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東京メトロ日比谷線、ＪＲ京葉線「八丁堀」駅から徒歩２分に位置する、シングル及び

コンパクトタイプが中心の物件です。２路線が利用可能であり「東京」駅まで約２分、「銀座」駅

まで約５分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは非常に良好です。東京・銀座等の高度商

業集積地に隣接しているエリアである一方、周辺は、スーパーマーケット、コンビニエンススト

ア、飲食店舗等も存し、生活利便性も良好です。こうした特性から、主として、都心立地及び居住

環境の利便性等を重視する単身者層及びDINKS層の底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 本物件は、中央区の街並み誘導型地区計画（京橋地区）の適用区域内にあります。本建物は建設時

において地区計画の適用要件を満たしており、容積率の緩和を受けていますが、平成20年４月１日

に当該地区計画の見直しがなされたため、建物を再建築する場合には現行と同じ条件で容積率の緩

和を受けることができません。 
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物件名称 コンフォリア麻布台 物件番号 15 

所在地 東京都港区麻布台三丁目４番４号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 491.32（注） 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 1,028.94 建築時期 平成17年２月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根地下１階付４階建 

賃貸可能戸数 24 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東京メトロ南北線「六本木１丁目」駅から徒歩６分、都営大江戸線、東京メトロ南北線

「麻布十番」駅から徒歩８分、東京メトロ日比谷線、都営大江戸線「六本木」駅から徒歩９分に位

置する、コンパクトタイプを中心にシングルタイプも有する物件です。３駅３路線が利用可能であ

り、「汐留」駅まで約９分、「銀座」駅まで約９分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは

非常に良好です。住宅地として名声のある麻布エリアに位置し、港区及び千代田区を中心とする都

心中心部へのアクセスに優れています。こうした特性から、主として、都心立地及び居住環境の快

適性等を重視する単身者層及びDINKS層を中心に底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 

（注）私道負担部分（約52.05㎡）を含みます。 

 

 

物件名称 コンフォリア芝公園 物件番号 16 

所在地 東京都港区芝公園二丁目２番15号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 315.04 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 1,914.13 建築時期 平成16年12月 

構造／階数 鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根13階建 

賃貸可能戸数 54 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、都営三田線「芝公園」駅から徒歩３分、都営大江戸線、都営浅草線「大門」駅から徒歩

６分、都営三田線「御成門」駅から徒歩６分、ＪＲ山手線「浜松町」駅から徒歩９分に位置する、

シングル及びコンパクトタイプが中心の物件です。４駅４路線が利用可能であり、「大手町」駅ま

で７分、「汐留」駅まで約１分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは非常に良好です。本

物件は、日本最古の公園の一つである「芝公園」に近接し、周辺には港区役所のほか、コンビニエ

ンスストアや病院等の生活利便施設も存しており、利便性・快適性ともに良好です。こうした特性

から、主として、都心立地及び居住環境の快適性等を重視する単身者層及びDINKS層の底堅い賃貸

需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 
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物件名称 コンフォリア西麻布 物件番号 17 

所在地 東京都港区西麻布四丁目１番10号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 256.08 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅・店舗 

延床面積（㎡） 1,069.77 建築時期 平成15年９月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根９階建 

賃貸可能戸数 22 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東京メトロ日比谷線「広尾」駅から徒歩９分に位置する、コンパクトタイプの物件で

す。「六本木」駅まで約３分、「銀座」駅まで約12分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセス

は非常に良好です。周辺には、飲食店舗、コンビニエンスストアや病院等の生活利便施設も存して

おり、また六本木エリアとも近接する等、生活環境面での優位性が認められる物件です。こうした

特性から、主として、都心立地及び居住環境の利便性等を重視する単身者層及びDINKS層の底堅い

賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 

 

 

物件名称 コンフォリア南青山 物件番号 18 

所在地 東京都港区南青山四丁目１番12号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 377.63 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅・店舗 

延床面積（㎡） 1,763.88 建築時期 平成15年10月 

構造／階数 鉄筋コンクリート・鉄骨造亜鉛メッキ鋼板葺地下１階付９階建 

賃貸可能戸数 24 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東京メトロ銀座線「外苑前」駅から徒歩５分に位置する、コンパクトタイプが中心の物

件です。「日本橋」駅まで約15分、「渋谷」駅まで約４分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアク

セスは非常に良好です。都内有数のショッピングエリアである表参道、六本木へは徒歩圏であり、

非常に繁華性の高いエリアと近接している一方、東京・霞ヶ関等のオフィスエリアへの接近性に優

れています。こうした特性から、主として、都心立地及び居住環境の利便性等を重視する単身者層

及びDINKS層を中心に底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 
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物件名称 コンフォリア南青山ＤＥＵＸ 物件番号 19 

所在地 東京都港区南青山四丁目２番１号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 123.90 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 487.97 建築時期 平成15年２月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根８階建 

賃貸可能戸数 6 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東京メトロ銀座線「外苑前」駅から徒歩６分に位置する、ファミリータイプの物件で

す。「日本橋」駅まで約15分、「渋谷」駅まで約４分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセス

は非常に良好です。都内有数のショッピングエリアである表参道、六本木へは徒歩圏であり、非常

に繁華性の高いエリアと近接している一方、東京・霞ヶ関等のオフィスエリアへの接近性に優れて

います。こうした特性から、主として、都心立地及び居住環境の利便性等を重視するDINKS層及び

ファミリー層を中心に底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 

 

 

物件名称 コンフォリア西早稲田 物件番号 20 

所在地 東京都新宿区高田馬場一丁目５番19号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 587.33 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 2,971.10 建築時期 平成17年２月 

構造／階数 鉄骨鉄筋コンクリート・鉄筋コンクリート造陸屋根地下１階付13階建 

賃貸可能戸数 60 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東京メトロ東西線「高田馬場」駅から徒歩３分、ＪＲ山手線及び西武新宿線「高田馬

場」駅から徒歩６分に位置する、コンパクトタイプが中心の物件です。３路線が利用可能であり

「大手町」駅まで約13分、「新宿」駅まで約４分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは非

常に良好です。周辺には、スーパーマーケット、コンビニエンスストアが存するほか、「早稲田通

り」沿いには多くの飲食店舗が軒を連ねる等、生活利便施設も充実しています。こうした特性か

ら、主として、都心立地及び居住環境の利便性等を重視する単身者層及びDINKS層を中心に底堅い

賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 本土地の一部（約33.52㎡）は、都市計画道路（都道25号線、計画幅員27m）区域内に存していま

す。事業決定はなされておらず、事業実施時期、収用面積等の詳細は未定ですが、将来的に事業決

定されれば、土地収用により建物が既存不適格となる可能性があります。 
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物件名称 コンフォリア小石川 物件番号 21 

所在地 東京都文京区小石川二丁目17番27号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 373.65 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 1,015.71 建築時期 平成16年11月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根地下１階付７階建 

賃貸可能戸数 37 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、都営三田線、大江戸線「春日」駅から徒歩５分、東京メトロ丸ノ内線、南北線「後楽

園」駅から徒歩７分に位置する、シングルタイプが中心の物件です。２駅４路線が利用可能であ

り、「大手町」駅まで約６分、「銀座」駅まで約11分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセス

は良好です。周辺には、スーパーマーケット、コンビニエンスストア、飲食店舗等も存するほか、

「小石川後楽園」、「六義園」にも近く、優れた住環境を有しています。こうした特性から、主と

して、都心接近性及び居住環境の快適性等を重視する単身者層を中心に底堅い賃貸需要が期待でき

る物件です。また、都心部へのアクセスの良さから従業員社宅としての法人需要も見込めると思わ

れます。 

特記事項 該当事項はありません。 

 

 

物件名称 コンフォリア千石 物件番号 22 

所在地 東京都文京区千石四丁目３番20号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 1,586.75（注） 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 3,514.75 建築時期 平成元年５月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根５階建 

賃貸可能戸数 44 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、都営三田線「千石」駅から徒歩６分に位置する、ファミリータイプが中心の物件です。

「大手町」駅まで約11分、「日比谷」駅まで約13分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは

良好です。小学校、郵便局、公園等の生活利便施設や教育施設へ至近であり、居住環境も良好で

す。こうした特性から、主として、都心接近性及び居住環境の利便性等を重視するファミリー層を

中心に底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 

（注）セットバック部分（約23.50㎡）を含みます。 
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物件名称 コンフォリア代官山青葉台 物件番号 23 

所在地 東京都目黒区青葉台二丁目１番７号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 302.70 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 1,533.95 建築時期 平成17年12月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根地下１階付10階建 

賃貸可能戸数 26 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、京王井の頭線「神泉」駅から徒歩８分、東急東横線「代官山」駅から徒歩13分、ＪＲ山

手線外「渋谷」駅から徒歩13分に位置する、コンパクトタイプの物件です。３駅９路線が利用可能

であり、「大手町」駅まで約17分、「表参道」駅まで約２分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのア

クセスは良好です。周辺には、高級住宅地域が形成されており、居住地域として良好なエリアで

す。また、「渋谷」駅等へのバス便が充実しているほか、代官山、中目黒エリアが徒歩圏内にあ

り、生活利便性は良好です。こうした特性から、主として、都心接近性及び居住環境の利便性等を

重視する単身者層及びDINKS層の底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 

 

 

 

物件名称 コンフォリア原宿 物件番号 26 

所在地 東京都渋谷区千駄ケ谷三丁目61番３号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 1,476.95（注） 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 6,314.63 建築時期 平成17年２月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根地下１階付７階建 

賃貸可能戸数 99 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、ＪＲ山手線「原宿」駅から徒歩４分、東京メトロ千代田線「明治神宮前」駅から徒歩６

分に位置する、コンパクトタイプを中心にファミリータイプ等も有する物件です。２駅２路線が利

用可能であり、「大手町」駅まで約15分、「渋谷」駅まで約２分、日本でも有数の商業ゾーンであ

る表参道へも徒歩圏であることから、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは非常に良好です。

人気の高い原宿エリアに存し、周辺には「代々木公園」も立地するほか、学校等の教育施設やスー

パー等の生活利便施設も揃っています。こうした特性から、主として、都心立地及び居住環境の快

適性等を重視する単身者層及びDINKS層からファミリー層まで幅広い賃貸需要が期待できる物件で

す。 

特記事項 該当事項はありません。 

（注）私道負担部分（約74.21㎡）を含みます。 
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物件名称 コンフォリア池袋 物件番号 27 

所在地 東京都豊島区池袋二丁目57番１号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 234.08 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 1,171.21 建築時期 平成17年１月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根11階建 

賃貸可能戸数 28 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、ＪＲ山手線、東京メトロ丸ノ内線、有楽町線、外５路線「池袋」駅から徒歩５分に位置

する、コンパクトタイプが中心の物件です。８路線が利用可能であり、「東京」駅まで約16分、

「新宿」駅まで約６分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは良好です。「池袋」駅周辺に

は、百貨店等の大型商業施設、多数のコンビニエンスストアや飲食店舗が存し、生活利便施設も充

実しています。こうした特性から、主として、都心接近性及び居住環境の利便性等を重視する単身

者層を中心に底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 

 

 

物件名称 コンフォリア狛江 物件番号 28 

所在地 東京都狛江市岩戸北三丁目９番５号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 946.12（注） 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 1,468.30 建築時期 平成２年３月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根４階建 

賃貸可能戸数 24 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、小田急線「喜多見」駅及び「狛江」駅から徒歩７分に位置する、コンパクト及びファミ

リータイプが中心の物件です。２駅が利用可能であり、「大手町」駅まで約40分、「新宿」駅まで

約17分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは概ね良好です。閑静な住宅街に立地してお

り、「喜多見」駅及び「狛江」駅周辺には、コンビニエンスストア、スーパーマーケット、飲食店

舗、銀行等の生活利便施設が充実しています。こうした特性から、主として、居住環境の快適性及

び利便性等を重視する単身者層及びDINKS層からファミリー層まで幅広い賃貸需要が期待できる物

件です。 

特記事項 該当事項はありません。 

（注）セットバック部分（約7.02㎡）を含みます。 
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物件名称 コンフォリア両国石原 物件番号 29 

所在地 東京都墨田区石原一丁目36番１号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 215.60 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 1,151.47 建築時期 平成19年３月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根11階建 

賃貸可能戸数 47 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、都営大江戸線「両国」駅から徒歩５分、ＪＲ中央・総武緩行線「両国」駅、都営浅草

線、大江戸線「蔵前」駅から徒歩10分に位置する、シングルタイプの物件です。２駅３路線が利用

可能であり、「日本橋」駅まで約７分、「汐留」駅まで約15分と、主要ビジネス・商業ゾーンへの

アクセスは良好です。「両国」駅周辺には、コンビニエンスストア、飲食店舗等の生活利便施設が

存するほか、「横網町公園」や「旧安田公園」、「両国国技館」等が立地する自然・文化的施設も

多いエリアです。こうした特性から、主として、都心接近性及び居住環境の利便性等を重視する単

身者層の底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 

 

 

物件名称 コンフォリア三田ノース 物件番号 30 

所在地 東京都港区三田二丁目７番16号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権（敷地権持分100％） 

敷地面積（㎡） 205.11 

建物 所有形態 
所有権（区分所有持分
100％） 

用途 居宅・駐輪場・ゴミ置場 

延床面積（㎡） 1,257.94 建築時期 平成15年２月 

構造／階数 鉄骨鉄筋コンクリート・鉄筋コンクリート造陸屋根11階建 

賃貸可能戸数 30 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、都営大江戸線「赤羽橋」駅から徒歩５分、都営三田線、大江戸線「三田」駅から徒歩８

分に位置する、コンパクトタイプの物件です。２駅２路線の利用が可能であり、「大手町」駅まで

約８分、「六本木」駅まで約４分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは非常に良好です。

「赤羽橋」駅周辺には、「芝公園」や「東京タワー」が立地するほか、スーパーマーケット、コン

ビニエンスストア、飲食店舗等の生活利便施設が存します。こうした特性から、主として、都心立

地、居住環境の快適性等を重視する単身者層及びDINKS層の底堅い賃貸需要が期待できる物件で

す。 

特記事項 該当事項はありません。 
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物件名称 コンフォリア芝浦バウハウス 物件番号 31 

所在地 東京都港区海岸三丁目13番12号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 1,209.75 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅・店舗 

延床面積（㎡） 4,862.18 建築時期 平成18年３月 

構造／階数 
（主たる建物）鉄筋コンクリート造陸屋根15階建 
（附属建物） 鉄骨造陸屋根平家建 

賃貸可能戸数 75 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 みずほ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、ＪＲ山手線、京浜東北線「田町」駅から徒歩11分、ゆりかもめ「芝浦ふ頭」駅から徒歩

６分に位置する、コンパクト及びファミリータイプが中心の物件です。２駅３路線の利用が可能で

あり、「東京」駅まで約８分、「汐留」駅まで約６分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセス

は良好です。周辺には、スーパーマーケット等の生活利便施設も充実しており、また、本物件は、

愛犬家のためのペット可賃貸マンションとして、ソフト・ハード面ともに特色を持たせることで周

辺の賃貸マンションとの差別化を図っています。こうした特性から、主として、都心接近性及び愛

犬との居住環境の快適性等を重視する単身者層及びDINKS層からファミリー層まで幅広い賃貸需要

が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 

 

 

物件名称 コンフォリア浅草橋ＤＥＵＸ 物件番号 32 

所在地 東京都台東区浅草橋五丁目24番10号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 263.63 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 1,596.33 建築時期 平成19年12月 

構造／階数 鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根13階建 

賃貸可能戸数 46 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三井住友信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、ＪＲ中央・総武緩行線、都営浅草線「浅草橋」駅から徒歩８分に位置する、シングル及

びコンパクトタイプが中心の物件です。２路線の利用が可能であり、「日本橋」駅まで約５分、

「浅草」駅まで約３分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは良好です。周辺には、スーパ

ーマーケット、コンビニエンスストア、飲食店舗等の生活利便施設も存します。こうした特性か

ら、主として、都心接近性及び居住環境の利便性等を重視する単身者層及びDINKS層に底堅い賃貸

需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 
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物件名称 コンフォリア押上 物件番号 33 

所在地 東京都墨田区業平四丁目７番２号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 233.63 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 1,369.26 建築時期 平成19年10月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根11階建 

賃貸可能戸数 47 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三井住友信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東京メトロ半蔵門線、都営浅草線、東武伊勢崎線、外１路線「押上」駅から徒歩２分に

位置する、シングルタイプが中心の物件です。４路線の利用が可能であり、「大手町」駅まで約14

分、「日本橋」駅まで約12分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは良好です。周辺には、

スーパーマーケット・銀行等の生活利便施設が充実しているほか、「東京スカイツリー」の開業に

あわせ周辺地域の整備が進んでおり、今後の更なる発展が期待されるエリアです。こうした特性か

ら、主として、都心接近性及び居住環境の利便性等を重視する単身者層を中心に底堅い賃貸需要が

期待できる物件です。 

特記事項 本土地の一部（約8.63㎡）は、都市計画道路（放射32号線、計画幅員27m）区域内に存していま

す。事業決定はなされておらず、事業実施時期、収用面積等の詳細は未定ですが、将来的に事業決

定されれば、土地収用により建物が既存不適格となる可能性があります。 

 

 

物件名称 コンフォリア本所吾妻橋 物件番号 34 

所在地 東京都墨田区本所二丁目11番12号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 319.87 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 1,434.29 建築時期 平成20年１月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根９階建 

賃貸可能戸数 48 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三井住友信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、都営浅草線「本所吾妻橋」駅から徒歩８分に位置する、シングルタイプが中心の物件で

す。「日本橋」駅まで約10分、「浅草」駅まで約１分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセス

は良好です。周辺には、スーパーマーケット、コンビニエンスストア、飲食店舗等の生活利便施設

も存します。こうした特性から、主として、都心接近性及び居住環境の利便性等を重視する単身者

層を中心に底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 
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物件名称 コンフォリア清澄白河トロワ 物件番号 35 

所在地 東京都江東区白河三丁目５番14号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 382.78 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 1,553.45 建築時期 平成20年４月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根９階建 

賃貸可能戸数 50 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東京メトロ半蔵門線、都営大江戸線「清澄白河」駅から徒歩４分に位置する、シングル

タイプが中心の物件です。２路線の利用が可能であり、「大手町」駅まで約７分、「汐留」駅まで

約11分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは良好です。周辺には、スーパーマーケット、

コンビニエンスストア、飲食店舗等の生活利便施設も存しているほか、東京都近代美術館が存する

木場公園にも近く、優れた住環境を有しています。こうした特性から、主として、都心接近性及び

居住環境の快適性等を重視する単身者層に底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 土地外周部の一部に汚染土壌の残置が懸念されることから、本件土地には汚染リスクが潜在する可

能性があります。ただし、残置された土壌の飛散のおそれは少なく、汚染土壌による人への健康リ

スクは小さい旨の専門家からの意見を取得しています。 

 

 

物件名称 コンフォリア門前仲町 物件番号 36 

所在地 東京都江東区冬木16番８号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 1,166.80 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 4,916.04 建築時期 平成20年４月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根13階建 

賃貸可能戸数 144 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東京メトロ東西線、都営大江戸線「門前仲町」駅から徒歩７分に位置する、シングルタ

イプの物件です。２路線の利用が可能であり、「大手町」駅まで約７分、「汐留」駅まで約９分

と、主要ビジネスゾーンへのアクセスは良好です。「門前仲町」駅周辺には、「深川仲町通り商店

街」を中心として生活利便施設が充実しているほか、「富岡八幡宮」、「深川不動尊」等の名所・

旧跡も多く、都心接近性を有しつつも、下町情緒を味わえるエリアです。こうした特性から、主と

して、都心接近性及び居住環境の快適性等を重視する単身者層に底堅い賃貸需要が期待できる物件

です。 

特記事項 該当事項はありません。 
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物件名称 コンフォリア碑文谷 物件番号 37 

所在地 東京都目黒区碑文谷二丁目３番３号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 1,154.01 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 2,302.53 建築時期 平成15年３月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造合金メッキ鋼板葺６階建 

賃貸可能戸数 28 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東急東横線「学芸大学」駅から徒歩12分に位置する、ファミリータイプを中心にコンパ

クトタイプ等も有する物件です。「霞ヶ関」駅まで約18分、「渋谷」駅まで約８分と、主要商業・

ビジネスゾーンへのアクセスは良好です。「学芸大学」駅周辺には、物販・飲食店舗等が立ち並ぶ

商店街が形成されており、また「目黒通り」沿いには大型スーパーマーケットも存し、小・中学校

等の文教施設、公園等の公共施設にも恵まれています。こうした特性から、主として、都心接近性

及び居住環境の快適性等を重視する単身者層及びDINKS層からファミリー層まで幅広い賃貸需要が

期待できる物件です。 

特記事項 １．本建物は建設時において都市計画の適用要件を満たしていましたが、平成20年11月28日に都市

計画の見直し（建築物の絶対高さ制限）がなされたため、建物が既存不適格となっています。 

２．本土地の一部（約12.25㎡）は、都市計画道路（補助第47号線、計画幅員16m）区域内に存して

います。事業決定はなされておらず、事業実施時期、収用面積等の詳細は未定ですが、将来的に事

業決定されれば、土地収用により建物が既存不適格となる可能性があります。 

 

 

物件名称 コンフォリア三宿 物件番号 38 

所在地 東京都世田谷区池尻三丁目23番２号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 677.19 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅・店舗・事務所 

延床面積（㎡） 2,842.56 建築時期 平成16年２月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根14階建 

賃貸可能戸数 59 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三井住友信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東急田園都市線「池尻大橋」駅から徒歩６分に位置する、コンパクトタイプを中心にシ

ングルタイプも有する物件です。「永田町」駅まで約11分、「渋谷」駅まで約２分と、主要ビジネ

ス・商業ゾーンへのアクセスは良好です。周辺には、若者向けの飲食店舗のほか、スーパーマーケ

ット等の生活利便施設も充実しており、また、渋谷駅周辺は、物販・飲食店舗等が集積した一大商

業エリアです。こうした特性から、主として、都心接近性及び居住環境の利便性等を重視する単身

者層及びDINKS層を中心に底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 
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物件名称 コンフォリア学芸大学 物件番号 39 

所在地 東京都世田谷区下馬六丁目46番６号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 970.73 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 1,919.59 建築時期 平成17年４月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根４階建 

賃貸可能戸数 38 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東急東横線「学芸大学」駅から徒歩８分に位置する、コンパクトタイプの物件です。

「霞ヶ関」駅まで約18分、「渋谷」駅まで約８分と、主要商業・ビジネスゾーンへのアクセスは良

好です。「学芸大学」駅周辺には、物販・飲食店舗等が立ち並ぶ商店街が形成されているほか、

「駒沢通り」沿いには若者向けのカフェ・インテリアショップ等も存しています。こうした特性か

ら、主として、都心接近性及び居住環境の快適性等を重視する単身者層及びDINKS層を中心に底堅

い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 

 

 

物件名称 コンフォリア東中野ＤＥＵＸ 物件番号 40 

所在地 東京都中野区東中野四丁目２番19号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 500.39（注） 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅・ゴミ置場 

延床面積（㎡） 1,419.08 建築時期 平成21年12月 

構造／階数 
（主たる建物）鉄筋コンクリート造陸屋根地下１階付き９階建 
（附属建物） 鉄筋コンクリート造陸屋根平家建 

賃貸可能戸数 40 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三井住友信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、ＪＲ中央・総武緩行線、都営大江戸線「東中野」駅から徒歩２分に位置する、シングル

タイプを中心にコンパクトタイプ等も有する物件です。２路線の利用が可能であり、「新宿」駅ま

で約５分、「六本木」駅まで約18分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは良好です。本物

件は、物販・飲食店舗が連たんする「東中野本通り商店街」の背後に位置しており、周辺には生活

利便施設が充実しています。こうした特性から、主として、都心接近性及び居住環境の利便性等を

重視する単身者層及びDINKS層を中心に底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 

（注）セットバック部分（約2.98㎡）を含みます。 

 

 

- 129 -



 
物件名称 コンフォリア東池袋ＷＥＳＴ 物件番号 41 

所在地 東京都豊島区東池袋三丁目22番21号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 1,117.88 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅・店舗 

延床面積（㎡） 8,296.57 建築時期 平成21年６月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根13階建 

賃貸可能戸数 155 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三井住友信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東京メトロ有楽町線「東池袋」駅から徒歩９分、ＪＲ山手線、東京メトロ丸ノ内線、有

楽町線、外５路線「池袋」駅から徒歩11分、ＪＲ山手線、都電荒川線「大塚」駅から徒歩11分に位

置する、シングル及びコンパクトタイプを中心にファミリータイプ等も有する物件です。３駅９路

線が利用可能であり、「永田町」駅まで約13分、「新宿」駅まで約６分と、主要ビジネス・商業ゾ

ーンへのアクセスは良好です。本物件の１階に入居するコンビニエンスストアのほか、周辺には24

時間営業のスーパーマーケットが存し、また、「池袋」駅周辺はデパート、物販店舗等が集積した

商業エリアとなっています。こうした特性から、主として、都心接近性及び居住環境の利便性等を

重視する単身者層及びDINKS層からファミリー層まで幅広い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 

 

 

物件名称 コンフォリア横濱関内 物件番号 42 

所在地 神奈川県横浜市中区翁町二丁目８番地15 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 413.09 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 2,377.62 建築時期 平成21年７月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根10階建 

賃貸可能戸数 60 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三井住友信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、ＪＲ根岸線、横浜市営地下鉄ブルーライン「関内」駅から徒歩５分に位置する、シング

ル及びコンパクトタイプが中心の物件です。２路線が利用可能であり、「横浜」駅まで約４分、

「品川」駅まで約32分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは概ね良好です。本物件は、横

浜市の主要ビジネス・商業ゾーンである関内地区に位置し、周辺には多数の物販、飲食店舗が存す

るほか、県下有数の商業施設が集積するみなとみらいエリアにも近接しています。こうした特性か

ら、主として、居住環境の利便性及び快適性等を重視する単身者層やDINKS層を中心に底堅い賃貸

需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 
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物件名称 コンフォリア両国ＤＥＵＸ 物件番号 43 

所在地 東京都墨田区千歳一丁目２番10号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 431.23 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 2,010.27 建築時期 平成18年８月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根９階建 

賃貸可能戸数 66 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三井住友信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、都営新宿線、大江戸線「森下」駅から徒歩９分、ＪＲ中央・総武緩行線「両国」駅から

徒歩９分に位置する、シングルタイプが中心の物件です。２駅３路線が利用可能であり、「汐留」

駅まで約13分、「秋葉原」駅まで約４分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは良好です。

周辺には、スーパーマーケット、コンビニエンスストア、飲食店舗等の生活利便施設も存します。

こうした特性から、主として、都心接近性及び居住環境の利便性等を重視する単身者層に底堅い賃

貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 本件土地には、本件建物が建てられる前に存在した建物の建設時等に外部から持ち込まれた盛土が

要因と考えられる基準不適合土壌が存するものの、現状の土地利用を続ける限り、土壌汚染の摂取

経路がなく、人の健康被害が生じるおそれはない旨の専門家からの意見を取得しています。 

 

 

物件名称 コンフォリア大森ＤＥＵＸ 物件番号 44 

所在地 東京都大田区大森北三丁目４番２号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 352.73 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅・駐車場 

延床面積（㎡） 2,180.52 建築時期 平成19年２月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根12階建 

賃貸可能戸数 64 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三井住友信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、ＪＲ京浜東北線「大森」駅から徒歩８分、京急本線「大森海岸」駅から徒歩８分に位置

する、シングルタイプが中心の物件です。２駅２路線利用が可能であり、「品川」駅まで約６分、

「有楽町」駅まで約16分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは良好です。京急線利用によ

り「羽田空港」へのアクセスにも優れており、また、周辺には、大型ＧＭＳのほか、銀行、飲食店

舗等の生活利便施設も存しています。こうした特性から、主として、都心接近性及び居住環境の利

便性等を重視する単身者層を中心に底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 
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物件名称 コンフォリア町屋 物件番号 45 

所在地 東京都荒川区荒川五丁目51番７号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 473.61（注） 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅・店舗 

延床面積（㎡） 1,361.92 建築時期 平成19年４月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根11階建 

賃貸可能戸数 30 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東京メトロ千代田線「町屋」駅から徒歩７分、京成本線「新三河島」駅から徒歩６分に

位置する、コンパクトタイプの物件です。２駅２路線が可能であり、「大手町」駅まで約12分、

「京成上野」駅まで約７分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは良好です。周辺には、ス

ーパーマーケット、コンビニエンスストア、飲食店舗等の生活利便施設も存しています。こうした

特性から、主として、都心接近性及び居住環境の利便性等を重視した単身者層及びDINKS層を中心

に底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 本建物は建設時において都市計画の適用要件を満たしていましたが、平成21年12月22日に地区計画

（荒川五・六丁目地区計画）が決定したことにより、都市計画の見直し（建築物の絶対高さ制限）

がなされたため、建物が既存不適格となっています。 

（注）私道負担部分（約30.91㎡）を含みます。 

 

 

物件名称 コンフォリア市川妙典 物件番号 46 

所在地 千葉県市川市塩焼一丁目９番10号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 750.59 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 1,533.11 建築時期 平成19年４月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根５階建 

賃貸可能戸数 48 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東京メトロ東西線「妙典」駅から徒歩９分に位置する、シングル及びコンパクトタイプ

が中心の物件です。「大手町」駅まで約25分、「日本橋」駅まで約23分と、主要ビジネス・商業ゾ

ーンへのアクセスは比較的良好です。妙典エリアは、近年宅地開発が進んだエリアで、街区整然と

した良好な住環境が形成されており、「妙典」駅周辺には、大型ＧＭＳ、銀行、飲食店舗等も充実

しています。こうした特性から、主として、居住環境の快適性及び利便性等を重視する単身者層を

中心に底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 
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物件名称 コンフォリア谷塚 物件番号 47 

所在地 埼玉県草加市瀬崎三丁目38番３号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 825.25 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 1,710.09 建築時期 平成19年３月 

構造／階数 鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根13階建 

賃貸可能戸数 62 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東武伊勢崎線「谷塚」駅から徒歩７分に位置する、シングルタイプの物件です。「大手

町」駅まで約40分、「上野」駅まで約23分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは概ね良好

です。「日光街道」背後の閑静な住宅街に立地しており、「谷塚」駅周辺には、スーパーマーケッ

ト、飲食店舗、銀行等の生活利便施設も充実しています。こうした特性から、主として、居住環境

の快適性及び利便性等を重視する単身者層に底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 

 

 

物件名称 コンフォリア白金高輪 物件番号 48 

所在地 東京都港区三田五丁目１番21号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 345.97 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅・店舗 

延床面積（㎡） 1,932.57 建築時期 平成19年10月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根13階建 

賃貸可能戸数 37 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三井住友信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東京メトロ南北線、都営三田線「白金高輪」駅から徒歩４分に位置する、コンパクトタ

イプの物件です。２路線が利用可能であり、「大手町」駅まで約12分、「溜池山王」駅まで約６分

と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは非常に良好です。東京エリア、六本木・赤坂エリア

等へのアクセスに優れ、また、周辺には、スーパーマーケット、コンビニエンスストア、銀行等の

生活利便施設も存しています。こうした特性から、主として、都心立地及び居住環境の利便性等を

重視する単身者層及びDINKS層を中心に底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 
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物件名称 コンフォリア日本橋人形町イースト 物件番号 49 

所在地 東京都中央区日本橋人形町三丁目６番３号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 448.51 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅・店舗・駐車場 

延床面積（㎡） 2,912.38 建築時期 平成19年10月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根10階建 

賃貸可能戸数 82 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 みずほ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東京メトロ日比谷線、都営浅草線「人形町」駅から徒歩２分に位置する、シングル及び

コンパクトタイプが中心の物件です。２路線が利用可能であり、「日本橋」駅まで約２分、「銀

座」駅まで約10分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは非常に良好です。周辺には「甘酒

横丁」を中心に飲食店が軒を連ねる等、生活利便性・交通利便性ともに非常に高く、かつ、人形

町・水天宮前という歴史ある下町の情緒が評価されるエリアです。こうした特性から、主として、

都心立地及び居住環境の利便性等を重視する単身者層及びDINKS層を中心に底堅い賃貸需要が期待

できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 

 

 

物件名称 コンフォリア愛宕 物件番号 50 

所在地 東京都港区虎ノ門三丁目23番７号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 178.73 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 1,147.20 建築時期 平成16年４月 

構造／階数 鉄骨鉄筋コンクリート造ルーフィング葺11階建 

賃貸可能戸数 38 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東京メトロ日比谷線「神谷町」駅から徒歩３分、都営三田線「御成門」駅から徒歩６分

に位置する、シングルタイプが中心の物件です。２駅２路線の利用が可能であり、「大手町」駅ま

で約５分、「六本木」駅まで約３分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは非常に良好で

す。「神谷町」駅周辺では、大規模事務所ビル、小売店舗や飲食店舗が立ち並び賑わいがある一

方、本物件の南東には「芝公園」が立地するほか、周辺には学校や神社仏閣等の多数の文化施設が

存し、商業性と文化性が調和したエリアです。こうした特性から、主として、都心立地及び居住環

境の利便性等を重視する単身者層を中心に底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 
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物件名称 コンフォリア浅草橋 物件番号 51 

所在地 東京都台東区柳橋二丁目20番10号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 905.76 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅・店舗 

延床面積（㎡） 5,273.67 建築時期 平成23年11月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根地下１階付14階建 

賃貸可能戸数 141 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三井住友信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、ＪＲ中央・総武緩行線、都営浅草線「浅草橋」駅から徒歩５分に位置する、シングルタ

イプを中心に、コンパクトタイプも有する物件です。２路線の利用が可能であり、「日本橋」駅ま

で約５分、「浅草」駅まで約３分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは良好です。本物件

の東側には「隅田川」が、北側には浅草や上野が近接し、下町情緒を残しつつも、商業性が高く、

また、スーパーマーケット、コンビニエンスストア、飲食店舗等の生活利便施設も存します。こう

した特性から、主として、都心接近性及び居住環境の快適性等を重視する単身者層及びDINKS層を

中心に賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 

 

 

物件名称 コンフォリア両国サウス 物件番号 52 

所在地 東京都墨田区千歳二丁目14番８号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 554.65 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 2,404.23 建築時期 平成23年11月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根９階建 

賃貸可能戸数 61 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、ＪＲ中央・総武緩行線「両国」駅から徒歩８分、都営大江戸線、新宿線「森下」駅から

徒歩７分に位置する、シングル及びコンパクトタイプが中心の物件です。２駅３路線の利用が可能

であり、「汐留」駅まで約13分、「新宿三丁目」駅まで約16分と、主要ビジネス・商業ゾーンへの

アクセスは良好です。東京エリア、汐留エリア、新宿エリア等へのアクセスに優れており、「両

国」駅周辺には、コンビニエンスストアや飲食店舗等も多数存しています。こうした特性から、主

として、都心接近性及び居住環境の快適性等を重視する単身者層及びDINKS層の底堅い需要が期待

できます。 

特記事項 該当事項はありません。 
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物件名称 コンフォリア豊洲 物件番号 53 

所在地 東京都江東区枝川一丁目４番12号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 1,431.53 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅・店舗 

延床面積（㎡） 4,513.10 建築時期 平成21年３月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根９階建 

賃貸可能戸数 161 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 みずほ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東京メトロ有楽町線、ゆりかもめ「豊洲」駅から徒歩９分に位置する、シングルタイプ

が中心の物件です。２路線の利用が可能であり、「永田町」駅まで約11分、「有楽町」駅まで約７

分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは良好です。本物件の存する豊洲エリアは、近年、

再開発によりオフィス、住宅、商業、文化施設が整備され、職・住・遊のバランスのとれたエリア

です。こうした特性から、主として、都心接近性及び居住環境の快適性等を重視する単身者層を中

心に底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 

 

 

物件名称 コンフォリア新大阪 物件番号 54 

所在地 大阪府大阪市東淀川区東中島一丁目21番24号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 1,048.52 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅・店舗 

延床面積（㎡） 6,530.63 建築時期 平成18年10月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根15階建 

賃貸可能戸数 133 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、ＪＲ東海道・山陽新幹線、東海道本線「新大阪」駅から徒歩３分、大阪市営地下鉄御堂

筋線「新大阪」駅から徒歩８分に位置する、コンパクトタイプを中心にファミリータイプも有する

物件です。３路線が利用可能であり、「大阪」駅まで約４分、「心斎橋」駅まで約13分と、主要ビ

ジネス・商業ゾーンへのアクセスは非常に良好です。大阪圏の玄関口である新大阪駅への接近性に

優れ、周辺にはコンビニエンスストア、飲食店舗等も存し、交通利便性・生活利便性ともに良好で

す。こうした特性から、主として、居住環境の利便性等を重視する単身者層及びDINKS層からファ

ミリー層まで幅広い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 
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物件名称 コンフォリア墨田立花 物件番号 55 

所在地 東京都墨田区立花五丁目18番５号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 884.62（注） 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 1,888.25 建築時期 平成19年９月 

構造／階数 

（主たる建物） 

鉄筋コンクリート造陸屋根８階建 

（附属建物） 
鉄筋コンクリート造陸屋根平家建 

賃貸可能戸数 56 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 みずほ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東武亀戸線「小村井」駅から徒歩６分に位置する、シングルタイプを中心にコンパクト

タイプも有する物件です。「大手町」駅まで約25分、「三越前」駅まで約24分（いずれも曳舟駅に

て東武伊勢崎線に乗換）と主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは概ね良好です。周辺には、ス

ーパーマーケット、コンビニエンスストア、飲食店舗等も存し、生活利便性も良好です。こうした

特性から、主として都心接近性及び生活利便性等を重視する単身者、DINKS層を中心に底堅い賃貸

需要が期待できる物件です。 

特記事項 本建物は建設時において都市計画の適用要件を満たしていましたが、平成22年３月31日に都市計画

の見直し（建築物の絶対高さ制限）がなされたため、建物が既存不適格となっています。 

（注）セットバック部分（約32.52㎡）を含みます。 

 

 

物件名称 コンフォリア九段 物件番号 56 

所在地 東京都千代田区九段南二丁目６番12号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 349.35 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 1,787.89 建築時期 平成19年２月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根13階建 

賃貸可能戸数 36 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東京メトロ東西線、半蔵門線、都営新宿線「九段下」駅から徒歩７分、ＪＲ中央・総武

緩行線、東京メトロ南北線他１路線「市ヶ谷」駅から徒歩９分に位置する、コンパクトタイプの物

件です。２駅５路線の利用が可能であり、「大手町」駅まで約４分、「新宿」駅まで約８分と主要

ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは非常に良好です。都内有数の桜名所である「千鳥ヶ淵」にも

近く、周辺には、コンビニエンスストア、飲食店舗等も存しており生活利便性も良好です。こうし

た特性から、主として都心立地で居住環境の快適性・利便性を重視する単身者層、DINKS層を中心

に底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 
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物件名称 コンフォリア日本橋人形町ノース 物件番号 57 

所在地 東京都中央区日本橋堀留町一丁目１番６号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権（敷地権持分100％） 

敷地面積（㎡） 253.15 

建物 所有形態 
所有権 
(区分所有持分100％） 

用途 居宅・駐輪場・物置・塵芥室 

延床面積（㎡） 1,717.58 建築時期 平成17年１月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根10階建 

賃貸可能戸数 36 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三井住友信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東京メトロ日比谷線、都営浅草線「人形町」駅から徒歩４分に位置する、コンパクトタ

イプの物件です。２路線が利用可能であり、「日本橋」駅まで約２分、「銀座」駅まで約10分と、

主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは非常に良好です。都心有数の百貨店である三越本店は徒

歩圏に位置し、周辺にはコンビニエンスストア、飲食店舗等も存しており生活利便性も良好です。

こうした特性から、主として、都心立地及び居住環境の利便性等を重視するDINKS層を中心に底堅

い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 

 

 

物件名称 コンフォリア新川 物件番号 58 

所在地 東京都中央区新川二丁目15番５号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 425.08 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅・駐車場・駐輪場 

延床面積（㎡） 2,866.08 建築時期 平成20年３月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根12階建 

賃貸可能戸数 59 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、ＪＲ京葉線、東京メトロ日比谷線「八丁堀」駅から徒歩５分、東京メトロ東西線他「茅

場町」駅から徒歩７分に位置する、コンパクトタイプが中心の物件です。２駅３路線が利用可能で

あり、「東京」駅まで約１分、「銀座」駅まで約６分と主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは

良好です。東京・銀座等の高度商業集積地に近接するエリアである一方、周辺はスーパーマーケッ

ト、コンビニエンスストア、飲食店舗等も存し、生活利便性も良好です。こうした特性から、主と

して都心接近性及び居住環境の利便性を重視する単身者、DINKS層を中心に底堅い賃貸需要が期待

できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 
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物件名称 コンフォリア赤坂 物件番号 59 

所在地 東京都港区赤坂二丁目17番63号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 710.61 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 2,956.70 建築時期 平成25年４月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根地下１階付き11階建 

賃貸可能戸数 40 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東京メトロ千代田線「赤坂」駅から徒歩４分、東京メトロ銀座線、南北線「溜池山王」

駅から徒歩８分に位置する、コンパクトタイプの物件です。２駅３路線が利用可能であり、「大手

町」駅まで約８分、「渋谷」駅まで約10分、都内有数のオフィスエリアである赤坂・溜池エリアは

徒歩圏であることから、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは非常に良好です。周辺は、高級

タワーレジデンス等が存する一方で、スーパーマーケット、飲食店舗等の生活利便施設も多数存

し、主として都心立地で居住環境の利便性を重視するDINKS層を中心に底堅い賃貸需要が期待でき

る物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 

 

 

物件名称 コンフォリア三田ＥＡＳＴ 物件番号 60 

所在地 東京都港区芝四丁目18番１号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 807.54 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅・車庫 

延床面積（㎡） 4,973.31 建築時期 平成20年１月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根地下１階付13階建 

賃貸可能戸数 111 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、ＪＲ山手線、京浜東北線「田町」駅から徒歩８分、都営三田線、浅草線「三田」駅から

徒歩５分に位置する、シングル及びコンパクトタイプの物件です。２駅４路線の利用が可能であ

り、「東京」駅まで約６分、「日比谷」駅まで約７分と主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは

非常に良好です。周辺には、スーパーマーケット、コンビニエンスストア、飲食店舗等も多数存

し、主として都心立地で居住環境の利便性を重視する単身者、DINKS層を中心に底堅い賃貸需要が

期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 
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物件名称 コンフォリア芝浦キャナル 物件番号 61 

所在地 東京都港区海岸三丁目１番９号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権（敷地権持分100％） 

敷地面積（㎡） 545.13 

建物 所有形態 
所有権 
(区分所有持分100％） 

用途 
共同住宅・駐車場・駐輪場・
ゴミ置場 

延床面積（㎡） 2,703.41 建築時期 平成16年12月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根10階建 

賃貸可能戸数 95 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、ＪＲ山手線、京浜東北線「田町」駅から徒歩13分、ゆりかもめ「日の出」駅から徒歩７

分に位置する、シングルタイプの物件です。２駅３路線の利用が可能であり、「東京」駅まで約６

分、「汐留」駅まで約４分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは良好です。芝浦運河に面

した場所に立地することから、運河に面した区画では良好な眺望が得られます。また、周辺には、

コンビニエンスストア、飲食店舗等も存し、生活利便性も良好です。こうした特性から、主として

都心接近性及び居住環境の快適性を重視する単身者層を中心に底堅い賃貸需要が期待できる物件で

す。 

特記事項 該当事項はありません。 

 

 

物件名称 コンフォリア上野広小路 物件番号 62 

所在地 東京都台東区上野三丁目17番４号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 197.04 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅・店舗 

延床面積（㎡） 1,935.60 建築時期 平成19年11月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根地下１階付14階建 

賃貸可能戸数 37 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東京メトロ銀座線「上野広小路」駅から徒歩３分、ＪＲ山手線、京浜東北線他１路線

「御徒町」駅から徒歩４分、東京メトロ千代田線「湯島」駅から徒歩３分に位置する、コンパクト

タイプを中心にシングルタイプ等も有する物件です。３駅５路線が利用可能であり、「大手町」駅

まで約５分、「上野」駅まで約１分と主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは良好です。また、

徒歩圏の「上野・御徒町」エリアは、全国的に有名な「アメヤ横丁」のほか、デパート、物販店

舗、飲食店舗が集積する一大商業エリアを形成しています。こうした特性から、主として都心接近

性及び居住環境の利便性を重視する単身者、DINKS層を中心に底堅い賃貸需要が期待できる物件で

す。 

特記事項 該当事項はありません。 

 

 

- 140 -



 
物件名称 コンフォリア春日富坂 物件番号 63 

所在地 東京都文京区春日一丁目11番18号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 674.02 

建物 所有形態 所有権 用途 
共同住宅・店舗・駐車場・駐
輪場 

延床面積（㎡） 4,479.23 建築時期 平成20年２月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根地下１階付き12階建 

賃貸可能戸数 106 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東京メトロ丸ノ内線、南北線「後楽園」駅から徒歩６分、都営三田線、大江戸線「春

日」駅から徒歩６分に位置する、シングル及びコンパクトタイプが中心の物件です。２駅４路線が

利用可能であり、「大手町」駅まで約６分、「銀座」駅まで約11分と主要ビジネス・商業ゾーンへ

のアクセスは良好です。周辺は文教施設が多く、落ち着いた環境が形成されているほか、スーパー

マーケット、コンビニエンスストア、飲食店舗等も存しており、主として都心接近性及び居住環境

の快適性・利便性を重視する単身者、DINKS層を中心に底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 

 

 

物件名称 コンフォリア本駒込 物件番号 64 

所在地 東京都文京区本駒込二丁目29番24号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権（敷地権持分100％） 

敷地面積（㎡） 391.46 

建物 所有形態 
所有権 

（区分所有持分100％） 
用途 

居宅・駐輪場・物置・機械
室・便所・ゴミ置場 

延床面積（㎡） 2,623.37 建築時期 平成17年１月 

構造／階数 鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根13階建 

賃貸可能戸数 36 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三井住友信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、都営三田線「千石」駅から徒歩１分に位置する、ファミリータイプの物件です。「大手

町」駅まで約10分、「日比谷」駅まで約12分と主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは良好で

す。周辺は「六義園」等の由緒ある公園や文教施設に加え、スーパーマーケット、コンビニエンス

ストア、飲食店舗等も存しており、主として都心接近性及び居住環境の快適性・利便性を重視する

DINKS層、ファミリー層を中心に底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 
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物件名称 コンフォリア森下 物件番号 65 

所在地 東京都江東区新大橋三丁目６番８号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 449.54 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅・店舗・駐輪場 

延床面積（㎡） 2,159.39 建築時期 平成19年９月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根14階建 

賃貸可能戸数 75 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、都営新宿線、大江戸線「森下」駅から徒歩１分、東京メトロ半蔵門線他１路線「清澄白

河」駅から徒歩10分に位置する、シングルタイプが中心の物件です。２駅３路線が利用可能であ

り、「大手町」駅まで約８分、「汐留」駅まで約13分と主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは

良好です。東京エリア、汐留エリア、新宿エリア等へのアクセスに優れており、周辺にはコンビニ

エンスストアや飲食店舗等も存しています。こうした特性から、主として都心接近性及び居住環境

の利便性を重視する単身者層及びDINKS層の底堅い需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 

 

 

物件名称 コンフォリア木場公園 物件番号 66 

所在地 東京都江東区木場二丁目17番７号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 339.23 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 1,753.85 建築時期 平成19年９月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根９階建 

賃貸可能戸数 60 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東京メトロ東西線「木場」駅から徒歩４分に位置する、シングルタイプの物件です。

「大手町」駅まで約８分、「日本橋」駅まで約６分と主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは良

好です。本物件は、東京都現代美術館が存する「木場公園」に近接しており、周辺にはスーパーマ

ーケット、コンビニエンスストア、飲食店舗等の生活利便施設も存するエリアであることから、主

として都心接近性及び居住環境の快適性を重視する単身者層を中心に底堅い賃貸需要が期待できる

物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 
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物件名称 コンフォリア目黒長者丸 物件番号 67 

所在地 東京都品川区上大崎二丁目６番25号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 1,826.45（注） 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅・駐車場 

延床面積（㎡） 3,720.52 建築時期 平成17年３月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根地下２階付３階建 

賃貸可能戸数 71 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、ＪＲ山手線・東急目黒線・東京メトロ南北線「目黒」駅から徒歩８分に位置する、コン

パクトタイプが中心の物件です。３路線が利用可能であり「渋谷」駅まで約６分、「品川」駅まで

約７分と主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは良好です。若者に人気の「恵比寿」エリアにも

近く、周辺にはスーパーマーケット、コンビニエンスストア、飲食店舗等の生活利便施設も存して

います。こうした特性から、主として都心接近性及び居住環境の利便性を重視する単身者層、

DINKS層を中心に底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 

（注）私道負担部分（約28.55㎡）を含みます。 

 

 

物件名称 コンフォリア西馬込 物件番号 68 

所在地 東京都大田区西馬込二丁目35番８号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権（敷地権持分100％） 

敷地面積（㎡） 958.66 

建物 所有形態 
所有権 

（区分所有持分100％） 
用途 居宅・塵芥室 

延床面積（㎡） 1,797.93 建築時期 平成17年８月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根・合金メッキ鋼板ぶき５階建 

賃貸可能戸数 52 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三井住友信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、都営浅草線「西馬込」駅から徒歩６分に位置する、シングルタイプを中心にコンパクト

タイプも有する物件です。「新橋」駅まで約19分、「東銀座」駅まで約21分と主要ビジネス・商業

ゾーンへのアクセスは良好です。低層の戸建て住宅やマンションの中に、耕地等も散見される落ち

着いたエリアに位置し、駅周辺にはスーパーマーケット、コンビニエンスストア、飲食店舗等の生

活利便施設も存しています。こうした特性から、主として都心接近性及び居住環境の快適性を重視

する単身者、DINKS層を中心に底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 本土地の一部（約339.45㎡）は、都市計画道路（放射第１号線、計画幅員33m）区域内に存してい

ます。事業決定はなされておらず、事業実施時期、収用面積等の詳細は未定ですが、将来的に事業

決定されれば、土地収用により建物が既存不適格となる可能性があります。 
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物件名称 コンフォリア北参道 物件番号 69 

所在地 東京都渋谷区千駄ケ谷四丁目５番10号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権（敷地権持分90.9552％） 

敷地面積（㎡） 1,159.94（注１） 

建物 所有形態 
所有権 
（区分所有持分） 

用途 
居宅・駐輪場・駐車場・塵芥
室 

延床面積（㎡） 7,667.04（注２） 建築時期 平成17年2月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根地下１階付14階建 

賃貸可能戸数 144 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、ＪＲ山手線、中央・総武緩行線、都営大江戸線「代々木」駅から徒歩５分、東京メトロ

副都心線「北参道」駅から徒歩３分に位置する、コンパクトタイプの物件です。２駅４路線が利用

可能であり「新宿」駅まで約３分、「渋谷」駅まで約５分と主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセ

スは非常に良好です。都心のオアシスである「明治神宮」、「神宮外苑」、「新宿御苑」に挟まれ

たエリアに位置し、周辺にはコンビニエンスストア、飲食店舗等の生活利便施設も存しています。

こうした特性から、主として都心立地で居住環境の快適性・利便性を重視する単身者層、DINKS層

を中心に底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 

（注１）敷地権持分は、1,000,000分の909,552ですが、敷地全体の面積を記載しています。 

（注２）建物全体の延床面積を記載しています。 

 

物件名称 コンフォリア代々木上原 物件番号 70 

所在地 東京都渋谷区上原二丁目31番５号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 787.75 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 2,344.24 建築時期 平成15年２月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根10階建 

賃貸可能戸数 51 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、小田急小田原線、東京メトロ千代田線「代々木上原」駅から徒歩９分に位置する、コン

パクトタイプを中心にファミリータイプも有する物件です。「新宿」駅まで約４分、「表参道」駅

まで約５分と主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは良好です。渋谷エリアに隣接する閑静なエ

リアに位置し、落ち着いた環境が形成されている中に、高感度な飲食店舗、物販店舗等も存してお

り、良好な住環境が形成されています。こうした特性から、主として都心立地で居住環境の快適

性・利便性を重視するDINKS層、ファミリー層を中心に底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 
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物件名称 コンフォリア笹塚 物件番号 71 

所在地 東京都渋谷区笹塚一丁目59番10号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 555.14 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 3,440.91 建築時期 平成18年11月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根14階建 

賃貸可能戸数 89 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、京王線・京王新線「笹塚」駅から徒歩２分に位置する、シングルタイプを中心にコンパ

クトタイプも有する物件です。２路線が利用可能であり、「新宿」駅まで約５分、「市ヶ谷」駅ま

で約12分と主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは良好です。笹塚駅を中心として、「十号通り

商店街」、「笹塚大通り商店街」、「笹塚ショッピングモール」等の商店街が存するほか、スーパ

ーマーケット、飲食店舗等も多く、生活利便性も良好です。こうした特性から、主として都心接近

性及び居住環境の利便性を重視する単身者層、DINKS層を中心に底堅い賃貸需要が期待できる物件

です。 

特記事項 該当事項はありません。 

 

 

物件名称 コンフォリア新宿御苑Ⅱ 物件番号 72 

所在地 東京都新宿区新宿一丁目13番３号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 460.30 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 2,312.79 建築時期 平成17年11月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根15階建 

賃貸可能戸数 65 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東京メトロ丸ノ内線「新宿御苑前」駅から徒歩２分、東京メトロ副都心線、都営新宿線

他「新宿三丁目」駅から徒歩10分に位置する、シングル及びコンパクトタイプが中心の物件です。

２駅３路線が利用可能であり、「霞ヶ関」駅まで約11分、「新宿」駅まで約３分と主要ビジネス・

商業ゾーンへのアクセスは良好です。都心有数の百貨店である「伊勢丹新宿本店」は徒歩圏に位置

し、周辺にはコンビニエンスストア、飲食店舗等も存しており生活利便性も良好です。こうした特

性から、主として、都心立地及び居住環境の利便性等を重視する単身者、DINKS層を中心に底堅い

賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 
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物件名称 コンフォリア市谷柳町 物件番号 73 

所在地 東京都新宿区市谷柳町18番地２ 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 318.34（注） 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅・店舗 

延床面積（㎡） 2,416.85 建築時期 平成19年10月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根13階建 

賃貸可能戸数 69 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、都営大江戸線「牛込柳町」駅から徒歩３分、都営新宿線「曙橋」駅から徒歩９分に位置

する、シングルタイプを中心にコンパクトタイプも有する物件です。２駅２路線が利用可能であ

り、「飯田橋」駅まで約４分、「新宿」駅まで約３分と主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは

良好です。本物件は、「牛込柳町」駅を中心に外苑東通り沿いに拡がる商店街に位置し、１階に入

居するコンビニエンスストアのほか、周辺にはスーパーマーケット、飲食店舗等の生活利便施設も

多く、主として都心接近性及び居住環境の利便性を重視する単身者、DINKS層を中心に底堅い賃貸

需要が期待できる物件です。 

特記事項 本建物は建設時において都市計画の適用要件を満たしていましたが、本土地の東側都道（通称「外

苑東通り」）について「都市計画事業環状第３号線」の都市計画が事業認可されました。その後、

本建物の建築後に敷地の一部（147.96㎡）が東京都に譲渡されていることから、現時点においては

容積率に関し既存不適格となっています。 

（注）セットバック部分（約2.59㎡）を含みます。 

 

 

物件名称 コンフォリア神楽坂 物件番号 74 

所在地 東京都新宿区岩戸町26番地１ 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 463.61（注） 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 1,161.31 建築時期 平成19年９月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根地下１階付5階建 

賃貸可能戸数 29 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、都営大江戸線「牛込神楽坂」駅から徒歩２分、東京メトロ東西線「神楽坂」駅から徒歩

５分、ＪＲ中央・総武緩行線、東京メトロ有楽町線他２路線「飯田橋」駅から徒歩８分に位置す

る、シングルタイプを中心にコンパクトタイプも有する物件です。３駅５路線が利用可能であり、

「大手町」駅まで約８分、「有楽町」駅まで約10分と主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは良

好です。本物件は、都内でも有数の人気エリアである神楽坂エリアに位置し、神楽坂商店街を中心

として周辺には多数の飲食店舗等が存しており生活利便性も良好です。こうした特性から、主とし

て都心接近性及び居住環境の利便性を重視する単身者、DINKS層を中心に底堅い賃貸需要が期待で

きる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 

（注）私道負担部分（約3.78㎡）を含みます。 
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物件名称 コンフォリア東池袋ＥＡＳＴ 物件番号 75 

所在地 東京都豊島区東池袋二丁目８番１号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 544.31 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 3,156.84 建築時期 平成21年11月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根11階建 

賃貸可能戸数 90 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三井住友信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、ＪＲ山手線「大塚」駅から徒歩８分、東京メトロ有楽町線「東池袋」駅から徒歩８分に

位置する、シングルタイプを中心にコンパクトタイプも有する物件です。２駅２路線が利用可能

で、「永田町」駅まで約13分、「池袋」駅まで約３分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセス

は良好です。多数の物販店舗、飲食店舗が入居する「サンシャインシティ」のほか、周辺にはスー

パーマーケット、飲食店舗等も多く、生活利便性も良好です。こうした特性から、主として都心接

近性及び居住環境の利便性を重視する単身者、DINKS層を中心に底堅い賃貸需要が期待できる物件

です。 

特記事項 該当事項はありません。 

 

 

物件名称 コンフォリア東池袋 物件番号 76 

所在地 東京都豊島区東池袋四丁目３番５号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 364.76 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 1,798.18 建築時期 平成18年10月 

構造／階数 鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根15階建 

賃貸可能戸数 48 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東京メトロ有楽町線「東池袋」駅から徒歩２分に位置する、コンパクトタイプを中心に

シングルタイプも有する物件です。「永田町」駅まで約13分、「池袋」駅まで約３分と、主要ビジ

ネス・商業ゾーンへのアクセスは良好です。多数の物販店舗、飲食店舗が入居する「サンシャイン

シティ」のほか、周辺にはスーパーマーケット、飲食店舗等も多く、生活利便性も良好です。こう

した特性から、主として都心接近性及び居住環境の利便性を重視するDINKS層、単身者層を中心に

底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 
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物件名称 コンフォリア新子安 物件番号 77 

所在地 
神奈川県横浜市神奈川区子安通二丁目216番
２号 

特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権（敷地権持分100％） 

敷地面積（㎡） 596.16 

建物 所有形態 
所有権 
(区分所有持分100％） 

用途 居宅・駐車場・駐輪場 

延床面積（㎡） 2,622.19 建築時期 平成19年１月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根10階建 

賃貸可能戸数 36 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、ＪＲ京浜東北線「新子安」駅から徒歩６分、京急本線「新子安」駅から徒歩６分に位置

する、ファミリータイプを中心にコンパクトタイプも有する物件です。「品川」駅まで約21分、

「横浜」駅まで約６分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは概ね良好です。駅周辺にはス

ーパーマーケット、コンビニエンスストア、飲食店舗等も存し、生活利便性も良好です。こうした

特性から、主として都心接近性及び居住環境の利便性を重視するファミリー層、DINKS層を中心に

底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 本土地の一部（約167㎡）は、都市計画道路（３・１・２号国道15号線、標準幅員33m）区域内に存

しています。事業決定はなされておらず、事業実施時期、収用面積等の詳細は未定ですが、将来的

に事業決定されれば、土地収用により建物が既存不適格となる可能性があります。 

 

 

物件名称 コンフォリア新栄 物件番号 78 

所在地 愛知県名古屋市中区新栄二丁目28番18号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権（敷地権持分100％） 

敷地面積（㎡） 779.60 

建物 所有形態 
所有権 
(区分所有持分100％） 

用途 
共同住宅・駐車場・駐輪場・
集塵庫・物置 

延床面積（㎡） 4,098.97 建築時期 平成21年５月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根13階建 

賃貸可能戸数 144 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、名古屋市営地下鉄東山線「新栄町」駅から徒歩７分に位置する、シングルタイプの物件

です。「名古屋」駅まで約７分、「栄」駅まで約２分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセス

は非常に良好です。名古屋屈指の高度商業集積地である「栄」エリアに近く、周辺にはスーパーマ

ーケット、コンビニエンスストア、飲食店舗等も存しており、生活利便性も良好です。こうした特

性から、主として居住環境の利便性を重視する単身者層を中心に底堅い賃貸需要が期待できる物件

です。 

特記事項 該当事項はありません。 
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物件名称 コンフォリア北堀江 物件番号 79 

所在地 大阪府大阪市西区北堀江三丁目12番２号 特定資産の種類 不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 311.71 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅・店舗 

延床面積（㎡） 1,910.01 建築時期 平成19年２月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根13階建 

賃貸可能戸数 73 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 － 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、大阪市営地下鉄千日前線、長堀鶴見緑地線「西長堀」駅から徒歩２分、大阪市営地下鉄

四ツ橋線「四ツ橋」駅から徒歩10分に位置する、シングルタイプの物件です。２駅３路線が利用可

能であり、「心斎橋」駅まで約２分、「西梅田」駅まで約６分と、主要ビジネス・商業ゾーンへの

アクセスは非常に良好です。大阪屈指の高度商業集積地である「心斎橋」エリアに近く、周辺はス

ーパーマーケット、コンビニエンスストア、飲食店舗等も存しており生活利便性も良好です。こう

した特性から、主として居住環境の利便性を重視する単身者層を中心に底堅い賃貸需要が期待でき

る物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 

 

 

物件名称 コンフォリア二番町 物件番号 80 

所在地 東京都千代田区二番町４番地８ 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 323.26 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 2165.01 建築時期 平成18年2月 

構造／階数 鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根15階建 

賃貸可能戸数 42 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東京メトロ有楽町線「麹町」駅から徒歩1分、ＪＲ中央・総武緩行線、東京メトロ丸ノ

内線他1路線「四ッ谷」駅から徒歩7分、東京メトロ半蔵門線「半蔵門」駅から徒歩8分に位置す

る、コンパクトタイプの物件です。3駅5路線が利用可能であり、「新宿」駅まで約5分、「有楽

町」駅まで約6分と主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは非常に良好です。都内有数の高級住

宅地である「番町」エリアに位置し、良好な住環境が形成されている一方で、周辺にはスーパーマ

ーケット、コンビニエンスストアのほか、飲食店舗等も多数存しています。こうした特性から、主

として都心接近性及び居住環境の快適性を重視するDINKS、単身者層を中心に底堅い賃貸需要が期

待できる物件です。 

特記事項 本土地の一部（約110.4㎡）は、都市計画道路（放射街路第27号線、計画幅員16m）区域内に存して

います。事業決定はなされておらず、事業実施時期、収用面積等の詳細は未定ですが、将来的に事

業決定されれば、土地収用により建物が既存不適格となる可能性があります。 
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物件名称 コンフォリア西新宿 物件番号 81 

所在地 東京都新宿区北新宿一丁目20番12号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 378.35 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 1,947.14 建築時期 平成18年７月 

構造／階数 鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根15階建 

賃貸可能戸数 56 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東京メトロ丸ノ内線「西新宿」駅から徒歩５分、JR中央・総武緩行線「大久保」駅から

徒歩８分に位置する、シングル及びコンパクトタイプの物件です。２駅２路線が利用可能であり、

「新宿」駅まで約２分、「東京」駅まで約21分と主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは非常に

良好です。新宿副都心エリア背後の住宅地に位置し、高度商業集積地である「新宿」駅周辺へは徒

歩圏である一方、周辺にはスーパーマーケット、飲食店舗等の近隣型商業施設等も存しており生活

利便性も良好です。こうした特性から、主として都心接近性及び居住環境の利便性を重視する単身

者、DINKS層を中心に底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 本建物は建設開始時において都市計画の適用要件を満たしていましたが、平成18年３月31日に都市

計画の見直し（建築物の絶対高さ制限）がなされたため、建物が既存不適格となっています。 

 

 

物件名称 コンフォリア駒場 物件番号 82 

所在地 東京都世田谷区池尻四丁目８番25号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 3,114.92 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅・駐車場 

延床面積（㎡） 7,450.62 建築時期 平成21年４月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根地下1階付き5階建 

賃貸可能戸数 136 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東急田園都市線「池尻大橋」駅から徒歩９分、京王井の頭線「駒場東大前」駅から徒歩

12分に位置する、シングル及びコンパクトタイプが中心の物件です。２駅２路線が利用可能であ

り、「永田町」駅まで約10分、「渋谷」駅まで約３分と主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは

非常に良好です。南に目黒川を望む高台に位置し、周辺は都内有数の進学校等の文教施設も多く、

閑静な住環境が形成されている一方、「池尻大橋」駅周辺には、若者向けの飲食店舗のほか、スー

パーマーケット等の生活利便施設も充実しています。こうした特性から、主として都心接近性及び

居住環境の快適性等を重視する単身者層及びDINKS層を中心に底堅い賃貸需要が期待できる物件で

す。 

特記事項 該当事項はありません。 
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物件名称 コンフォリア神田神保町 物件番号 83 

所在地 東京都千代田区神田神保町一丁目42番地２ 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権（敷地権持分100％） 

敷地面積（㎡） 264.69 

建物 所有形態 
所有権（区分所有持分
100%） 

用途 居宅・店舗 

延床面積（㎡） 1,823.86 建築時期 平成17年９月 

構造／階数 鉄骨鉄筋コンクリート造陸屋根12階建 

賃貸可能戸数 43 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 みずほ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東京メトロ半蔵門線、都営三田線、新宿線「神保町」駅から徒歩３分、ＪＲ中央・総武

緩行線他１路線「水道橋」駅から徒歩７分に位置する、コンパクトタイプが中心の物件です。２駅

４路線の利用が可能であり、「大手町」駅まで約３分、「日比谷」駅まで約５分と主要ビジネス・

商業ゾーンへのアクセスは非常に良好です。古くから学生街・書店街として有名な「神保町」エリ

アに位置し、周辺には老舗の飲食店・喫茶店等も多く存しており、生活利便性も良好です。こうし

た特性から、主として都心立地及び居住環境の利便性を重視する単身者、DINKS層を中心に底堅い

賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 

 

 

物件名称 コンフォリア日本橋 物件番号 84 

所在地 東京都中央区日本橋馬喰町一丁目２番２号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 448.52（注） 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅・店舗 

延床面積（㎡） 2,950.59 建築時期 平成17年10月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根12階建 

賃貸可能戸数 63 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、ＪＲ総武快速線「馬喰町」駅から徒歩２分、東京メトロ日比谷線「小伝馬町」駅から徒

歩４分に位置する、コンパクトタイプが中心の物件です。２駅２路線の利用が可能であり、「東

京」駅まで約４分、「銀座」駅まで約11分と主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは非常に良好

です。周辺は、スーパーマーケット等の生活利便施設のほか、旧来のオフィスビルや倉庫に代わっ

て、高感度な物販店舗やアートギャラリー等も存するようになり、住環境も充実しています。こう

した特性から、主として都心立地及び居住環境の利便性を重視する単身者、DINKS層を中心に底堅

い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 

（注）セットバック部分（約42.02㎡）を含みます。 
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物件名称 コンフォリア田町 物件番号 85 

所在地 東京都港区芝浦四丁目５番13号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 1,115.70 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 5,494.78 建築時期 平成17年11月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根12階建 

賃貸可能戸数 77

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 みずほ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、ＪＲ山手線、京浜東北線「田町」駅から徒歩９分に位置する、コンパクト及びファミリ

ータイプの物件です。「東京」駅まで約６分、「品川」駅まで約３分と主要ビジネス・商業ゾーン

へのアクセスは非常に良好です。新芝運河に面した場所に位置し、運河沿いは緑地が整備され落ち

着いた空間が拡がっています。また、周辺には、コンビニエンスストア、飲食店舗等も存し、生活

利便性も良好です。こうした特性から、主として都心立地及び居住環境の快適性を重視するDINKS

層及びファミリー層の底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 

 

 

物件名称 コンフォリア麻布十番 物件番号 86 

所在地 東京都港区三田一丁目２番15号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 378.28 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 1,632.38 建築時期 平成17年12月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根12階建 

賃貸可能戸数 55 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、都営大江戸線「赤羽橋」駅から徒歩４分、東京メトロ南北線他１路線「麻布十番」駅か

ら徒歩５分に位置する、シングルタイプの物件です。２駅２路線が利用可能であり、「溜池山王」

駅まで約４分、「六本木」駅まで約２分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは非常に良好

です。「芝公園」や「東京タワー」に近く、「麻布十番」駅を中心として高感度の飲食店舗等が多

数存する一方で、周辺には旧来からの近隣型商店も存しており、生活利便性も良好です。こうした

特性から、主として都心立地及び居住環境の利便性等を重視する単身者を中心に底堅い賃貸需要が

期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 
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物件名称 コンフォリア錦糸町 物件番号 87 

所在地 東京都墨田区太平三丁目８番６号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 261.00 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 1,917.15 建築時期 平成26年２月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根13階建 

賃貸可能戸数 46 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三井住友信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、ＪＲ総武快速線、中央・総武緩行線、東京メトロ半蔵門線「錦糸町」駅から徒歩４分に

位置する、シングル及びコンパクトタイプの物件です。「東京」駅まで約８分、「秋葉原」駅まで

約６分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは良好です。ショッピングモールやシネマコン

プレックスを組み合わせた複合商業施設である「オリナス」、「錦糸公園」に近接する立地で、周

辺には多数の飲食店舗等も存しています。こうした特性から、主として都心接近性及び居住環境の

利便性等を重視する単身者層及びDINKS層を中心に底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 本土地の一部（約59.63㎡）は、都市計画道路（放射街路第32号線、計画幅員27m）区域内に存して

います。事業決定はなされておらず、事業実施時期、収用面積等の詳細は未定ですが、将来的に事

業決定されれば、土地収用により建物が既存不適格となる可能性があります。 

 

 

物件名称 コンフォリア南砂町 物件番号 88 

所在地 東京都江東区南砂四丁目４番20号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 1,804.89 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅・店舗 

延床面積（㎡） 8,124.20 建築時期 平成18年12月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根20階建 

賃貸可能戸数 211 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東京メトロ東西線「南砂町」駅から徒歩11分に位置する、シングル及びコンパクトタイ

プの物件です。「大手町」駅まで約11分、「日本橋」駅まで約10分と、主要ビジネス・商業ゾーン

へのアクセスは良好です。都内最大規模の親水公園である「仙台堀川公園」に隣接しており、周辺

は下町情緒のある「砂町銀座商店街」等の多数の生活利便施設も存しています。こうした特性か

ら、主として都心接近性及び居住環境の快適性等を重視する単身者層及びDINKS層を中心に底堅い

賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 
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物件名称 コンフォリア東品川 物件番号 89 

所在地 東京都品川区東品川三丁目22番11号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 1,961.82 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 3,298.65 建築時期 平成16年３月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根7階建 

賃貸可能戸数 86 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、京急本線「青物横丁」駅から徒歩９分、東京臨海高速鉄道りんかい線「品川シーサイ

ド」駅から徒歩８分に位置する、シングルタイプを中心にコンパクトタイプも有する物件です。２

駅２路線が利用可能であり、「品川」駅まで約４分、「渋谷」駅まで約17分と、主要ビジネス・商

業ゾーンへのアクセスは良好です。京急線利用により「羽田空港」へのアクセスにも優れており、

また、周辺には、大型ＧＭＳのほか、コンビニエンスストア、飲食店舗等の生活利便施設も存して

います。こうした特性から、主として都心接近性及び居住環境の利便性等を重視する単身者層及び

DINKS層を中心に底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 本件土地には、本件建物が建てられる前に存在した建物の利用状況が要因と考えられる基準不適合

土壌が存するものの、当該土壌汚染の人体への摂取経路は絶たれており、土地利用状況に変更が生

じない限り本件土地において土壌汚染に起因する健康被害が生じるおそれはない旨の専門家からの

意見を取得しています。 

 

 

物件名称 コンフォリア目黒八雲 物件番号 90 

所在地 東京都目黒区八雲一丁目12番10号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 489.95 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 1,333.57 建築時期 平成17年４月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根7階建 

賃貸可能戸数 36 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東急東横線「都立大学」駅から徒歩5分に位置する、シングル及びコンパクトタイプが

中心の物件です。「渋谷」駅まで約10分、「新宿三丁目」駅まで約17分と、主要ビジネス・商業ゾ

ーンへのアクセスは良好です。「自由が丘」に近接するエリアに位置し、周辺は桜並木で有名な呑

川緑道を沿いに閑静な住宅地が拡がっています。また、「都立大学」駅周辺には、スーパーマーケ

ット・飲食店舗等が存し生活利便性も良好です。こうした特性から、主として都心接近性及び居住

環境の快適性等を重視する単身者層及びDINKS層を中心に底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 

 

 

- 154 -



 
物件名称 コンフォリア用賀 物件番号 91 

所在地 東京都世田谷区用賀三丁目24番３号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 601.08 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 1,798.36 建築時期 平成18年１月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根地下1階付き5階建 

賃貸可能戸数 39 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 みずほ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東急田園都市線「用賀」駅から徒歩８分に位置する、コンパクトタイプを中心にシング

ルタイプ等も有する物件です。「渋谷」駅まで約11分、「表参道」駅まで約14分と、主要ビジネ

ス・商業ゾーンへのアクセスは良好です。周辺は、比較的低層の戸建て住宅やマンションが多く、

「砧公園」や「馬事公苑」といった広大な公園にも近いことから良好な住環境が形成されていま

す。また、「用賀」駅周辺には、スーパーマーケット・飲食店舗等が存し生活利便性も良好です。

こうした特性から、主として都心接近性及び居住環境の快適性等を重視する単身者層及びDINKS層

を中心に底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 

 

 

物件名称 コンフォリア新宿御苑Ⅰ 物件番号 92 

所在地 東京都新宿区新宿一丁目10番４号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 255.12 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 1,832.93 建築時期 平成17年９月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根14階建 

賃貸可能戸数 52 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東京メトロ丸ノ内線「新宿御苑前」駅から徒歩３分、東京メトロ副都心線、都営新宿線

他「新宿三丁目」駅から徒歩３分に位置する、シングルタイプを中心にコンパクトタイプも有する

物件です。「霞ヶ関」駅まで約11分、「新宿」駅まで約３分と主要ビジネス・商業ゾーンへのアク

セスは非常に良好です。都心有数の百貨店である「伊勢丹新宿本店」、都心屈指の規模を誇る「新

宿御苑」は徒歩圏に位置し、周辺にはコンビニエンスストア、飲食店舗等も存しており生活利便性

も良好です。こうした特性から、主として、都心立地及び居住環境の利便性等を重視する単身者、

DINKS層を中心に底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 
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物件名称 コンフォリア神楽坂ＤＥＵＸ 物件番号 93 

所在地 東京都新宿区岩戸町７番地３ 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 296.19 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅・店舗 

延床面積（㎡） 1,637.00 建築時期 平成25年11月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根13階建 

賃貸可能戸数 46 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三井住友信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、都営大江戸線「牛込神楽坂」駅から徒歩１分、東京メトロ東西線「神楽坂」駅から徒歩

６分、ＪＲ中央・総武緩行線、東京メトロ有楽町線他２路線「飯田橋」駅から徒歩９分に位置す

る、シングルタイプが中心の物件です。３駅５路線が利用可能であり、「大手町」駅まで約８分、

「有楽町」駅まで約10分と主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは非常に良好です。本物件は、

都内でも有数の人気エリアである神楽坂エリアに位置し、神楽坂商店街を中心として周辺には多数

の飲食店舗等が存しており生活利便性も良好です。こうした特性から、主として都心立地及び居住

環境の利便性を重視する単身者層を中心に底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 本土地の一部（約3.20㎡）は、都市計画道路（放射街路第25号線、計画幅員30m）区域内に存して

います。本都市計画道路は、平成25年11月25日付にて東京都が事業認可を取得していることから、

当該事業に基づく土地収用により建物が既存不適格となる可能性があります。 

 

 

物件名称 コンフォリア板橋仲宿 物件番号 94 

所在地 東京都板橋区仲宿62番２号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 1,345.77 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 7,732.25 建築時期 平成18年３月 

構造／階数 鉄骨鉄筋コンクリート・鉄筋コンクリート造陸屋根14階建 

賃貸可能戸数 104 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三井住友信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、都営三田線「板橋区役所前」駅から徒歩２分に位置する、ファミリータイプを中心にコ

ンパクトタイプも有する物件です。主要商業エリアである「池袋」エリアから３km圏に位置し、

「大手町」駅まで約18分と主要ビジネスゾーンへのアクセスも良好です。また、本物件は、旧中山

道沿いにスーパーマーケット、小売店舗、飲食店舗等が多数連たんする「仲宿商店街」に近接し、

生活利便性も良好です。こうした特性から、主として、都心接近性及び居住環境の利便性を重視す

るDINKS層、ファミリー層の底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 
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物件名称 コンフォリア北三条 物件番号 95 

所在地 北海道札幌市中央区北三条東二丁目２番地51 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 856.84 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅・駐車場 

延床面積（㎡） 3,949.79 建築時期 平成22年９月 

構造／階数 
（主たる建物）鉄筋コンクリート造陸屋根地下１階付11階建 
（附属建物） 鉄骨造陸屋根平家建 

賃貸可能戸数 60 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 みずほ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、札幌市営地下鉄東豊線他１路線「さっぽろ」駅から徒歩５分、ＪＲ函館本線「札幌」駅

から徒歩10分に位置する、コンパクトタイプを中心にファミリータイプも有する物件です。２駅３

路線が利用可能であり、「さっぽろ」駅より「大通」駅まで約１分、「すすきの」駅まで約３分

と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは非常に良好です。札幌の中心エリアである、札幌駅

周辺、大通エリアに近接するエリアに位置し、「さっぽろ東急百貨店」、「札幌ステラプレイス」

等の主要商業施設へはいずれも徒歩圏となっています。こうした特性から、居住環境の利便性等を

重視する単身者層及びDINKS層からファミリー層まで幅広い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 

 

 

物件名称 コンフォリア麻布ＥＡＳＴ 物件番号 96 

所在地 東京都港区東麻布二丁目29番１号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 706.54 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅・店舗 

延床面積（㎡） 3,505.12 建築時期 平成23年７月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根地下１階付き11階建 

賃貸可能戸数 69 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 みずほ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、都営大江戸線「赤羽橋」駅から徒歩３分、東京メトロ南北線他１路線「麻布十番」駅か

ら徒歩６分に位置する、シングル及びコンパクトタイプが中心の物件です。２駅２路線が利用可能

であり、「汐留」駅まで約４分、「六本木」駅まで約２分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアク

セスは非常に良好です。近隣型商業施設が連たんする「東麻布商店会」のほぼ中央に位置し、「麻

布十番」駅を中心とした高感度の飲食店舗等にも近い一方で、周辺の「芝公園」や「東京タワー」

一帯は豊かな公園空間が拡がっています。こうした特性から、主として都心立地及び居住環境の利

便性、快適性等を重視する単身者、DINKS層を中心に底堅い賃貸需要が期待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 
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物件名称 コンフォリア品川ＥＡＳＴ 物件番号 97 

所在地 東京都品川区北品川一丁目20番８号 特定資産の種類 信託不動産 

土地 所有形態 定期借地権 

敷地面積（㎡） 688.25 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 3701.07 建築時期 平成27年２月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根12階建 

賃貸可能戸数 97 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、京急本線「北品川」駅から徒歩５分、ＪＲ東海道新幹線、山手線、京浜東北線他３路線

「品川」駅から徒歩10分に位置する、シングルタイプが中心の物件です。２駅６路線が利用可能で

あり、「東京」駅まで約８分、「渋谷」駅まで約12分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセス

は非常に良好です。オフィスビルや商業施設の集積する都内屈指のターミナル駅である「品川」駅

へは徒歩圏に位置し、「羽田空港」へのアクセスにも優れる一方で、天王洲運河に面した場所に立

地していることから周辺は開放的な空間が拡がっています。こうした特性から、主として都心立地

及び居住環境の利便性、快適性等を重視する単身者層を中心に底堅い賃貸需要が期待できる物件で

す。 

特記事項 本件土地の全部は国内の一般社団法人が所有しており、定期借地契約に基づき借地借家法第22条に定

める定期借地権の設定を受けています。当該定期借地契約の概要は以下の通りです。 

      賃貸借期間      平成25年４月１日から平成80年３月31日（55年間） 

      月額支払賃料    月額2,191,667円 

３年経過毎に公租公課等の負担の増減、経済情勢の変動または法令の定める

事由等により金額が不相当となった時は賃料の改定を行うことができます。 

      保証金          なし 

     その他        賃貸人は本件土地を第三者に譲渡しようとする場合には、他に優先して賃借

人に対し書面による本件土地の買取の申し入れをしなければなりません。ま

た賃借人は、定期借地契約締結から30年経過後においては、随時本件土地の

買取の申し入れをすることができます。 
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物件名称 コンフォリア新宿イーストサイドタワー 物件番号 98 

所在地 
（タワー棟）東京都新宿区新宿六丁目27番29号 

（アネックス棟）東京都新宿区新宿六丁目27番28号 

（ゲート棟）東京都新宿区新宿六丁目27番14号 

特定資産
の種類 

信託不動産 

土地 所有形態 定期借地権 

敷地面積（㎡） 10,870.10 

建物 
所有形態 所有権 用途 

（タワー棟）  共同住宅・店舗 
（アネックス棟）共同住宅・店舗 

（ゲート棟）  店舗 

延床面積（㎡） 

（タワー棟）   69,308.35 

（アネックス棟） 2,305.29 

（ゲート棟）   203.15 

建築時期 平成24年１月 

構造／階数 

（タワー棟）   鉄筋コンクリート・鉄骨造陸屋根地下１階付32階建 

（アネックス棟） 鉄筋コンクリート造陸屋根４階建 

（ゲート棟）   鉄筋コンクリート造陸屋根平家建 

賃貸可能戸数 765 

ＰＭ会社 三菱地所リアルエステートサービス株式会社 
信託受託
者 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

ＭＬ会社 三菱地所リアルエステートサービス株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、東京メトロ副都心線、都営大江戸線「東新宿」駅から徒歩２分、東京メトロ丸ノ内線、都

営新宿線他１路線「新宿三丁目」駅から徒歩４分に位置する、コンパクトタイプ及びファミリータイ

プが中心の物件です。２駅４路線が利用可能であり、「霞ヶ関」駅まで約12分、「渋谷」駅まで約６

分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは非常に良好です。 

東京メトロ副都心線と東急東横線の相互乗り入れにより、繁華性が向上した新宿三丁目エリアに近

接し、「新宿六丁目西北地区地区計画」における拠点地区に位置する本物件は、多様な都市機能が

集積した街区の形成における良好な都市居住を実現すべく、上質な共用空間や充実したセキュリテ

ィシステム等による施設の充実のほか、敷地内には豊かな緑地空間を配する等、エリアにおけるラ

ンドマークとしてふさわしい物件となっています。こうした特性から、主として都心立地及び居住

環境の利便性、快適性等を重視する単身者及びDINKS層からファミリー層まで幅広い賃貸需要が期

待できる物件です。 

特記事項 １．本物件の該当する新宿六丁目西北地区地区計画は、建築基準法第68条の３（再開発等促進区等内

の制限の緩和等）の規定により、開発区域全体で容積率の緩和を受けています。本物件について

は、同規定に基づき、指定容積率が400％のところ容積率が500％に緩和されています。 

２．本件土地の全部は独立行政法人都市再生機構が所有しており、定期借地契約に基づき借地借家法

第22条に定める定期借地権の設定を受けています。当該定期借地契約の概要は以下の通りです。 

    賃貸借期間    平成19年12月25日から平成89年12月24日（70年間） 

    月額支払賃料  月額113,620,000円（注） 

固定資産税の基準年度毎に、本件土地に課せられる公租公課の増減相当額を

加減し、かつ消費者物価指数の変動に比例して改定されます。 

      保証金        1,497,065,000円 

固定資産税の基準年度毎に、消費者物価指数の変動に比例して改定されま

す。 

      その他       定期借地契約締結から30年経過した日から借地権の満了する日の1年前までの間

に、賃借人は賃貸人に対して本件土地を譲り受ける旨を、賃貸人は賃借人に対

して本件土地を譲り渡す旨を申し出ることできます。 

賃借人が定期借地契約に違反し、賃貸人がこれを解除した場合、賃借人は

1,680,000,000円（消費者物価指数の変動に応じて調整されます。）の違約金

を支払う義務を負います。 

（注）平成28年７月31日現在の値です。平成29年４月１日以降については、当該定期借地契約に基づき改定される可能性があります。 
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物件名称 コンフォリア大島 物件番号 99 

所在地 東京都江東区大島四丁目８番10号 特定資産の種類 不動産 

土地 所有形態 所有権（敷地権持分100%） 

敷地面積（㎡） 535.15 

建物 所有形態 
所有権（区分所有持分
100%） 

用途 
居宅・車庫・駐輪場・ゴミ置
場・物置 

延床面積（㎡） 2,828.47 建築時期 平成27年２月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根13階建 

賃貸可能戸数 99 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 － 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、都営新宿線「大島」駅から徒歩３分、都営新宿線「西大島」駅から徒歩６分に位置する

シングルタイプが中心の物件です。２駅１路線が利用可能であり、「大手町」駅まで約20分、「三

越前」駅まで約18分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは良好です。周辺には、スーパー

マーケット、コンビニエンスストア、飲食店舗等が多く存し、生活利便性に優れています。こうし

た特性から、主として都心接近性及び居住環境の利便性等を重視する単身者層を中心に底堅い賃貸

需要が期待できる物件です。 

特記事項 本土地の一部（約36.11㎡）は、都市計画道路（放射第31号線、計画幅員27m）区域内に存していま

す。事業決定はなされておらず、事業実施時期、収用面積等の詳細は未定ですが、将来的に事業決

定されれば、土地収用により建物が既存不適格となる可能性があります。 

 

物件名称 コンフォリア大森トロワ 物件番号 100 

所在地 東京都大田区大森北三丁目36番７号 特定資産の種類 不動産 

土地 所有形態 所有権 

敷地面積（㎡） 653.75 

建物 所有形態 所有権 用途 共同住宅 

延床面積（㎡） 1,232.52 建築時期 平成24年１月 

構造／階数 鉄筋コンクリート造陸屋根6階建 

賃貸可能戸数 45 

ＰＭ会社 東急住宅リース株式会社 信託受託者 － 

ＭＬ会社 東急住宅リース株式会社 ＭＬ種類 パス・スルー型 

物件特性 本物件は、京急本線「平和島」駅から徒歩６分、京急本線「大森海岸」駅から徒歩８分に位置する

シングルタイプが中心の物件です。２駅１路線が利用可能であり、「品川」駅まで約10分、「新

橋」駅まで約20分と、主要ビジネス・商業ゾーンへのアクセスは良好です。「羽田空港」へのアク

セスにも優れている一方、周辺は商店街も充実しており生活利便性も良好です。こうした特性か

ら、主として都心接近性及び居住環境の利便性等を重視する単身者層を中心に底堅い賃貸需要が期

待できる物件です。 

特記事項 該当事項はありません。 
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（ⅱ）個別資産の収支状況 

当期（自 平成28年２月１日 至 平成28年７月31日）における個別資産の収支状況は以下のとおりで

す。収支状況に関する数値は、以下に従い算出されています。 

・金額は千円単位で表示し、単位未満を切り捨てて記載しています。そのため、記載されている数値を

合計しても必ずしも合計値と一致しません。 

・「賃貸事業収入」には、賃料、共益費及び駐車場賃料等が含まれています。 

・「その他賃貸事業収入」には、礼金及び更新料等が含まれています。 

・「物件管理委託費」には、ＰＭ報酬等が含まれています。 

・「修繕費」は、年度による差異が大きいこと及び定期的に発生する金額ではないこと等から、対象期

間における修繕費が、本投資法人が取得済資産を長期にわたり継続して保有する場合の修繕費の金額

と大きく異なる可能性があります。 

・「公租公課」に含まれる固定資産税及び都市計画税の納付義務は原則として毎年１月１日時点におけ

る所有者に課されます。取得時における前所有者との未経過の固定資産税及び都市計画税相当額の精

算額は、付随費用の一部として不動産等の取得原価に算入されており、賃貸事業費用としては計上さ

れていません。 

・「保険料」には、支払保険料を対象期間で按分した金額を計上しています。 

・「減価償却費」は、運用月数に対応する金額を計上しています。 

 

 

 

コンフォリア 

日本橋人形町 

コンフォリア 

早稲田 

コンフォリア 

下落合 

コンフォリア 

東中野 

運用日数（日） 182日 182日 182日 182日 

  賃貸事業収入 55,771 65,077 44,409 20,756 

  その他賃貸事業収入 2,245 2,114 1,061 1,094 

不動産賃貸事業収益 

      小計（Ａ） 58,017 67,192 45,470 21,850 

  物件管理委託費 4,105 5,063 3,673 2,527 

  修繕費 1,101 1,501 2,196 86 

  借地料 - - - - 

  公租公課 2,711 3,468 2,602 983 

  保険料 61 62 55 21 

  水道光熱費 540 512 578 233 

  募集委託費 446 852 1,105 306 

  信託報酬 500 500 500 500 

  その他賃貸事業費用 690 611 855 500 

  減価償却費（Ｂ） 10,410 9,431 7,638 3,270 

不動産賃貸事業費用 

      小計（Ｃ） 20,568 22,004 19,205 8,429 

不動産賃貸事業損益 

（Ａ）‐（Ｃ） 37,448 45,187 26,264 13,421 

賃貸ＮＯＩ 

（Ａ）‐（Ｃ）+（Ｂ） 47,859 54,619 33,903 16,691 

稼働率（期末時点） 97.8% 96.9% 95.5% 96.9% 
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コンフォリア 

文京春日 

コンフォリア 

浅草松が谷 

コンフォリア 

西大井 

コンフォリア 

中野 

運用日数（日） 182日 182日 182日 182日 

  賃貸事業収入 56,665 41,851 30,333 28,839 

  その他賃貸事業収入 1,824 3,190 953 1,144 

不動産賃貸事業収益 

      小計（Ａ） 58,489 45,041 31,287 29,983 

  物件管理委託費 6,823 4,691 2,786 3,670 

  修繕費 1,170 748 946 1,665 

  借地料 - 2,729 - - 

  公租公課 3,420 2,210 1,610 1,943 

  保険料 65 46 31 39 

  水道光熱費 716 434 238 401 

  募集委託費 1,565 526 965 888 

  信託報酬 450 450 500 500 

  その他賃貸事業費用 790 630 448 989 

  減価償却費（Ｂ） 8,622 7,062 5,678 5,093 

不動産賃貸事業費用 

      小計（Ｃ） 23,624 19,530 13,206 15,191 

不動産賃貸事業損益 

（Ａ）‐（Ｃ） 34,865 25,511 18,080 14,792 

賃貸ＮＯＩ 

（Ａ）‐（Ｃ）+（Ｂ） 43,488 32,573 23,759 19,885 

稼働率（期末時点） 98.2% 98.6% 98.3% 93.4% 

 

 

 

 

 

 

コンフォリア 

下北沢 

コンフォリア 

西蒲田 

コンフォリア 

大山 

コンフォリア 

清澄白河サウス 

運用日数（日） 182日 182日 182日 182日 

  賃貸事業収入 85,695 63,460 72,623 27,306 

  その他賃貸事業収入 7,208 4,271 4,464 1,541 

不動産賃貸事業収益 

      小計（Ａ） 92,903 67,731 77,088 28,848 

  物件管理委託費 7,534 7,049 6,079 3,373 

  修繕費 2,475 1,014 2,776 926 

  借地料 - - - - 

  公租公課 4,712 3,609 4,242 1,326 

  保険料 107 68 97 26 

  水道光熱費 1,889 745 2,234 359 

  募集委託費 1,461 1,955 1,610 440 

  信託報酬 380 450 500 500 

  その他賃貸事業費用 2,307 534 3,294 442 

  減価償却費（Ｂ） 16,407 9,599 11,925 5,544 

不動産賃貸事業費用 

      小計（Ｃ） 37,276 25,027 32,761 12,939 

不動産賃貸事業損益 

（Ａ）‐（Ｃ） 55,626 42,704 44,327 15,908 

賃貸ＮＯＩ 

（Ａ）‐（Ｃ）+（Ｂ） 72,034 52,303 56,252 21,452 

稼働率（期末時点） 95.9% 98.2% 96.5% 95.6% 
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コンフォリア 

駒澤 

コンフォリア 

銀座ＥＡＳＴ 
コンフォリア 

麻布台 

コンフォリア 

芝公園 

運用日数（日） 182日 182日 182日 182日 

  賃貸事業収入 40,738 110,165 21,767 47,899 

  その他賃貸事業収入 1,055 3,457 891 1,557 

不動産賃貸事業収益 

      小計（Ａ） 41,794 113,622 22,659 49,456 

  物件管理委託費 3,597 9,314 2,158 5,579 

  修繕費 848 2,945 1,145 2,353 

  借地料 - - - - 

  公租公課 1,815 5,646 1,297 2,330 

  保険料 34 117 21 39 

  水道光熱費 341 901 309 319 

  募集委託費 976 1,882 365 1,094 

  信託報酬 500 450 450 450 

  その他賃貸事業費用 724 1,643 351 541 

  減価償却費（Ｂ） 7,927 18,229 2,531 7,621 

不動産賃貸事業費用 

      小計（Ｃ） 16,766 41,130 8,630 20,329 

不動産賃貸事業損益 

（Ａ）‐（Ｃ） 25,027 72,491 14,028 29,126 

賃貸ＮＯＩ 

（Ａ）‐（Ｃ）+（Ｂ） 32,955 90,721 16,559 36,747 

稼働率（期末時点） 97.9% 98.7% 100.0% 97.9% 

 

 

 

 

 

 
コンフォリア 

西麻布 

コンフォリア 

南青山 
コンフォリア 

南青山ＤＥＵＸ 

コンフォリア 

西早稲田 

運用日数（日） 182日 182日 182日 182日 

  賃貸事業収入 23,593 41,326 11,334 56,673 

  その他賃貸事業収入 1,646 1,758 261 2,861 

不動産賃貸事業収益 

      小計（Ａ） 25,239 43,084 11,595 59,535 

  物件管理委託費 2,984 5,233 1,054 6,393 

  修繕費 1,560 963 93 2,773 

  借地料 - - - - 

  公租公課 1,165 2,022 532 3,214 

  保険料 21 36 9 60 

  水道光熱費 354 753 105 523 

  募集委託費 1,043 1,301 - 2,895 

  信託報酬 450 450 450 450 

  その他賃貸事業費用 403 366 365 1,417 

  減価償却費（Ｂ） 3,649 3,220 902 9,169 

不動産賃貸事業費用 

      小計（Ｃ） 11,634 14,347 3,513 26,899 

不動産賃貸事業損益 

（Ａ）‐（Ｃ） 13,604 28,736 8,082 32,635 

賃貸ＮＯＩ 

（Ａ）‐（Ｃ）+（Ｂ） 17,254 31,957 8,985 41,804 

稼働率（期末時点） 100.0% 100.0% 100.0% 96.7% 

 

- 163 -



 
 

 

コンフォリア 

小石川 

コンフォリア 

千石 

コンフォリア 

代官山青葉台 

コンフォリア 

原宿 

運用日数（日） 182日 182日 182日 182日 

  賃貸事業収入 19,757 50,078 33,705 117,534 

  その他賃貸事業収入 1,329 2,912 3,957 4,886 

不動産賃貸事業収益 

      小計（Ａ） 21,086 52,990 37,662 122,420 

  物件管理委託費 2,005 5,471 3,922 11,163 

  修繕費 2,156 4,708 4,521 4,151 

  借地料 - - - - 

  公租公課 1,195 2,658 1,663 6,806 

  保険料 20 71 31 128 

  水道光熱費 433 542 765 899 

  募集委託費 438 853 897 2,675 

  信託報酬 450 450 450 450 

  その他賃貸事業費用 622 540 830 1,106 

  減価償却費（Ｂ） 3,253 4,836 5,028 13,811 

不動産賃貸事業費用 

      小計（Ｃ） 10,577 20,133 18,109 41,193 

不動産賃貸事業損益 

（Ａ）‐（Ｃ） 10,509 32,856 19,553 81,227 

賃貸ＮＯＩ 

（Ａ）‐（Ｃ）+（Ｂ） 13,762 37,693 24,581 95,038 

稼働率（期末時点） 95.2% 96.3% 100.0% 94.5% 

 

 

 

 

 

 
コンフォリア池袋 コンフォリア狛江 

コンフォリア 

両国石原 

コンフォリア 

三田ノース 

運用日数（日） 182日 182日 182日 182日 

  賃貸事業収入 21,172 18,754 25,590 28,442 

  その他賃貸事業収入 1,587 674 9 2,353 

不動産賃貸事業収益 

      小計（Ａ） 22,760 19,428 25,599 30,795 

  物件管理委託費 2,760 1,812 1,601 2,266 

  修繕費 854 1,537 190 632 

  借地料 - - - - 

  公租公課 1,132 1,048 1,102 1,721 

  保険料 23 29 23 25 

  水道光熱費 409 274 300 608 

  募集委託費 1,003 307 - 292 

  信託報酬 450 450 450 450 

  その他賃貸事業費用 823 223 469 1,127 

  減価償却費（Ｂ） 4,348 2,607 4,262 3,739 

不動産賃貸事業費用 

      小計（Ｃ） 11,807 8,291 8,399 10,863 

不動産賃貸事業損益 

（Ａ）‐（Ｃ） 10,952 11,137 17,199 19,932 

賃貸ＮＯＩ 

（Ａ）‐（Ｃ）+（Ｂ） 15,301 13,744 21,461 23,671 

稼働率（期末時点） 92.8% 100.0% 100.0% 97.1% 
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コンフォリア 

芝浦バウハウス 

コンフォリア 

浅草橋ＤＥＵＸ 
コンフォリア押上 

コンフォリア 

本所吾妻橋 

運用日数（日） 182日 182日 182日 182日 

  賃貸事業収入 93,649 29,170 24,914 27,551 

  その他賃貸事業収入 6,397 1,796 1,008 862 

不動産賃貸事業収益 

      小計（Ａ） 100,046 30,966 25,923 28,414 

  物件管理委託費 7,210 3,645 2,380 2,189 

  修繕費 4,131 1,135 893 512 

  借地料 - - - - 

  公租公課 5,527 1,759 1,332 1,439 

  保険料 99 32 27 29 

  水道光熱費 1,523 284 311 379 

  募集委託費 829 896 400 152 

  信託報酬 500 450 450 450 

  その他賃貸事業費用 2,140 408 845 979 

  減価償却費（Ｂ） 16,518 6,517 5,216 5,230 

不動産賃貸事業費用 

      小計（Ｃ） 38,479 15,130 11,857 11,362 

不動産賃貸事業損益 

（Ａ）‐（Ｃ） 61,566 15,836 14,065 17,051 

賃貸ＮＯＩ 

（Ａ）‐（Ｃ）+（Ｂ） 78,084 22,353 19,282 22,282 

稼働率（期末時点） 96.3% 100.0% 98.0% 100.0% 

 

 

 

 

 

 

コンフォリア 

清澄白河トロワ 

コンフォリア 

門前仲町 

コンフォリア 

碑文谷 

コンフォリア 

三宿 

運用日数（日） 182日 182日 182日 182日 

  賃貸事業収入 30,355 86,251 40,999 62,736 

  その他賃貸事業収入 2,099 5,325 1,368 2,610 

不動産賃貸事業収益 

      小計（Ａ） 32,454 91,577 42,367 65,346 

  物件管理委託費 3,518 7,453 4,514 5,459 

  修繕費 669 1,502 5,488 1,872 

  借地料 - - - - 

  公租公課 1,497 4,453 2,334 2,967 

  保険料 31 100 47 58 

  水道光熱費 262 928 426 285 

  募集委託費 170 1,060 1,319 818 

  信託報酬 450 450 450 450 

  その他賃貸事業費用 425 1,035 319 2,711 

  減価償却費（Ｂ） 5,296 17,196 6,414 9,953 

不動産賃貸事業費用 

      小計（Ｃ） 12,321 34,180 21,314 24,577 

不動産賃貸事業損益 

（Ａ）‐（Ｃ） 20,132 57,396 21,053 40,769 

賃貸ＮＯＩ 

（Ａ）‐（Ｃ）+（Ｂ） 25,429 74,592 27,467 50,723 

稼働率（期末時点） 95.9% 97.3% 85.7% 96.6% 
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コンフォリア 

学芸大学 

コンフォリア 

東中野ＤＥＵＸ 

コンフォリア 

東池袋ＷＥＳＴ 

コンフォリア 

横濱関内 

運用日数（日） 182日 182日 182日 182日 

  賃貸事業収入 36,220 27,199 151,787 39,521 

  その他賃貸事業収入 2,528 1,608 6,478 1,608 

不動産賃貸事業収益 

      小計（Ａ） 38,749 28,807 158,265 41,129 

  物件管理委託費 3,320 3,506 14,758 3,586 

  修繕費 1,464 1,146 5,205 862 

  借地料 - - - - 

  公租公課 2,028 1,543 7,624 2,191 

  保険料 39 28 169 48 

  水道光熱費 330 253 826 406 

  募集委託費 1,335 1,124 4,574 1,008 

  信託報酬 450 450 450 450 

  その他賃貸事業費用 688 133 1,793 761 

  減価償却費（Ｂ） 4,928 4,632 21,771 7,658 

不動産賃貸事業費用 

      小計（Ｃ） 14,585 12,820 57,173 16,974 

不動産賃貸事業損益 

（Ａ）‐（Ｃ） 24,163 15,986 101,092 24,155 

賃貸ＮＯＩ 

（Ａ）‐（Ｃ）+（Ｂ） 29,091 20,619 122,864 31,813 

稼働率（期末時点） 100.0% 96.1% 95.5% 90.5% 

 

 

 

 

 

 

コンフォリア 

両国ＤＥＵＸ 

コンフォリア 

大森ＤＥＵＸ 

コンフォリア 

町屋 

コンフォリア 

市川妙典 

運用日数（日）  182日  182日  182日  182日 

  賃貸事業収入 35,254 38,207 23,825 23,298 

  その他賃貸事業収入 1,550 950 1,864 1,416 

不動産賃貸事業収益 

      小計（Ａ） 36,804 39,157 25,689 24,715 

  物件管理委託費 3,706 3,168 2,048 2,490 

  修繕費 1,067 1,971 310 570 

  借地料 - - - - 

  公租公課 1,883 2,046 1,466 1,485 

  保険料 41 44 27 31 

  水道光熱費 452 465 497 221 

  募集委託費 755 615 - 367 

  信託報酬 450 450 450 450 

  その他賃貸事業費用 2,260 720 168 577 

  減価償却費（Ｂ） 6,503 7,622 4,106 4,307 

不動産賃貸事業費用 

      小計（Ｃ） 17,120 17,104 9,075 10,502 

不動産賃貸事業損益 

（Ａ）‐（Ｃ） 19,684 22,053 16,614 14,212 

賃貸ＮＯＩ 

（Ａ）‐（Ｃ）+（Ｂ） 26,187 29,675 20,720 18,520 

稼働率（期末時点）   98.7% 98.5% 97.0% 100.0% 
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  コンフォリア谷塚 
コンフォリア 

白金高輪 

コンフォリア 

日本橋人形町 

イースト 

コンフォリア愛宕 

運用日数（日） 182日 182日 182日 182日 

  賃貸事業収入 25,974 41,557 63,421 28,379 

  その他賃貸事業収入 1,632 1,589 3,046 1,141 

不動産賃貸事業収益 

      小計（Ａ） 27,607 43,147 66,468 29,520 

  物件管理委託費 2,775 4,123 4,643 2,557 

  修繕費 801 1,597 2,405 1,358 

  借地料 - - - - 

  公租公課 1,803 2,352 2,996 1,799 

  保険料 34 39 59 23 

  水道光熱費 452 797 672 418 

  募集委託費 717 1,281 907 424 

  信託報酬 450 450 450 450 

  その他賃貸事業費用 801 1,026 452 366 

  減価償却費（Ｂ） 5,747 6,759 11,288 3,329 

不動産賃貸事業費用 

      小計（Ｃ） 13,583 18,428 23,874 10,727 

不動産賃貸事業損益 

（Ａ）‐（Ｃ） 14,023 24,718 42,593 18,793 

賃貸ＮＯＩ 

（Ａ）‐（Ｃ）+（Ｂ） 19,771 31,478 53,882 22,122 

稼働率（期末時点） 100.0% 94.7% 93.0% 97.5% 

 

 

 

 

 

 

コンフォリア 

浅草橋 

コンフォリア 

両国サウス 
コンフォリア豊洲 

コンフォリア 

新大阪 

運用日数（日） 182日 182日 182日 182日 

  賃貸事業収入 94,935 46,021 95,356 86,776 

  その他賃貸事業収入 5,638 2,673 4,595 2,383 

不動産賃貸事業収益 

      小計（Ａ） 100,574 48,694 99,952 89,159 

  物件管理委託費 9,583 4,886 9,226 6,304 

  修繕費 1,941 583 3,796 1,682 

  借地料 - - - - 

  公租公課 5,274 1,914 4,911 5,368 

  保険料 107 49 92 133 

  水道光熱費 1,355 508 643 2,072 

  募集委託費 2,428 638 2,773 1,650 

  信託報酬 450 450 450 450 

  その他賃貸事業費用 386 1,198 579 120 

  減価償却費（Ｂ） 18,057 8,131 19,785 20,925 

不動産賃貸事業費用 

      小計（Ｃ） 39,586 18,360 42,259 38,707 

不動産賃貸事業損益 

（Ａ）‐（Ｃ） 60,987 30,333 57,692 50,451 

賃貸ＮＯＩ 

（Ａ）‐（Ｃ）+（Ｂ） 79,045 38,465 77,477 71,377 

稼働率（期末時点） 97.9% 98.7% 92.1% 95.0% 
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コンフォリア 

墨田立花 
コンフォリア九段 

コンフォリア 

日本橋人形町 

ノース 

コンフォリア新川 

運用日数（日） 182日 182日 182日 182日 

  賃貸事業収入 29,765 39,134 34,718 55,688 

  その他賃貸事業収入 1,842 1,353 1,295 3,086 

不動産賃貸事業収益 

      小計（Ａ） 31,607 40,488 36,014 58,774 

  物件管理委託費 3,361 4,029 2,622 4,795 

  修繕費 1,319 290 927 2,443 

  借地料 - - - - 

  公租公課 1,857 2,072 1,703 2,879 

  保険料 38 36 35 58 

  水道光熱費 271 533 476 434 

  募集委託費 1,108 1,280 281 1,198 

  信託報酬 450 450 450 450 

  その他賃貸事業費用 338 317 256 626 

  減価償却費（Ｂ） 6,700 6,014 7,442 10,392 

不動産賃貸事業費用 

      小計（Ｃ） 15,447 15,023 14,196 23,279 

不動産賃貸事業損益 

（Ａ）‐（Ｃ） 16,160 25,464 21,817 35,494 

賃貸ＮＯＩ 

（Ａ）‐（Ｃ）+（Ｂ） 22,861 31,479 29,260 45,887 

稼働率（期末時点） 95.4% 100.0% 94.4% 100.0% 

 

 

 

 

  コンフォリア赤坂 
コンフォリア 

三田ＥＡＳＴ 

コンフォリア 

芝浦キャナル 

コンフォリア 

上野広小路 

運用日数（日） 182日 182日 182日 182日 

  賃貸事業収入 58,484 92,768 50,740 32,912 

  その他賃貸事業収入 1,075 3,898 2,925 1,912 

不動産賃貸事業収益 

      小計（Ａ） 59,560 96,667 53,665 34,824 

  物件管理委託費 5,097 9,694 4,123 3,004 

  修繕費 918 2,781 1,479 729 

  借地料 - - - - 

  公租公課 2,585 4,903 2,786 2,130 

  保険料 60 101 55 39 

  水道光熱費 615 601 620 400 

  募集委託費 1,635 3,318 777 319 

  信託報酬 250 450 450 450 

  その他賃貸事業費用 425 954 212 316 

  減価償却費（Ｂ） 7,902 19,123 10,102 4,950 

不動産賃貸事業費用 

      小計（Ｃ） 19,489 41,928 20,608 12,341 

不動産賃貸事業損益 

（Ａ）‐（Ｃ） 40,070 54,738 33,057 22,482 

賃貸ＮＯＩ 

（Ａ）‐（Ｃ）+（Ｂ） 47,972 73,861 43,159 27,432 

稼働率（期末時点） 97.5% 96.5% 98.9% 94.1% 
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コンフォリア 

春日富坂 

コンフォリア 

本駒込 
コンフォリア森下 

コンフォリア 

木場公園 

運用日数（日） 182日 182日 182日 182日 

  賃貸事業収入 89,175 41,345 48,079 31,352 

  その他賃貸事業収入 3,301 2,518 2,089 3,001 

不動産賃貸事業収益 

      小計（Ａ） 92,476 43,864 50,168 34,353 

  物件管理委託費 6,463 3,447 4,738 4,205 

  修繕費 860 1,146 1,173 1,501 

  借地料 - - - - 

  公租公課 4,557 2,657 2,110 1,494 

  保険料 91 53 44 35 

  水道光熱費 689 926 547 267 

  募集委託費 653 1,224 514 574 

  信託報酬 450 450 450 450 

  その他賃貸事業費用 398 1,071 1,846 463 

  減価償却費（Ｂ） 15,984 8,768 11,309 6,723 

不動産賃貸事業費用 

      小計（Ｃ） 30,149 19,745 22,734 15,715 

不動産賃貸事業損益 

（Ａ）‐（Ｃ） 62,326 24,118 27,434 18,637 

賃貸ＮＯＩ 

（Ａ）‐（Ｃ）+（Ｂ） 78,311 32,886 38,744 25,361 

稼働率（期末時点） 97.9% 100.0% 94.5% 100.0% 

 

 

 

 

 
コンフォリア 

目黒長者丸 

コンフォリア 

西馬込 

コンフォリア 

北参道 

コンフォリア 

代々木上原 

運用日数（日） 182日 182日 182日 182日 

  賃貸事業収入 69,606 30,206 126,131 48,981 

  その他賃貸事業収入 3,255 2,016 8,040 1,778 

不動産賃貸事業収益 

      小計（Ａ） 72,861 32,222 134,171 50,760 

  物件管理委託費 6,047 3,128 11,205 3,744 

  修繕費 792 2,501 13,567 847 

  借地料 - - - - 

  公租公課 4,085 2,103 6,504 2,748 

  保険料 75 36 156 47 

  水道光熱費 569 407 1,205 369 

  募集委託費 1,077 1,872 6,474 602 

  信託報酬 450 450 450 450 

  その他賃貸事業費用 1,563 341 4,765 426 

  減価償却費（Ｂ） 7,733 5,386 20,732 6,422 

不動産賃貸事業費用 

      小計（Ｃ） 22,396 16,228 65,062 15,659 

不動産賃貸事業損益 

（Ａ）‐（Ｃ） 50,465 15,993 69,108 35,100 

賃貸ＮＯＩ 

（Ａ）‐（Ｃ）+（Ｂ） 58,199 21,380 89,840 41,523 

稼働率（期末時点） 96.1% 96.3% 96.1% 98.1% 
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  コンフォリア笹塚 
コンフォリア 

新宿御苑Ⅱ 

コンフォリア 

市谷柳町 

コンフォリア 

神楽坂 

運用日数（日） 182日 182日 182日 182日 

  賃貸事業収入 63,354 52,791 48,876 22,817 

  その他賃貸事業収入 2,461 3,323 1,745 939 

不動産賃貸事業収益 

      小計（Ａ） 65,815 56,115 50,621 23,756 

  物件管理委託費 6,261 6,173 5,416 2,338 

  修繕費 1,868 1,057 758 444 

  借地料 - - - - 

  公租公課 3,446 2,393 2,150 1,178 

  保険料 70 47 49 23 

  水道光熱費 1,410 564 527 282 

  募集委託費 1,739 1,328 1,167 393 

  信託報酬 450 450 450 450 

  その他賃貸事業費用 1,460 1,618 960 306 

  減価償却費（Ｂ） 9,723 8,924 8,889 4,027 

不動産賃貸事業費用 

      小計（Ｃ） 26,431 22,558 20,369 9,446 

不動産賃貸事業損益 

（Ａ）‐（Ｃ） 39,384 33,556 30,251 14,309 

賃貸ＮＯＩ 

（Ａ）‐（Ｃ）+（Ｂ） 49,107 42,481 39,141 18,337 

稼働率（期末時点） 98.9% 97.4% 93.6% 100.0% 

 

 

 

 

 
コンフォリア 

東池袋ＥＡＳＴ 

コンフォリア 

東池袋 

コンフォリア 

新子安 
コンフォリア新栄 

運用日数（日） 182日 182日 182日 182日 

  賃貸事業収入 66,280 35,516 32,778 57,307 

  その他賃貸事業収入 3,291 226 3,529 1,559 

不動産賃貸事業収益 

      小計（Ａ） 69,571 35,742 36,307 58,866 

  物件管理委託費 6,339 2,909 3,718 4,518 

  修繕費 1,297 370 1,793 2,881 

  借地料 - - - - 

  公租公課 3,419 1,646 2,258 4,647 

  保険料 64 36 53 83 

  水道光熱費 572 324 447 944 

  募集委託費 867 687 2,359 1,460 

  信託報酬 450 450 450 250 

  その他賃貸事業費用 286 614 743 722 

  減価償却費（Ｂ） 12,411 6,790 9,764 12,738 

不動産賃貸事業費用 

      小計（Ｃ） 25,708 13,829 21,588 28,246 

不動産賃貸事業損益 

（Ａ）‐（Ｃ） 43,863 21,913 14,719 30,619 

賃貸ＮＯＩ 

（Ａ）‐（Ｃ）+（Ｂ） 56,274 28,703 24,483 43,358 

稼働率（期末時点） 98.9% 100.0% 86.0% 97.2% 
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コンフォリア 

北堀江 

コンフォリア 

二番町 

コンフォリア 

西新宿 
コンフォリア駒場 

運用日数（日） 182日 182日 182日 182日 

  賃貸事業収入 28,573 47,016 43,931 128,880 

  その他賃貸事業収入 753 2,698 1,479 3,364 

不動産賃貸事業収益 

      小計（Ａ） 29,326 49,714 45,410 132,245 

  物件管理委託費 2,412 4,689 3,927 10,766 

  修繕費 2,180 976 960 1,411 

  借地料 - - - - 

  公租公課 1,673 2,394 2,011 7,492 

  保険料 39 44 39 152 

  水道光熱費 406 936 595 720 

  募集委託費 2,030 1,404 1,713 2,987 

  信託報酬 - 450 450 250 

  その他賃貸事業費用 279 1,528 832 1,315 

  減価償却費（Ｂ） 8,575 4,405 7,234 16,395 

不動産賃貸事業費用 

      小計（Ｃ） 17,597 16,830 17,766 41,492 

不動産賃貸事業損益 

（Ａ）‐（Ｃ） 11,729 32,883 27,643 90,752 

賃貸ＮＯＩ 

（Ａ）‐（Ｃ）+（Ｂ） 20,304 37,289 34,878 107,148 

稼働率（期末時点） 93.2% 98.0% 93.6% 99.0% 

 

 

 

 

 
コンフォリア 

神田神保町 

コンフォリア 

日本橋 
コンフォリア田町 

コンフォリア 

麻布十番 

運用日数（日） 182日 182日 182日 182日 

  賃貸事業収入 40,808 60,604 91,478 41,836 

  その他賃貸事業収入 1,309 1,849 4,063 2,397 

不動産賃貸事業収益 

      小計（Ａ） 42,117 62,453 95,541 44,233 

  物件管理委託費 3,570 5,515 8,941 4,055 

  修繕費 1,214 987 3,623 2,685 

  借地料 - - - - 

  公租公課 1,099 1,431 2,524 1,022 

  保険料 37 60 112 33 

  水道光熱費 515 761 1,311 550 

  募集委託費 1,211 867 4,250 1,085 

  信託報酬 450 450 450 450 

  その他賃貸事業費用 934 650 2,754 744 

  減価償却費（Ｂ） 4,810 9,362 12,912 6,367 

不動産賃貸事業費用 

      小計（Ｃ） 13,843 20,086 36,880 16,993 

不動産賃貸事業損益 

（Ａ）‐（Ｃ） 28,273 42,367 58,661 27,239 

賃貸ＮＯＩ 

（Ａ）‐（Ｃ）+（Ｂ） 33,084 51,730 71,573 33,607 

稼働率（期末時点） 90.4% 98.6% 100.0% 96.4% 
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コンフォリア 

錦糸町 

コンフォリア 

南砂町 

コンフォリア 

東品川 

コンフォリア 

目黒八雲 

運用日数（日） 182日 182日 182日 182日 

  賃貸事業収入 33,371 125,700 49,854 25,107 

  その他賃貸事業収入 3,472 4,431 1,299 439 

不動産賃貸事業収益 

      小計（Ａ） 36,843 130,131 51,154 25,547 

  物件管理委託費 4,253 9,532 4,085 2,177 

  修繕費 269 2,265 1,211 1,382 

  借地料 - - - - 

  公租公課 900 3,574 1,868 719 

  保険料 39 165 67 27 

  水道光熱費 392 910 623 331 

  募集委託費 602 2,142 416 435 

  信託報酬 250 450 250 250 

  その他賃貸事業費用 209 556 972 351 

  減価償却費（Ｂ） 5,846 31,889 6,197 3,093 

不動産賃貸事業費用 

      小計（Ｃ） 12,763 51,486 15,693 8,768 

不動産賃貸事業損益 

（Ａ）‐（Ｃ） 24,080 78,645 35,460 16,778 

賃貸ＮＯＩ 

（Ａ）‐（Ｃ）+（Ｂ） 29,927 110,535 41,658 19,872 

稼働率（期末時点） 100.0% 97.1% 98.2% 97.2% 

 

 

 

 

  コンフォリア用賀 
コンフォリア 

新宿御苑Ⅰ 

コンフォリア 

神楽坂ＤＥＵＸ 

コンフォリア 

板橋仲宿 

運用日数（日） 182日 182日 182日 182日 

  賃貸事業収入 29,412 41,120 39,261 115,768 

  その他賃貸事業収入 1,588 2,086 1,665 4,690 

不動産賃貸事業収益 

      小計（Ａ） 31,000 43,206 40,926 120,458 

  物件管理委託費 3,028 4,627 4,387 8,800 

  修繕費 1,077 1,682 318 6,241 

  借地料 - - - - 

  公租公課 839 1,031 999 3,302 

  保険料 36 37 33 157 

  水道光熱費 523 454 435 1,165 

  募集委託費 694 859 566 1,893 

  信託報酬 450 450 250 450 

  その他賃貸事業費用 842 1,178 402 1,539 

  減価償却費（Ｂ） 6,982 5,216 5,161 22,114 

不動産賃貸事業費用 

      小計（Ｃ） 14,474 15,536 12,554 45,666 

不動産賃貸事業損益 

（Ａ）‐（Ｃ） 16,526 27,670 28,372 74,792 

賃貸ＮＯＩ 

（Ａ）‐（Ｃ）+（Ｂ） 23,508 32,886 33,533 96,907 

稼働率（期末時点） 93.0% 98.3% 100.0% 95.2% 
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コンフォリア 

北三条 

コンフォリア 

麻布ＥＡＳＴ 

コンフォリア 

品川ＥＡＳＴ 

コンフォリア 

新宿イースト 

サイドタワー 

運用日数（日） 182日 182日 181日 181日 

  賃貸事業収入 35,492 66,713 68,515 1,331,745 

  その他賃貸事業収入 231 3,526 2,063 70,380 

不動産賃貸事業収益 

      小計（Ａ） 35,723 70,240 70,578 1,402,125 

  物件管理委託費 4,046 6,894 5,660 139,724 

  修繕費 971 1,177 378 22,073 

  借地料 - - 13,074 677,656 

  公租公課 3,135 1,655 - - 

  保険料 82 73 78 1,536 

  水道光熱費 991 864 704 27,501 

  募集委託費 - 2,165 1,351 54,268 

  信託報酬 450 450 246 246 

  その他賃貸事業費用 577 1,171 964 66,929 

  減価償却費（Ｂ） 6,585 6,653 18,544 171,872 

不動産賃貸事業費用 

      小計（Ｃ） 16,841 21,105 41,003 1,161,810 

不動産賃貸事業損益 

（Ａ）‐（Ｃ） 18,882 49,135 29,574 240,315 

賃貸ＮＯＩ 

（Ａ）‐（Ｃ）+（Ｂ） 25,467 55,788 48,119 412,187 

稼働率（期末時点） 97.7% 98.8% 99.0% 94.4% 

 

 

 

 

  コンフォリア大島 
コンフォリア 

大森トロワ 

運用日数（日） 32日 32日 

  賃貸事業収入 9,924 3,743 

  その他賃貸事業収入 0 734 

不動産賃貸事業収益 

      小計（Ａ） 9,925 4,477 

  物件管理委託費 713 475 

  修繕費 - 213 

  借地料 - - 

  公租公課 - - 

  保険料 9 3 

  水道光熱費 29 9 

  募集委託費 235 453 

  信託報酬 - - 

  その他賃貸事業費用 147 131 

  減価償却費（Ｂ） 3,132 1,461 

不動産賃貸事業費用 

      小計（Ｃ） 4,267 2,748 

不動産賃貸事業損益 

（Ａ）‐（Ｃ） 5,657 1,729 

賃貸ＮＯＩ 

（Ａ）‐（Ｃ）+（Ｂ） 8,789 3,190 

稼働率（期末時点） 96.9% 88.8% 

 

- 173 -



Ｂ．稼働率等の推移 

 各計算期間末日時点及び平成28年７月31日時点におけるポートフォリオ全体の稼働率等の推移は、以下のと

おりです。 

 

平成24年 

１月末 

平成24年 

７月末 

平成25年 

１月末 

平成25年 

７月末 

平成26年 

１月末 

（第３期末） （第４期末） （第５期末） （第６期末） （第７期末） 

期末投資物件数 30 42 48 53 55 

期末総賃貸可能面積（㎡） 58,190.36 87,169.40 96,126.98 110,050.68 117,763.35

期末稼働率（％） 95.5 93.1 96.1 95.9 96.2

 

 

平成26年 

７月末 

平成27年 

１月末 

平成27年 

７月末 

平成28年 

１月末 

平成28年 

７月末 

（第８期末） （第９期末） （第10期末） （第11期末） （第12期末） 

期末投資物件数 80 82 94 94 98 

期末総賃貸可能面積（㎡） 174,471.74 181,571.53 214,620.36 217,652.64 272,172.73

期末稼働率（％） 94.8 95.2 95.5 96.2 96.3
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Ｃ．主要なテナントの概要 

当期末（平成28年７月31日）時点において、賃貸面積が総賃貸面積の10％以上を占める各テナント及び利害

関係者であるテナントに対する賃貸状況は、以下のとおりです。 

テナント名・ 
業種（注１） 

物件名称 
賃貸面積 
（㎡） 
（注２） 

年間賃料収入 
（千円） 
（注３） 

敷金・保証金 
（千円） 
（注４） 

契約満了日 
（注５） 

東急住宅リー

ス株式会社 

(不動産業) 

（注６） 

コンフォリア日本橋人形町 2,418.67 109,668 12,456 平成29年７月31日 

コンフォリア早稲田 2,749.13 128,448 14,242 平成29年７月31日 

コンフォリア下落合 2,321.22 87,240 9,405 平成29年７月31日 

コンフォリア東中野 801.29 40,080 4,323 平成29年７月31日 

コンフォリア文京春日 2,193.84 115,908 16,140 平成29年７月31日 

コンフォリア浅草松が谷 2,016.26 85,485 10,451 平成29年７月31日 

コンフォリア西大井 1,155.04 62,112 6,832 平成29年７月31日 

コンフォリア中野 1,532.53 58,620 6,098 平成29年７月31日 

コンフォリア下北沢 3,731.91 169,560 17,513 平成29年７月31日 

コンフォリア西蒲田 2,585.69 125,472 18,737 平成29年７月31日 

コンフォリア大山 3,482.32 148,570 37,389 平成29年７月31日 

コンフォリア清澄白河サウス 1,111.12 52,110 5,624 平成29年７月31日 

コンフォリア駒澤 1,513.77 84,885 21,411 平成29年７月31日 

コンフォリア銀座ＥＡＳＴ 4,755.01 222,096 41,442 平成29年７月31日 

コンフォリア麻布台 848.65 44,112 6,523 平成29年７月31日 

コンフォリア芝公園 1,682.29 94,620 14,426 平成29年７月31日 

コンフォリア西麻布 937.26 51,908 13,455 平成29年７月31日 

コンフォリア南青山 1,496.36 83,818 19,753 平成29年７月31日 

コンフォリア南青山ＤＥＵＸ 399.18 22,068 3,358 平成29年７月31日 

コンフォリア西早稲田 2,452.33 114,552 12,343 平成29年７月31日 

コンフォリア小石川 790.82 39,282 5,334 平成29年７月31日 

コンフォリア千石 3,042.12 101,244 14,038 平成29年７月31日 

コンフォリア代官山青葉台 1,163.10 69,876 7,278 平成29年７月31日 

コンフォリア原宿 4,278.97 229,776 26,804 平成29年７月31日 

コンフォリア池袋 894.35 40,968 4,997 平成29年７月31日 

コンフォリア狛江 1,338.53 38,102 4,438 平成29年７月31日 

コンフォリア両国石原 1,011.91 50,880 4,240 平成29年７月31日 

コンフォリア三田ノース 1,096.29 56,424 5,773 平成29年７月31日 

コンフォリア芝浦バウハウス 4,266.03 172,284 27,882 平成29年７月31日 

コンフォリア浅草橋ＤＥＵＸ 1,392.56 60,024 6,868 平成29年７月31日 

コンフォリア押上 1,037.29 50,184 6,055 平成29年７月31日 

コンフォリア本所吾妻橋 1,184.50 54,960 6,419 平成29年７月31日 

コンフォリア清澄白河トロワ 1,208.54 58,812 8,087 平成29年７月31日 

コンフォリア門前仲町 3,623.48 172,722 24,079 平成29年７月31日 

コンフォリア碑文谷 1,850.68 72,504 10,831 平成29年７月31日 
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テナント名・ 
業種（注１） 

物件名称 
賃貸面積 
（㎡） 
（注２） 

年間賃料収入 
（千円） 
（注３） 

敷金・保証金 
（千円） 
（注４） 

契約満了日 
（注５） 

東急住宅リー

ス株式会社 

(不動産業) 

（注６） 

コンフォリア三宿 2,509.22 124,416 33,261 平成29年７月31日 

コンフォリア学芸大学 1,602.88 76,692 9,345 平成29年７月31日 

コンフォリア東中野ＤＥＵＸ 1,183.28 56,904 8,716 平成29年７月31日 

コンフォリア東池袋ＷＥＳＴ 6,144.52 299,407 53,418 平成29年７月31日 

コンフォリア横濱関内 1,721.99 72,660 10,270 平成29年７月31日 

コンフォリア両国ＤＥＵＸ 1,566.42 71,616 7,615 平成29年７月31日 

コンフォリア大森ＤＥＵＸ 1,594.65 78,087 9,113 平成29年７月31日 

コンフォリア町屋 1,240.83 46,488 10,548 平成29年７月31日 

コンフォリア市川妙典 1,408.46 46,344 4,517 平成29年７月31日 

コンフォリア谷塚 1,562.40 52,092 4,746 平成29年７月31日 

コンフォリア白金高輪 1,440.88 83,652 15,825 平成29年７月31日 

コンフォリア 

日本橋人形町イースト 
2,274.78 124,272 18,079 平成29年７月31日 

コンフォリア愛宕 977.07 56,088 7,734 平成29年７月31日 

コンフォリア浅草橋 4,145.39 191,184 27,566 平成29年７月31日 

コンフォリア両国サウス 2,079.84 92,256 10,252 平成29年７月31日 

コンフォリア豊洲 3,799.15 183,228 19,139 平成29年７月31日 

コンフォリア新大阪 5,698.94 166,367 17,221 平成29年７月31日 

コンフォリア墨田立花 1,629.89 59,502 5,507 平成29年７月31日 

コンフォリア九段 1,589.22 80,088 10,734 平成29年７月31日 

コンフォリア 

日本橋人形町ノース 
1,367.06 67,884 8,290 平成29年７月31日 

コンフォリア新川 2,452.32 114,936 16,401 平成29年７月31日 

コンフォリア赤坂 2,126.74 121,212 12,543 平成29年７月31日 

コンフォリア三田ＥＡＳＴ 3,513.29 190,260 24,024 平成29年７月31日 

コンフォリア芝浦キャナル 2,048.17 103,872 13,023 平成29年７月31日 

コンフォリア上野広小路 1,375.93 64,824 14,780 平成29年７月31日 

コンフォリア春日富坂 3,454.11 175,512 29,114 平成29年７月31日 

コンフォリア本駒込 2,222.28 87,132 12,119 平成29年７月31日 

コンフォリア森下 1,869.00 91,668 16,602 平成29年７月31日 

コンフォリア木場公園 1,281.00 64,404 9,632 平成29年７月31日 

コンフォリア目黒長者丸 2,777.24 132,432 14,058 平成29年７月31日 

コンフォリア西馬込 1,495.25 63,672 7,299 平成29年７月31日 

コンフォリア北参道 4,779.12 254,988 25,290 平成29年７月31日 

コンフォリア代々木上原 1,962.55 93,699 12,207 平成29年７月31日 

コンフォリア笹塚 2,550.10 130,716 16,502 平成29年７月31日 

コンフォリア新宿御苑Ⅱ 2,007.90 107,424 15,942 平成29年７月31日 

コンフォリア市谷柳町 1,903.39 96,816 15,836 平成29年７月31日 
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テナント名・ 
業種（注１） 

物件名称 
賃貸面積 
（㎡） 
（注２） 

年間賃料収入 
（千円） 
（注３） 

敷金・保証金 
（千円） 
（注４） 

契約満了日 
（注５） 

東急住宅リー

ス株式会社 

(不動産業) 

（注６） 

コンフォリア神楽坂 850.72 47,412 6,607 平成29年７月31日 

コンフォリア東池袋ＥＡＳＴ 2,724.98 130,008 12,864 平成29年７月31日 

コンフォリア東池袋 1,496.46 73,560 9,472 平成29年７月31日 

コンフォリア新子安 1,994.84 60,984 8,295 平成29年７月31日 

コンフォリア新栄 3,572.22 112,704 8,690 平成29年７月31日 

コンフォリア北堀江 1,684.80 61,356 5,182 平成29年７月31日 

コンフォリア二番町 1,780.10 95,196 13,562 平成29年７月31日 

コンフォリア西新宿 1,655.18 87,492 8,578 平成29年７月31日

コンフォリア駒場 5,289.76 258,756 32,832 平成29年７月31日

コンフォリア神田神保町 1,524.59 79,680 15,222 平成29年７月31日 

コンフォリア日本橋 2,765.10 121,236 18,639 平成29年７月31日 

コンフォリア田町 4,251.63 191,994 21,022 平成29年７月31日 

コンフォリア麻布十番 1,348.68 82,680 10,204 平成29年７月31日 

コンフォリア錦糸町 1,428.32 68,472 7,121 平成29年７月31日 

コンフォリア南砂町 5,965.71 245,172 38,261 平成29年７月31日 

コンフォリア東品川 2,756.42 96,432 15,196 平成29年７月31日 

コンフォリア目黒八雲 1,145.42 50,952 5,041 平成29年７月31日 

コンフォリア用賀 1,271.00 57,156 7,314 平成29年７月31日 

コンフォリア新宿御苑Ⅰ 1,616.35 84,480 12,387 平成29年７月31日 

コンフォリア神楽坂ＤＥＵＸ 1,371.23 79,400 11,737 平成29年７月31日 

コンフォリア板橋仲宿 6,633.53 222,609 26,642 平成29年７月31日 

コンフォリア北三条 3,148.80 64,464 7,876 平成29年７月31日 

コンフォリア麻布ＥＡＳＴ 2,602.07 137,292 19,339 平成29年７月31日 

コンフォリア品川ＥＡＳＴ 2,562.88 140,040 18,048 平成29年７月31日 

コンフォリア大島 2,483.14 113,064 8,941 平成29年７月31日 

コンフォリア大森トロワ 985.81 43,902 3,556 平成29年７月31日 

小計 216,628.04 9,898,667 1,354,945  

三菱地所リア

ルエステート

サービス株式

会社 

（不動産業） 

コンフォリア新宿 

イーストサイドタワー 
45,547.85 2,626,870 500,169 平成28年12月31日

小計 45,547.85 2,626,870 500,169  

合 計 262,175.89 12,525,537 1,855,114  

(注１) 「テナント名・業種」欄には、上記各投資資産についてマスターリース契約を締結しているマスターリース会社の名称及び当該

マスターリース会社の業種を記載しています。 
(注２) 上記のテナントはいずれもパススルー型マスターリース契約に基づいて賃借しているマスターリース会社であり、「賃貸面積」

欄には、信託受託者と上記テナントとの間のマスターリース契約に基づく賃貸面積ではなく、平成28年７月末日現在における上

記各投資資産において、エンドテナント（信託受託者から上記テナントへのマスターリースの導入に承諾していないため信託受

託者から直接賃借しているエンドテナントを含みます。）が、賃貸借契約に基づいて賃借している面積（賃貸借契約書に記載さ

れた面積をいいます。ただし、住宅及び店舗等の面積（貸室の全部が一括して賃貸に供されている場合は、その貸室全体の面

積）に限り、駐車場等の貸付面積に含みません。）を記載しています。 
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(注３) 「年間賃料収入」欄には、平成28年７月末日現在における上記各投資資産において、実際にエンドテナントとの間で締結されて

いる賃貸借契約書上の月額賃料（共益費は含みますが、月極駐車場やトランクルーム等の附属施設の使用料は除きます。）の合

計を12倍した金額（千円未満を切り捨てています。）を記載しています。そのため、各テナントの年間賃料収入の金額の合計が

小計欄及び合計欄に記載の金額と一致しないことがあります。なお、契約により一定期間賃料免除されているテナントについて

は、上記の表の目的では当該免除期間を考慮していません。 
(注４) 「敷金・保証金」欄には、平成28年７月末日現在における上記各投資資産において、実際にエンドテナントとの間で締結されて

いる賃貸借契約書に基づく各エンドテナントの敷金・保証金等の平成28年７月末日現在における残高の合計を記載し、千円未満

を切り捨てて記載しています。ただし、各賃貸借契約において、敷引又は敷金償却等の特約により返還不要な部分がある場合に

は、当該金額控除後の金額を記載しています。 
(注５) 東急住宅リース株式会社とのマスターリース契約の更改の方法については、いずれかの当事者が契約期間満了の３ヶ月前までの

期間に、書面による別段の意思表示をしない場合には、さらに同一条件で１年間継続し、以後も同様とします。 
(注６) 当該テナントは、本投資法人における投信法上の利害関係人等に該当します。 
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Ｄ．資本的支出の状況 

（イ）資本的支出の予定 

取得済資産（決算日後に取得した資産も含まれます。）において、現在計画している（又は完了した）修

繕工事等に伴う資本的支出のうち主要なものについては以下のとおりです。なお、下記工事予定金額には、

会計上費用に区分経理される部分が含まれています。 

不動産等の名称 
（所在地） 

目 的 予定期間 

工事予定金額 
（千円） 

総 額 
当 期 
支払額 

既支払 
総 額 

コンフォリア三田ノース 

 （東京都港区） 
大規模修繕工事 

自 平成28年９月 

至 平成28年12月 
28,500 － － 

コンフォリア東品川 

 （東京都品川区） 
電気温水器交換工事 

自 平成28年８月 

至 平成29年１月 
27,160 － － 

コンフォリア南青山 

 （東京都港区） 
店舗事務所化工事 

自 平成28年９月 

至 平成28年９月 
12,940 － － 

コンフォリア北参道 

 （東京都渋谷区） 

エントランス 

バリューアップ工事 

自 平成28年11月 

至 平成28年12月 
6,710 － － 

コンフォリア東品川 

 （東京都品川区） 
エアコン交換工事 

自 平成28年８月 

至 平成29年１月 
6,200 － － 

コンフォリア谷塚 

 （埼玉県草加市） 
共用部鉄部塗装工事 

自 平成28年12月 

至 平成29年１月 
2,500 － － 

コンフォリア芝浦バウハウス 

 （東京都港区） 
フローリング化工事 

自 平成28年８月 

至 平成29年１月 
2,400 － － 

コンフォリア北参道 

 （東京都渋谷区） 
洗濯機置場改修工事 

自 平成28年８月 

至 平成29年１月 
2,400 － － 

コンフォリア新大阪 

 （大阪府大阪市東淀川区） 
共用部鉄部塗装工事 

自 平成28年10月 

至 平成28年11月 
2,000 － － 

コンフォリア原宿 

 （東京都渋谷区） 

６階・７階共用廊下 

ガラス交換工事 

自 平成28年10月 

至 平成28年10月 
1,617 － － 

コンフォリア学芸大学 

 （東京都世田谷区） 
共用部鉄部塗装工事 

自 平成28年11月 

至 平成28年12月 
1,600 － － 

コンフォリア北堀江 

 （大阪府大阪市西区） 
浴室乾燥機取付工事 

自 平成28年８月 

至 平成29年１月 
1,560 － － 

コンフォリア西早稲田 

 （東京都新宿区） 
共用部鉄部塗装工事 

自 平成28年12月 

至 平成29年１月 
1,500 － － 

コンフォリア下北沢 

 （東京都世田谷区） 
２階屋上防水改修工事 

自 平成28年11月 

至 平成28年11月 
1,500 － － 

コンフォリア下北沢 

 （東京都世田谷区） 

増圧給水ポンプ 

整備工事 

自 平成28年10月 

至 平成28年10月 
1,270 － － 

コンフォリア新宿 

イーストサイドタワー 

 （東京都新宿区） 

ITV設備交換工事 
自 平成28年10月 

至 平成28年10月 
1,213 － － 

コンフォリア谷塚 

 （埼玉県草加市） 
駐車場装置塗装工事 

自 平成28年12月 

至 平成29年１月 
1,108 － － 

コンフォリア中野 

 （東京都中野区） 
共用部鉄部塗装工事 

自 平成28年12月 

至 平成29年１月 
1,070 － － 

コンフォリア銀座ＥＡＳＴ 

 （東京都中央区） 
エアコン交換工事 

自 平成28年８月 

至 平成29年１月 
1,010 － － 

コンフォリア清澄白河サウス 

 （東京都江東区） 
共用部鉄部塗装工事 

自 平成28年10月 

至 平成28年11月 
1,000 － － 
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（ロ）期中の資本的支出 

当期末時点で保有している運用資産において、当期に行った資本的支出に該当する主な工事の概要は以下

のとおりです。当期の資本的支出は131,836千円であり、当期費用に区分された修繕費188,075千円と合わ

せ、319,912千円の工事を実施しています。 

不動産等の名称 

（所在地） 
目 的 期 間 

工事金額 

（千円） 

コンフォリア碑文谷 

 （東京都目黒区） 
大規模修繕工事 

自 平成28年３月 

至 平成28年７月 
31,314 

コンフォリア代官山青葉台 

 （東京都目黒区） 
外壁改修工事 

自 平成28年５月 

至 平成28年７月 
27,858 

コンフォリア新宿 

イーストサイドタワー 

 （東京都新宿区） 

館銘板・サイン工事 
自 平成28年２月 

至 平成28年３月 
4,622 

コンフォリア北参道 

 （東京都渋谷区） 
洗濯機置場改修工事 

自 平成28年２月 

至 平成28年７月 
4,005 

コンフォリア東品川 

 （東京都品川区） 

防水改修工事及び共用部 

鉄部塗装工事 

自 平成28年７月 

至 平成28年７月 
3,640 

コンフォリア三宿 

 （東京都世田谷区） 
共用部鉄部塗装工事 

自 平成28年６月 

至 平成28年７月 
2,848 

コンフォリア銀座ＥＡＳＴ 

 （東京都中央区） 
エアコン交換工事 

自 平成28年２月 

至 平成28年７月 
2,234 

コンフォリア千石 

 （東京都文京区） 
フローリング化工事 

自 平成28年６月 

至 平成28年７月 
2,184 

コンフォリア新子安 

 （神奈川県横浜市神奈川区） 
連結送水管改修工事 

自 平成28年７月 

至 平成28年７月 
2,041 

コンフォリア東品川 

 （東京都品川区） 
電気温水器交換工事 

自 平成28年４月 

至 平成28年６月 
1,706 

コンフォリア新宿 

イーストサイドタワー 

 （東京都新宿区） 

防犯カメラ増設工事 
自 平成28年６月 

至 平成28年７月 
1,592 

コンフォリア池袋 

 （東京都豊島区） 
洗濯機交換工事 

自 平成28年２月 

至 平成28年７月 
1,592 

コンフォリア押上 

 （東京都墨田区） 
エレベーター部品交換工事 

自 平成28年６月 

至 平成28年６月 
1,524 

コンフォリア北堀江 

 （大阪府大阪市東淀川区） 
浴室乾燥機取付工事 

自 平成28年２月 

至 平成28年７月 
1,508 

コンフォリア北参道 

 （東京都渋谷区） 
エレベーター部品交換工事 

自 平成28年７月 

至 平成28年７月 
1,493 

コンフォリア白金高輪 

 （東京都港区） 
洗濯機交換工事 

自 平成28年４月 

至 平成28年７月 
1,432 

コンフォリア千石 

 （東京都文京区） 
ユニットバス更新工事 

自 平成28年６月 

至 平成28年７月 
1,390 

コンフォリア用賀 

 （東京都世田谷区） 
エントランス改修工事 

自 平成28年７月 

至 平成28年７月 
1,375 

コンフォリア二番町 

 （東京都千代田区） 
共用部鉄部塗装工事 

自 平成28年６月 

至 平成28年７月 
1,255 

コンフォリア芝公園 

 （東京都港区） 
共用部鉄部塗装工事 

自 平成28年５月 

至 平成28年６月 
1,201 

コンフォリア麻布十番 

 （東京都港区） 
共用部鉄部塗装工事 

自 平成28年６月 

至 平成28年７月 
1,116 

コンフォリア新宿御苑Ⅱ 

 （東京都新宿区） 
共用部鉄部塗装工事 

自 平成28年５月 

至 平成28年６月 
1,116 
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不動産等の名称 

（所在地） 
目 的 期 間 

工事金額 

（千円） 

コンフォリア代官山青葉台 

 （東京都目黒区） 
洗濯機交換工事 

自 平成28年２月 

至 平成28年７月 
1,074 

コンフォリア代官山青葉台 

 （東京都目黒区） 
自動ドアセキュリティ強化工事 

自 平成28年７月 

至 平成28年７月 
1,063 

コンフォリア大森ＤＥＵＸ 

 （東京都大田区） 
自動ドアセキュリティ強化工事 

自 平成28年７月 

至 平成28年７月 
1,063 

コンフォリア池袋 

 （東京都豊島区） 
洗面所改修工事 

自 平成28年６月 

至 平成28年７月 
1,054 

コンフォリア 

日本橋人形町イースト 

 （東京都中央区） 

ノンタッチキー制御盤交換工事 
自 平成28年４月 

至 平成28年４月 
1,031 

その他不動産等 自動ドアセキュリティ強化工事他 
自 平成28年２月 

至 平成28年７月 
27,492 

合  計     131,836 

 

（ハ）長期修繕計画のために積立てた金銭 

本投資法人は、期中のキャッシュ・フローの中から、中長期的な将来の修繕等の資金に充当することを目

的とした修繕積立金を、以下のとおり積立てています。 

          （単位：千円） 
 

 

第８期 

自 平成26年２月１日 

至 平成26年７月31日 

第９期 

自 平成26年８月１日 

至 平成27年１月31日 

第10期 

自 平成27年２月１日 

至 平成27年７月31日 

第11期 

自 平成27年８月１日 

至 平成28年１月31日 

第12期 

自 平成28年２月１日 

至 平成28年７月31日 

当期首積立金残高 175,529 232,973 248,938 313,837 327,081 

当期積立額 144,738 239,628 188,329 188,418 232,577 

当期積立金取崩額 87,293 223,663 123,430 175,173 180,771 

次期繰越額 232,973 248,938 313,837 327,081 378,887 
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Ｅ．ポートフォリオの分散状況 

 

平均築年数 
 

平均築年数 9.0年 

 
（注）平成28年７月31日時点の築年数を取得価格に基づいて加重平均して算出しています。 

 

エリア別比率 
 

エリア 物件数 
取得価格 

（千円） 
投資比率（％） 

東京都心 39 77,285,694 47.0 

準都心 50 77,731,043 47.3 

その他東京圏 5 3,680,000 2.2 

その他中核都市 4 5,723,400 3.5 

合 計 98 164,420,137 100.0 

 

最寄駅からの徒歩分数別比率 
 

最寄駅からの 

徒歩分数（注１） 
物件数 

取得価格 

（千円） 
投資比率（％） 

５分以内 56 99,917,337 60.8 

５分超10分以内 40 58,632,800 35.7 

10分超 2 5,870,000 3.6 

合 計 98 164,420,137 100.0 

 

平均徒歩分数（注２） 4.9分 

（注１）「最寄駅からの徒歩分数」における徒歩の所要時間については、道路距離80メートルにつき

１分間を要するものとして算出しています。 
（注２）「平均徒歩分数」については、取得価格に基づいて加重平均して算出しています。 

 

部屋タイプ別比率 

部屋タイプ（注１） 対象戸数 比率（％）（注２） 

シングル（Single） 3,337 46.7% 

コンパクト（Compact） 2,958 41.4% 

ファミリー（Family） 795 11.1% 

ラージ（Large） 24 0.3% 

店舗等 33 0.5% 

合 計 7,147 100.0% 

（注１）部屋タイプの定義は以下のとおりです。 

部屋タイプ（住戸） 専有面積 

シングル 30㎡未満 

コンパクト 30㎡以上 60㎡未満 

ファミリー 60㎡以上 100㎡未満 

ラージ 100㎡以上 

（注２）小数点第２位を四捨五入しています。したがって、記載された数値を足し合わせても100.0％

にならない場合があります。 
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（３）【運用実績】

①【純資産等の推移】

総資産額、純資産総額及び１口当たり純資産額について、期中では正確に把握できないため、各月末における

推移は記載していません。 
 

年月日 総資産額（千円） 純資産総額（千円） 
１口当たり純資産額 

（円） 

第７期 

（平成26年１月） 

80,354,946 

(79,222,405) 

35,127,054 

(33,994,514) 

130,368 
（注３）(126,165) 

第８期 

（平成26年７月） 

125,866,170 

(124,147,467) 

58,629,350 

(56,910,647) 

145,609 
（注３）(141,340) 

第９期 

（平成27年１月） 

132,857,525 

(131,127,749) 

58,629,681 

(56,899,905) 

145,610 

(141,314) 

第10期 

（平成27年７月） 

158,962,802 

(156,876,643) 

77,310,252 

(75,224,093) 

163,169 

(158,766) 

第11期 

（平成28年１月） 

159,245,853 

(157,190,017) 

77,369,851 

(75,314,016) 

163,295 

(158,956) 

第12期 

（平成28年７月） 

179,944,200 

(177,640,108) 

85,139,979 

(82,835,887) 

165,801 

(161,314) 

（注１）総資産額及び純資産総額は、各計算期間末日時点における帳簿価額を使用しています。 
（注２）括弧内の数値は、分配を行った後の分配落ちの金額を記載しています。 
（注３）平成26年７月31日を基準日、平成26年８月1日を効力発生日として、投資口１口につき４口の割合による投資口の分割

を行いました。１口当たり純資産額については、第７期期首に当該投資口の分割が行われたと仮定して算定していま
す。 

 

また、平成28年７月期の直近６計算期間の、東京証券取引所における市場価格は以下のとおりです。 

計算期間別 

最高・最低

投資口価格 

及び売買高 

期別 

決算年月 

第７期 

平成26年 

１月 

第８期 

平成26年 

７月 

第９期 

平成27年 

１月 

第10期 

平成27年 

７月 

第11期 

平成28年 

１月 

第12期 

平成28年 

７月 

最高 

（円） 
754,000

769,000

188,600(注2)
283,700 266,300 242,500 250,900 

最低 

（円） 
584,000

690,000

187,700(注2)
186,900 232,600 189,600 206,900 

売買高 

（口） 
25,771

40,204

4,601(注2)
123,236 157,902 125,371 222,696 

 
 

月別最高・

最低投資口

価格 

及び売買高 

月別 
平成27年 

８月 

平成27年 

９月 

平成27年 

10月 

平成27年 

11月 

平成27年 

12月 

平成28年 

１月 

最高 

（円） 
241,800 229,800 232,900 241,000 242,500 227,800

最低 

（円） 
216,000 189,600 218,000 224,400 222,100 202,200

売買高 

（口） 
11,323 30,012 16,886 11,348 19,606 36,196

月別 
平成28年 

２月 

平成28年 

３月 

平成28年 

４月 

平成28年 

５月 

平成28年 

６月 

平成28年 

７月 

最高 

（円） 
234,600 238,900 250,900 247,700 245,300 248,700 

最低 

（円） 
206,900 219,100 220,100 234,000 209,500 227,500 

売買高 

（口） 
58,347 34,632 38,255 21,497 32,779 37,186 

（注１）最高・最低投資口価格は東京証券取引所不動産投資信託証券市場の終値によります。 
（注２）投資口の分割による権利落の期間（平成26年7月29日から平成26年7月31日まで）の投資口価格及び売買高を記載してい

ます。 
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②【分配の推移】
 

計算期間 
分配総額 

（千円） 

１口当たり分配金 

（円） 

１口当たりの 

利益超過分配額 

第７期 
自 平成25年８月１日 

至 平成26年１月31日 
1,132,540 16,813 － 

第８期 
自 平成26年２月１日 

至 平成26年７月31日 
1,718,702 17,074 － 

第９期 
自 平成26年８月１日 

至 平成27年１月31日 
1,729,775 4,296 － 

第10期 
自 平成27年２月１日 

至 平成27年７月31日 
2,086,159 4,403 － 

第11期 
自 平成27年８月１日 

至 平成28年１月31日 
2,055,835 4,339 － 

第12期 
自 平成28年２月１日 

至 平成28年７月31日 
2,304,092 4,487 － 

 

③【自己資本利益率（収益率）の推移】

 

計算期間 自己資本利益率 年換算値 

第７期 
自 平成25年８月１日 

至 平成26年１月31日 
3.2％ 6.4％ 

第８期 
自 平成26年２月１日 

至 平成26年７月31日 
3.7％ 7.4％ 

第９期 
自 平成26年８月１日 

至 平成27年１月31日 
3.0％ 5.9％ 

第10期 
自 平成27年２月１日 

至 平成27年７月31日 
3.1％ 6.2％ 

第11期 
自 平成27年８月１日 

至 平成28年１月31日 
2.8％ 5.5％ 

第12期 
自 平成28年２月１日 

至 平成28年７月31日 
2.8％ 5.7％ 

（注）自己資本利益率＝当期純利益÷{（期首純資産額＋期末純資産額）÷２}×100 
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第二部【投資法人の詳細情報】

第１【投資法人の追加情報】

１【投資法人の沿革】

平成22年５月28日    設立企画人（ＴＬＣリアルティマネジメント株式会社（現 東急不動産コンフォリア投

信株式会社））による投信法第69条に基づく設立に係る届出 

平成22年６月８日    投信法第166条に基づく設立の登記、本投資法人の成立 

平成22年６月16日    投信法第188条に基づく登録の申請 

平成22年６月30日    投信法第187条に基づく内閣総理大臣による登録の実施（登録番号 関東財務局長 第

71号） 

平成25年２月６日    東京証券取引所に上場 
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２【役員の状況】
 

    （本書の日付現在） 
 

役職名 氏名 主要略歴 
所有投資口数

（口） 

執行役員 遠又 寛行 

昭和58年４月  東急不動産株式会社 入社 

－ 

平成８年４月  同 住宅事業本部 課長 

平成14年４月  同 経営企画部 課長 

平成19年４月  同 資産活用事業本部 課長 

平成20年４月  同 資産活用事業本部 アセットソリューション  

第二部 部長 

平成21年４月  同 事業企画室 室長 

  同年10月  同 アセット企画推進本部 企画管理部 部長 

  同年10月  ＴＬＣリアルティマネジメント株式会社（現 東

急不動産コンフォリア投信株式会社）出向 

代表取締役（現任） 

平成22年６月  コンフォリア・レジデンシャル投資法人 

執行役員（現任） 

平成27年４月  東急不動産株式会社 執行役員（現任） 

監督役員 片岡 義広 

昭和55年４月  弁護士登録（東京弁護士会） 

－ 

昭和59年９月  片岡義広法律事務所（現 片岡総合法律事務所） 

開設 所長弁護士（現任） 

平成11年１月  最高裁判所司法研修所教官（民事弁護） 

平成16年４月  中央大学法科大学院兼任講師（現 客員教授（現

任）） 

平成17年11月  法務省司法試験（新司法試験）考査委員（商法担

当） 

平成22年６月  コンフォリア・レジデンシャル投資法人 監督役

員（現任） 

平成23年６月  株式会社肥後銀行 社外監査役（非常勤・現任） 

平成25年３月  サイリスホールディングス株式会社（現 株式会

社サイリス） 社外監査役（非常勤・現任） 

平成26年４月  株式会社Ｃａｓａ 社外監査役（非常勤・現任） 

平成28年10月  中央大学研究開発機構客員研究員（機構教授（現

任）） 

監督役員 山本 浩二 

昭和58年10月  昭和監査法人（現 新日本有限責任監査法人）入

所 

－ 

昭和62年３月  公認会計士登録 

平成元年１月  山本浩二公認会計士事務所 開設 

平成13年10月  日本総合トラスト投資法人（現 森トラスト総合

リート投資法人） 監督役員 

平成15年６月  都市再生ファンド投資法人 監督役員（現任） 

平成16年５月  四樹総合法律会計事務所パートナー（現任） 

平成22年６月  コンフォリア・レジデンシャル投資法人 

監督役員（現任） 
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３【その他】

（１）役員の変更 

執行役員及び監督役員は、投資主総会において選任されます。ただし、法令の規定により、設立の際に選任さ

れたものとみなされる執行役員及び監督役員はこの限りではありません（投信法第72条、第96条、本規約第17条

第１項）。 

執行役員及び監督役員の任期は、就任後２年とします。ただし、投資主総会の決議によって、法令に定める限

度において、その期間を延長又は短縮することを妨げないものとします。また、補欠又は増員のために選任され

た執行役員又は監督役員の任期は、前任者又は在任者の残存期間と同一とします（投信法第96条、第99条第１

項、会社法第329条第２項、第336条第３項、本規約第17条第２項）。 

補欠の役員の選任に係る決議が効力を有する期間は、当該決議がなされた投資主総会において選任された被補

欠者である役員の任期が満了する時までとします。ただし、投資主総会の決議によってその期間を短縮すること

を妨げないものとします（本規約第17条第３項）。 

原則として、執行役員及び監督役員の解任には、投資主総会における、発行済投資口の総口数の過半数の投資

口を有する投資主が出席し、出席した当該投資主の議決権の過半数をもって行う決議が必要です（投信法第104

条、第106条）。執行役員又は監督役員の職務遂行に関して不正な行為又は法令若しくは規約に違反する重大な

事実があるにもかかわらず投資主総会において執行役員又は監督役員の解任が否決された場合には、発行済投資

口の総口数の100分の３以上の口数の投資口を６ヶ月前より引続き有する投資主は30日以内に当該執行役員又は

監督役員の解任を裁判所に請求することができます（投信法第104条第３項、会社法第854条第１項第２号）。一

定の事由がある場合には、役員会は執行役員を解任することができます（投信法第114条第２項）。 

 

（２）本規約の変更、事業譲渡又は事業譲受、出資の状況その他の重要事項 

① 本規約等の重要事項の変更 

本規約の変更手続については、後記「第３ 管理及び運営／１ 資産管理等の概要／（５）その他／③本規約

の変更」をご参照ください。 

 

② 事業譲渡又は事業譲受 

該当事項はありません。 

 

③ 出資の状況その他の重要事項 

出資の状況及びその他の重要事項については、前記「第一部 ファンド情報／第１ ファンドの状況／１ 投資

法人の概況／（５） 投資法人の出資総額」をご参照ください。 

 

（３）訴訟事件その他投資法人に重要な影響を及ぼすことが予想される事実 

本書の日付現在、訴訟事件その他投資法人に重要な影響を及ぼすことが予想される事実はありません。 
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第２【手続等】

１【申込（販売）手続等】

該当事項はありません。 

なお、本投資口は、東京証券取引所に上場されており、本投資口を東京証券取引所を通じて購入することが可能で

す。また、金融商品取引所外で本投資口を購入することも可能です。 

 

２【買戻し手続等】

本投資口は、クローズド・エンド型であり、投資主（実質投資主を含みます。）の請求による投資口の払戻しを行

いません（本規約第５条第１項）。したがって、該当事項はありません。 

本投資口は、東京証券取引所に上場されており、東京証券取引所を通じて売買することが可能です。また、金融商

品取引所外で本投資口を譲渡することも可能です。 

なお、本投資法人は、投資主との合意により、本投資法人の投資口を有償で取得することができます（本規約第５

条第２項）。 

 

- 188 -



第３【管理及び運営】

１【資産管理等の概要】

（１）【資産の評価】

① 投資口１口当たりの純資産額（基準価額） 

本投資法人は、各決算日を資産評価の基準日として投資口１口当たりの純資産額（基準価額）を計算します。

投資口１口当たりの純資産額（基準価額）は、本投資法人の純資産総額（本投資法人の資産総額より負債総額を

控除した金額をいいます。）を当該時点における本投資法人の発行済投資口の総口数で除すことにより算出しま

す。 

投資口１口当たりの純資産額（基準価額）については、計算書類の注記表に記載されることになっています

（投資法人計算規則第58条、第68条）。貸借対照表を含む計算書類等は各計算期間毎に作成され（投信法第129

条）、役員会に承認された場合には遅滞なく投資主に対してその旨が通知され、承認済みの計算書類等が会計監

査報告とともに投資主に提供されます（投信法第131条）。 

 

② 純資産総額 

本投資法人の純資産総額の算出に当たり、資産評価の方法及び基準については、投信法その他の法令（投資法

人計算規則を含みます。）に従うほか、運用資産の種類に応じて下記の「③資産評価の方法及び基準」に従うも

のとします。 

 

③ 資産評価の方法及び基準 

本投資法人の資産評価の方法及び基準は、投資法人計算規則、投資信託協会制定の不動産投資信託及び不動産

投資法人に関する規則（その後の改正を含みます。以下「不動産投資信託及び不動産投資法人に関する規則」と

いいます。）、同協会が定めるその他の諸規則及び一般に公正妥当と認められる企業会計の基準その他の企業会

計の慣行に従い、以下のとおり運用資産の種類毎に定めます（本規約第33条第１項）。 

なお、資産評価の基準日は本投資法人の各計算期間の末日としますが、本規約第29条第１項第３号及び第２項

に定める資産であって、市場価格に基づく価額で評価できる資産については、毎月末日とします（本規約第33条

第３項）。 

 

Ａ．不動産、不動産の賃借権及び地上権 

 取得価格から減価償却累計額を控除した価額をもって評価するものとします。なお、減価償却額の算定方

法は、建物部分及び設備等部分については定額法による算定とします。ただし、設備等については、正当な

事由により定額法による算定が適当ではなくなった場合で、かつ、投資者保護上問題がないと合理的に判断

できる場合に限り、ほかの算定方法に変更することができるものとします（本規約第33条第１項第１号）。 

 

Ｂ．不動産、不動産の賃借権又は地上権を信託する信託の受益権 

 信託財産が上記Ａ．に掲げる資産の場合は上記Ａ．に従った評価を行い、金融資産の場合は一般に公正妥

当と認められる企業会計の基準その他の企業会計の慣行に従った評価を行った上で、これらの合計額から負

債の額を控除して当該信託の受益権の持分相当額を算定した価額とします（本規約第33条第１項第２号）。 

 

Ｃ．信託財産を主として不動産、不動産の賃借権又は地上権に対する投資として運用することを目的とする金銭

の信託の受益権 

 信託財産の構成資産が上記Ａ．に掲げる資産の場合は、上記Ａ．に従った評価を行い、金融資産の場合は

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準その他の企業会計の慣行に従った評価を行った上で、これらの

合計額から負債の額を控除して当該信託の受益権の持分相当額を算定した価額とします（本規約第33条第１

項第３号）。 

 

Ｄ．不動産に関する匿名組合出資持分 

匿名組合の構成資産が上記Ａ．乃至Ｃ．に掲げる資産の場合は、それぞれに定める方法に従った評価を行

い、金融資産の場合は一般に公正妥当と認められる企業会計の基準その他の企業会計の慣行に従った評価を

行った上で、これらの合計額から負債の額を控除して当該匿名組合出資の持分相当額を算定した価額としま

す（本規約第33条第１項第４号）。 

 

Ｅ．不動産に関する匿名組合出資持分に対する投資として運用することを目的とする金銭の信託の受益権 

信託財産である匿名組合出資持分について上記Ｄ．に従った評価を行った上で、これらの合計額から負債

の額を控除して当該信託受益権の持分相当額を算定した価額とします（本規約第33条第１項第５号）。 
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Ｆ．不動産等を主たる投資対象とする資産対応証券等 

不動産等を主たる投資対象とする資産対応証券等の市場価格がある場合には、市場価格に基づく価額（金

融商品取引所における取引価格、認可金融商品取引業協会等が公表する価格又はこれらに準じて随時売買換

金等を行うことができる取引システムで成立する取引価格をいいます。以下同じ。）を用いるものとしま

す。市場価格がない場合には、合理的に算定された価額により評価するものとします。また、付すべき市場

価格又は合理的に算定された価額は、評価の精度を高める場合を除き、毎期同様の方法により入手するもの

とします。市場価格及び合理的に算定された価格のいずれも入手できない場合には、取得原価で評価するこ

とができるものとします（本規約第33条第１項第６号）。 

 

Ｇ．有価証券等 

当該有価証券等の市場価格がある場合には、市場価格に基づく価額を用いるものとします。市場価格がな

い場合には、合理的に算定された価額により評価するものとします（本規約第33条第１項第７号）。 

 

Ｈ．金銭債権 

取得価格から、貸倒見積高に基づいて算定された貸倒引当金を控除した価格とします。ただし、債権を債

権金額より低い価額又は高い価額で取得した場合において、取得金額と債権金額との差額の性格が金利の調

整と認められるときは、償却原価法に基づいて算定された価額から貸倒引当金を控除した価格とします（本

規約第33条第１項第８号）。 

 

Ｉ．金銭の信託の受益権 

信託財産の構成資産が上記Ｆ．、Ｇ．又はＨ．に掲げる資産の場合は、それぞれに定める方法に従って評

価し、それらの合計額をもって評価するものとします（本規約第33条第１項第９号）。 

 

Ｊ．デリバティブ取引に係る権利 

（イ）金融商品取引所に上場しているデリバティブ取引により生じる債権及び債務 

基準日における当該金融商品取引所の最終価格（終値、終値がなければ気配値（公表された売り気配の

最安値又は買い気配の最高値、それらがともに公表されている場合にはそれらの仲値））に基づき算出し

た価額により評価するものとします。なお、基準日において最終価格がない場合には、基準日前直近にお

ける最終価格に基づき算出した価額により評価するものとします（本規約第33条第１項第10号①）。 

 

（ロ）金融商品取引所の相場がない非上場デリバティブ取引により生じる債権及び債務 

市場価格に準ずるものとして合理的な方法により算定された価額により評価するものとします。なお、

時価評価に当たっては、最善の見積り額を使用するものとしますが、公正な評価額を算定することが極め

て困難と認められる場合には、取得価格により評価するものとします（本規約第33条第１項第10号②）。 

 

（ハ）一般に公正妥当と認められる企業会計の基準その他の企業会計の慣行によりヘッジ取引と認められるも

のについては、ヘッジ会計が適用できるものとし、金利スワップの特例処理の要件を充足するものについ

ては、金利スワップの特例処理を適用できるものとします（本規約第33条第１項第10号③）。 

 

Ｋ．その他 

上記Ａ．乃至Ｊ．に定めがない場合には、投資信託協会制定の評価規則に準じて付されるべき評価額又は

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準その他の企業会計の慣行により付されるべき評価額をもって評

価するものとします（本規約第33条第１項第11号）。 

 

④ 資産運用報告等に価格を記載する目的で、上記③と異なる方法で評価する場合には、下記のように評価するも

のとします。 

 

Ａ．不動産、不動産の賃借権及び地上権 

原則として、不動産鑑定士による鑑定評価に基づく評価額とします（本規約第33条第２項第１号）。 

 

Ｂ．不動産、不動産の賃借権又は地上権を信託する信託の受益権及び不動産に関する匿名組合出資持分 

信託財産又は匿名組合の構成資産が上記Ａ．に掲げる資産の場合は上記Ａ．に従った評価を、金融資産の

場合は一般に公正妥当と認められる企業会計の基準その他の企業会計の慣行に従った評価をした上で、これ

らの合計額から負債の額を控除して当該匿名組合出資持分相当額又は信託受益権の持分相当額を算定した価

額とします（本規約第33条第２項第２号）。 
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（２）【保管】

本投資口は振替投資口（社債、株式等の振替に関する法律（以下「振替法」といいます。）第226条に定義さ

れます。）であり、原則として投資証券を発行することができません。投資主は、加入者として口座管理機関に

投資口を記載又は記録するための口座を開設し、維持する必要があります。投資主は、振替機関である保管振替

機構が振替法第３条第１項の指定を取り消された場合若しくは当該指定が効力を失った場合であって振替機関で

ある保管振替機構の振替業を承継する者が存しないとき、又は本投資口が振替機関によって取り扱われなくなっ

たときは、本投資法人に対し、投資証券の発行を請求することができます（振替法第227条第２項）。 

 

（３）【存続期間】

本投資法人には存続期間の定めはありません。 

 

（４）【計算期間】

本投資法人の計算期間は毎年２月１日から７月末日まで及び８月１日から翌年１月末日までの各６ヶ月間とし

ます（本規約第34条）。 

 

（５）【その他】

① 増減資に関する制限 

Ａ．本投資法人の発行可能投資口総口数は、8,000,000口とします（本規約第６条第１項）。本投資法人は、か

かる発行可能投資口総口数の範囲内において、役員会の承認を得た上で、その発行する投資口を引き受ける者

の募集をすることができるものとします。募集投資口（当該募集に応じて当該投資口の引受けの申込みをした

者に対して割り当てる投資口をいいます。）１口当たりの払込金額は、本投資法人に属する資産の内容に照ら

し公正な金額として役員会で承認した金額とします（本規約第６条第３項）。 

なお、租税特別措置法第67条の15第１項第１号ハ（投資法人に係る課税の特例）に規定される要件を満たす

ため、本投資法人の投資口の発行価額の総額のうち、国内において募集される投資口の発行価額の占める割合

は、100分の50を超えるものとします（本規約第６条第２項）。 

 

Ｂ．本投資法人が常時保持する最低限度の純資産額は、5,000万円とします（本規約第８条）。今後、5,000万円

を下回らない範囲で最低限度の純資産額を増加又は減少させる可能性がありますが、最低限度の純資産額を減

少させることを内容とする本規約の変更を行う場合には、後記「③本規約の変更」の記載の方法によるほか、

本投資法人の債権者に対する異議申述手続を行う必要があります（投信法第142条）。なお、5,000万円を下回

る最低限度の純資産額を定めることはできません（投信法第67条第４項）。 

 

Ｃ．投信法により、未処理損失が発生していることにより出資総額等の合計額が純資産額を超える場合におい

て、出資総額等から純資産額を控除して得た額を損失と定義し、この損失を、役員会の承認を得た金銭の分配

に係る計算書において出資総額等から控除することで処理することが可能となりました（投信法第136条第２

項）。 

 

② 解散 

本投資法人は、投信法に従い、下記に掲げる事由が発生した場合には解散します（投信法第143条）。 

Ａ．規約で定めた存続期間の満了又は解散事由の発生（なお、本規約において、存続期間又は解散事由の定めは

ありません。） 

 

Ｂ．投資主総会の決議 

 

Ｃ．合併（合併により本投資法人が消滅する場合に限ります。） 

 

Ｄ．破産手続開始の決定 

 

Ｅ．解散を命ずる裁判 

 

Ｆ．投信法第187条の登録の取消し 

 

 

- 191 -



③ 本規約の変更 

Ａ．本規約変更の手続 

本規約を変更するには、発行済投資口の総口数の過半数の投資口を有する投資主が出席した投資主総会に

おいて、出席した当該投資主の議決権の３分の２以上に当たる多数により、本規約の変更に関する議案が可

決される必要があります（投信法第140条、第93条の２第２項第３号）。ただし、議決権の代理行使及び書

面による議決権行使が認められていること並びに投資主総会に出席せず、かつ、議決権を行使しないときに

議案に賛成するものとみなされる場合があることにつき、後記「３ 投資主・投資法人債権者の権利／

（１）投資主の権利／⑤投資主総会における議決権（投信法第77条第２項第３号）」をご参照ください。 

 

Ｂ．本規約を変更した場合における開示方法 

投資主総会において本規約の変更が決議された場合には、かかる本規約の変更が、運用に関する基本方

針、運用体制、投資制限又は配当の分配方針に関する重要な変更に該当する場合には、金商法に基づいて遅

滞なく提出する臨時報告書により開示されます（金商法第24条の５第４項）。また、変更後の本規約は金商

法に基づいて本投資法人が提出する有価証券報告書の添付書類として開示されます。 

なお、本投資法人の登録申請書記載事項が変更された場合には、関東財務局に対し変更内容の届出が行わ

れます（投信法第191条第１項）。 

 

④ 関係法人との契約の更改等 

本投資法人と各関係法人との間で締結されている契約における、当該契約の期間、更新、解約及び変更等に係

る規定は以下のとおりです。 

Ａ．本資産運用会社（東急不動産コンフォリア投信株式会社）との間の資産運用業務委託契約（以下本Ａ．にお

いて「委託契約」といいます。） 

（イ）契約期間 

委託契約の有効期間は、本投資法人が設立の登記を完了し設立され、かつ、投信法第187条に基づき登

録がなされた日から平成24年５月末日までとし、期間満了日の３ヶ月前までに相手方当事者に対する書面

による何らの意思表示もないときは、さらに２年間延長されるものとし、以後も同様とします。なお、本

書の日付現在、委託契約は期間延長されています。 

 

（ロ）解約に関する事項 

（ⅰ）本投資法人及び本資産運用会社は、相手方に対し６ヶ月前までに書面による通知をすることにより、

委託契約を解約することができます。ただし、本資産運用会社が委託契約を解約するためには、投信

法第205条に従って本投資法人より同意を得ることを必要とし、また、本投資法人が委託契約を解約

するためには、投信法第206条の定めるところに従って本投資法人の投資主総会の決議を経ることを

必要とします。 

（ⅱ）上記（ⅰ）にもかかわらず、本投資法人は次のいずれかに該当するときは本投資法人の投資主総会の

決議を経ることなく、本投資法人の役員会の決議に基づき本資産運用会社への通知により直ちに委託

契約を解約することができます。 

（ａ）本資産運用会社が適用法令及び委託契約上の義務に違反しあるいは当該義務を怠ったとき 

（ｂ）資産運用業務を引続き本資産運用会社に委託することに堪えない重大な事由が生じたとき 

（ⅲ）上記（ⅰ）及び（ⅱ）にもかかわらず、本資産運用会社が次のいずれかに該当するときは、本投資法

人は、本資産運用会社に対する書面による通知により、委託契約を解約するものとします。 

（ａ）本資産運用会社が投信法第199条第２号に該当する金融商品取引業者（金商法第２条第８項第12号

イに定める契約に基づいて投資運用業を行う者に限ります。）でなくなったとき 

（ｂ）本資産運用会社の役員等が本投資法人の監督役員となったとき 

（ｃ）本資産運用会社が、本投資法人の監督役員に対して継続的な報酬を与えたとき 

（ｄ）本資産運用会社の役員等の親族が、本投資法人の監督役員となったとき 

（ｅ）本資産運用会社が、本投資法人の監督役員に対して、無償又は通常の取引価格より低い対価による

事務所又は資金の提供その他の特別の経済的利益の供与をしたとき 

（ｆ）本資産運用会社が解散したとき 
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（ⅳ）委託契約の解約が行われる場合においても、本資産運用会社は、資産運用業務を執り行う本資産運用

会社の後任者が適用法令に従い、かつ、本投資法人の役員会の承認を経て選任され、その業務を開始

する時までは、本投資法人の指示に従い、委託契約の規定に基づき、本投資法人のために資産運用業

務を執り行うものとします。 

 

（ハ）契約内容の変更 

委託契約は、本投資法人の役員会の承認その他の投信法等の適用諸法令上の要件を充足した上で締結さ

れる、本投資法人及び本資産運用会社の書面による合意による場合以外は、改定、改正、修正又は変更で

きないものとします。 

 

Ｂ．機関の運営に関する一般事務受託者（三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社）との間の一般事務委託（機関運営事

務）契約（以下本Ｂ．において「委託契約」といいます。） 

（イ）契約期間 

契約期間は契約締結日から平成24年５月末日までとし、有効期間満了の３ヶ月前までに当事者のいずれ

か一方から文書による別段の申出がなされなかったときは、従前と同一の条件にて自動的に２年間延長す

るものとし、その後も同様とします。なお、本書の日付現在、委託契約は期間延長されています。 

 

（ロ）解約及び失効に関する事項 

（ⅰ）本投資法人及び機関の運営に関する一般事務受託者が、その相手方に対し書面により委託契約の終了

を申し出て、当該相手方が書面をもってこれを承諾したときは、委託契約は終了するものとします。

契約の終了に当たり、本投資法人が役員会による承認手続を経る旨の書面による通知を機関の運営に

関する一般事務受託者に行ったときは、当該承諾の効力発生時は、当該承認手続の完了時とします。

この場合、本投資法人は、速やかに当該承認手続を行うものとします。 

（ⅱ）上記（ⅰ）にもかかわらず、本投資法人又は機関の運営に関する一般事務受託者は、その相手方が委

託契約に定める義務又は債務を履行しないときは、その相手方に相当の期間を定めて催告した上、当

該期間内に履行がないときは委託契約を解除することができるものとします。 

（ⅲ）本投資法人においては機関の運営に関する一般事務受託者が、機関の運営に関する一般事務受託者に

おいては本投資法人又はその資産運用会社が以下に掲げる事項に該当したときは、催告その他の手続

を要せず即時委託契約を解除することができるものとします。 

（ａ）解散原因の発生又は破産手続開始、特別清算開始、会社更生手続開始若しくは民事再生手続開始そ

の他これらに準じる倒産手続開始の申立てがあったとき 

（ｂ）支払停止、手形交換所における取引停止処分、又は、差押、仮差押、仮処分、強制執行若しくは滞

納処分を受けたとき 

 

（ハ）契約内容の変更 

委託契約の内容が法令の変更又は本投資法人及び機関の運営に関する一般事務受託者の一方若しくは双

方の事情の変更によりその履行に支障をきたすに至ったとき、又はそのおそれのあるときは、双方協議の

上これを改定することができるものとします。 

 

Ｃ．投資主名簿等管理人（三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社）との間の一般事務委託（投資口事務代行）契約（以下

本Ｃ．において「委託契約」といいます。） 

（イ）契約期間 

契約期間は契約締結日から平成24年５月末日までとし、有効期間満了の３ヶ月前までに当事者のいずれ

か一方から文書による別段の申出がなされなかったときは、従前と同一の条件にて自動的に２年間延長す

るものとし、その後も同様とします。なお、本書の日付現在、委託契約は期間延長されています。 

 

（ロ）解約及び失効に関する事項 

（ⅰ）本投資法人及び投資主名簿等管理人間の文書による解約の合意があった場合には、合意によって指定

したときから失効するものとします。 
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（ⅱ）以下の（ａ）乃至（ｃ）に掲げる事由が生じた場合、相手方が行う文書による解約の通知により委託

契約は失効するものとします。この場合、委託契約は（ａ）及び（ｂ）の場合においては解約の通知

において指定する日、（ｃ）の場合においては解約の通知において指定する日（ただし、通知到達の

日から１ヶ月以上経過した日とします。）又は上場廃止のいずれか遅い日に、それぞれ失効するもの

とします。なお、（ｂ）の場合において投資主名簿等管理人が発する解約の通知は、本投資法人の投

資主名簿等管理人に対する直近の届出住所に通知することにより、通常到達すべきときに到達したも

のとします。 

（ａ）本投資法人又は投資主名簿等管理人の会社更生手続、民事再生手続、破産手続、特別清算手続の

各々の開始の申立て（その後の法律改正により新たな倒産手続が創設された場合、当該手続開始申

立てを含みます。）及び手形交換所の取引停止処分がなされた場合 

（ｂ）本投資法人が投資主名簿等管理人への住所変更の届出を怠る等、本投資法人の責めに帰すべき事由

により、本投資法人が所在不明となった場合 

（ｃ）本投資法人の投資口の金融商品取引所における上場の廃止 

（ⅲ）本投資法人又は投資主名簿等管理人のいずれか一方が委託契約に重大な違反をした場合は、相手方が

当該通知において指定する日をもって失効するものとします。 

 

（ハ）契約内容の変更 

委託契約の内容が法令の変更又は本投資法人及び投資主名簿等管理人の一方若しくは双方の事情の変更

によりその履行に支障をきたすに至ったとき、又はそのおそれのあるときは、双方協議の上これを改定す

ることができるものとします。 

 

Ｄ．会計帳簿作成事務等受託者（税理士法人平成会計社）との間の一般事務委託契約（以下本Ｄ．において「委

託契約」といいます。） 

（イ）契約期間 

契約期間は委託契約締結日から平成24年５月末日までとします。ただし、期間満了３ヶ月前までに双方

いずれからも文書による別段の申出がないときは、委託契約は従前と同一の条件にてさらに１年間自動的

に延長されるものとし、以後も同様とします。なお、本書の日付現在、委託契約は期間延長されていま

す。 

 

（ロ）解約に関する事項 

（ⅰ）契約を解約する場合は、双方いずれかの一方から相手方に対し、その３ヶ月前までに文書により通知

するものとします。 

（ⅱ）上記（ⅰ）にもかかわらず、本投資法人及び会計帳簿作成事務等受託者は、相手方が下記に定める事

由の一つにでも該当する場合、当該相手方に対する文書による通知により、直ちに委託契約を解約す

ることができるものとします。 

（ａ）委託契約の各条項のいずれかに違背し、かつ、かかる不履行が委託契約の継続に重大な支障を及ぼ

すと認められる場合 

（ｂ）破産手続開始、民事再生手続開始、特別清算開始その他のこれらに準じる倒産手続開始の申立てが

なされたとき又は手形交換所の取引停止処分が生じたとき 

 

（ハ）契約内容の変更 

本投資法人及び会計帳簿作成事務等受託者は、互いに協議し合意の上、委託契約の各条項の定めを変更

することができるものとします。変更に当たっては関係法令を遵守するとともに本規約との整合性に配慮

するものとし、書面をもって行うものとします。 

 

Ｅ．資産保管会社（三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社）との間の資産保管業務委託契約（以下本Ｅ．において「委託

契約」といいます。） 

（イ）契約期間 

委託契約の有効期間は、本投資法人が投信法第187条の規定に基づいて登録を受けた日から平成24年５

月末日までとします。ただし、かかる有効期間の満了予定日の３ヶ月前までに、本投資法人又は資産保管

会社のいずれか一方からその相手方に対し書面による申出がなされなかったときは、さらに２年間延長さ

れるものとし、以後も同様とします。なお、本書の日付現在、委託契約は期間延長されています。 
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（ロ）解約に関する事項 

（ⅰ）本投資法人及び資産保管会社が、その相手方に対し書面により委託契約の終了を申し出て、当該相手

方が書面をもってこれを承諾したときは、委託契約は終了するものとします。契約の終了に当たり、

本投資法人が役員会による承認手続を経る旨の書面による通知を資産保管会社に行ったときは、当該

承諾の効力発生時は、当該承認手続の完了時とします。この場合、本投資法人は、速やかに当該承認

手続を行うものとします。 

（ⅱ）上記（ⅰ）にもかかわらず、本投資法人又は資産保管会社は、その相手方が委託契約に定める義務又

は債務を履行しないときは、その相手方に相当の期間を定めて催告した上、当該期間内に履行がない

ときは委託契約を解除することができるものとします。 

（ⅲ）本投資法人においては資産保管会社が、資産保管会社においては本投資法人又はその資産運用会社が

以下に掲げる事項に該当したときは、催告その他の手続を要せず即時委託契約を解除することができ

るものとします。 

（ａ）解散原因の発生又は破産手続開始、特別清算開始、会社更生手続開始若しくは民事再生手続開始そ

の他これらに準じる倒産手続開始の申立てがあったとき 

（ｂ）支払停止、手形交換所における取引停止処分、又は、差押、仮差押、仮処分、強制執行若しくは滞

納処分を受けたとき 

 

（ハ）契約内容の変更 

本投資法人及び資産保管会社は、互いに協議の上、投信法その他の本投資法人又は資産保管会社に適用

がある法令、規則、通達、通知、ガイドライン、行政指導、決定、命令等を遵守して、委託契約の各条項

の定めを変更することができるものとします。 

 

Ｆ．第１回無担保投資法人債に関する一般事務受託者（三井住友信託銀行株式会社）との間の財務及び発行・支

払代理契約（以下本Ｆ．において「代理契約」といいます。）

（イ）契約期間

期間の定めはありません。

 

（ロ）解約に関する事項

本投資法人及びその役員が、暴力団員等（注）に該当し、下記（ⅰ）乃至（ⅴ）のいずれかに該当し、

又は将来においてこれらに該当した場合、下記（ⅰ）乃至（ⅴ）に該当しないことにつき虚偽の申告をし

たことが判明した場合、又は、本投資法人が、自ら又は第三者を利用して、次の（ⅵ）乃至（ⅹ）のいず

れかに該当する行為をした場合には、一般事務受託者は、その裁量により直ちに代理契約を解除し得る権

利を留保しています。

（ⅰ）暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること

（ⅱ）暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること

（ⅲ）自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもってするな

ど、不当に暴力団員等を利用していると認められる関係を有すること

（ⅳ）暴力団員等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係を

有すること

（ⅴ）役員又は経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有すること

（ⅵ）暴力的な要求行為

（ⅶ）法的な責任を超えた不当な要求行為

（ⅷ）取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為

（ⅸ）風説を流布し、偽計を用い又は威力を用いて相手方の信用を毀損し、又は相手方の業務を妨害する行

為

（ⅹ）その他（ⅵ）乃至（ⅸ）に準ずる行為
（注）暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、

社会運動等標ぼうゴロ又は特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずるものをいいます。 

 

（ハ）契約内容の変更

代理契約に変更の必要が生じたときは、本投資法人及び一般事務受託者は、その都度、相互にこれに関

する協定をするものとします。
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Ｇ．特定関係法人（東急住宅リース株式会社）とのマスターリース兼プロパティ・マネジメント契約 

本投資法人は、東急住宅リース株式会社とマスターリース兼プロパティ・マネジメント契約について、

基本合意書の締結及びその保有資産ごとに個別契約を締結しています。 

（イ）契約期間 

契約期間については、前記「第一部 ファンド情報／第１ ファンドの状況／５ 運用状況／（２）投

資資産／③その他投資資産の主要なもの／Ｃ．主要なテナントの概要」をご参照ください。 

 

（ロ）解約に関する事項 

本投資法人は、下記（ⅰ）乃至（ⅻ）の一つに該当する事由が生じた場合には、マスターリース兼プロ

パティ・マネジメント会社（以下「ML兼PM」といいます。）に対する書面による通知をもって、本基本合

意書及び各ML兼PM契約を解約することができるものとします。但し、(ⅺ)及び第(ⅻ)に該当する事由のみ

が発生している場合には、対応するML兼PM契約のみを解約することができるものとする。 

(ⅰ) ML兼PMが本件関連契約に定める本投資法人に対する義務につき重大な不履行に陥り、その是正を求め

る本投資法人の書面による催告を受領した後、20日以内にかかる不履行が治癒されなかった場合 

(ⅱ) ML兼PMについて、支払停止若しくは手形交換所における取引停止処分、又は破産手続開始、会社更生

手続開始、特別清算開始若しくは民事再生手続開始の申立その他類似の手続が開始した場合 

(ⅲ) ML兼PMの重要な財産に対する仮差押、仮処分又は差押の命令の申立がなされた場合、その他ML兼PMの

財務・営業状況に著しい悪影響を及ぼす又はそのおそれがあると本投資法人が合理的に認める事由が

生じた場合 

(ⅳ) ML兼PMの行為が著しく不合理又は不適切な行為であると本投資法人が合理的に認めた場合 

(ⅴ) ML兼PMについて解散の決定がなされた場合、又は解散命令が下された場合 

(ⅵ) ML兼PMについて、その信用を著しく失墜する事実が生じた場合 

(ⅶ) 本投資法人又はアセット・マネジャーが、ML兼PMの業務執行体制、業務執行状況、業務改善状況等に

鑑み、ML兼PMに本物件のプロパティ・マネジメント業務を委託することが困難であると判断した場合 

(ⅷ) ML兼PMが明らかに不適任又は不誠実であり、業務を的確に遂行していない場合 

(ⅸ) 資産運用業務委託契約が終了した場合 

(ⅹ) ML兼PMが暴力団等反社会的勢力(別紙3において定義する。)であることが判明した場合又はML兼PMが自

ら又は第三者を利用して暴力的な行為等を行ったことが判明した場合。 

(ⅺ) 本物件が第三者に売却等処分された場合 

(ⅻ) 1ヶ月間の予告期間をもって、通知した場合。なお、建物総合管理業務の部分解約も可能とする 

 

（ハ）契約変更に関する事項 

本投資法人、ML兼PM及び本運用会社の書面による同意による場合に限り、変更又は修正することができ

る。 

 

⑤ 公告の方法 

本投資法人の公告は、日本経済新聞に掲載する方法により行うものとします（本規約第４条）。 
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２【利害関係人との取引制限】

（１）利害関係人との取引制限 

資産運用会社が登録投資法人の委託を受けて当該登録投資法人の資産の運用を行う場合において、当該登録投

資法人と当該資産運用会社の利害関係人等との間で（ⅰ）有価証券の取得若しくは譲渡、（ⅱ）有価証券の貸

借、（ⅲ）不動産の取得若しくは譲渡又は（ⅳ）不動産の貸借が行われることとなるときは、当該資産運用会社

は、当該登録投資法人の資産に及ぼす影響が軽微なものとして投信法施行規則で定める取引を除き、あらかじ

め、当該登録投資法人の同意を得なければならないものとされており、執行役員は、かかる同意を与えるために

は、役員会の承認を受けなければならないものとされています（投信法第201条の２、第193条第１項第１号乃至

第４号、投信法施行規則第245条の２）。 

また、本資産運用会社は、法令の定めるところにより、その親法人等又は子法人等が関与する行為に関し、以

下のとおりの禁止行為が定められています（金商法第44条の３第１項、投信法第223条の３第３項）。なお、

「親法人等」とは、資産運用会社の総株主等の議決権の過半数を保有していることその他の資産運用会社と密接

な関係を有する法人その他の団体として政令で定める要件に該当する者をいい（金商法第31条の４第３項）、

「子法人等」とは、資産運用会社が総株主等の議決権の過半数を保有していることその他の資産運用会社と密接

な関係を有する法人その他の団体として政令で定める要件に該当する者をいいます（金商法第31条の４第４

項）。 

① 通常の取引の条件と異なる条件であって取引の公正を害するおそれのある条件で、本資産運用会社の親法人

等又は子法人等と有価証券の売買その他の取引、店頭デリバティブ取引又は対象資産の売買その他の取引を

行うこと（金商法第44条の３第１項第１号、投信法第223条の３第３項、投信法施行令第130条第２項）。 

② 本資産運用会社との間で金商法第２条第８項各号に掲げる行為に関する契約を締結することを条件としてそ

の親法人等又は子法人等がその顧客に対して信用を供与していることを知りながら、当該顧客との間で当該契

約を締結すること（金商法第44条の３第１項第２号、投信法第223条の３第３項）。 

③ 本資産運用会社の親法人等又は子法人等の利益を図るため、その行う投資運用業に関して運用の方針、運用

財産の額若しくは市場の状況に照らして不必要な取引を行うことを内容とした運用を行うこと（金商法第44条

の３第１項第３号、投信法第223条の３第３項）。 

④ 上記①乃至③に掲げるもののほか、本資産運用会社の親法人等又は子法人等が関与する行為であって投資者

の保護に欠け、若しくは取引の公正を害し、又は金融商品取引業の信用を失墜させるおそれのあるものとして

内閣府令で定める行為（金商法第44条の３第１項第４号、金商業等府令第153条、投信法第223条の３第３項、

投信法施行規則第267条）。 

なお、本資産運用会社は、上記の法令上の制約に加え、自主ルールとして、利害関係者取引規程において、本

資産運用会社が本投資法人のために本資産運用会社の利害関係者との間で取引を行う場合に遵守すべきルールを

定めています。詳細については、前記「第一部 ファンド情報／第１ ファンドの状況／１ 投資法人の概況／

（４）投資法人の機構／④利害関係者との取引」をご参照ください。 

 

（２）利益相反のおそれがある場合の書面の交付 

本資産運用会社は、本投資法人と自己又はその取締役若しくは執行役、資産の運用を行う他の投資法人、利害

関係人等その他の投信法施行令で定める者との間における特定資産（投信法に定める指定資産及び投信法施行規

則で定めるものを除きます。以下本（２）において同じ。）の売買その他の投信法施行令で定める取引が行われ

たときは、投信法施行規則で定めるところにより、当該取引に係る事項を記載した書面を本投資法人、資産の運

用を行う他の投資法人（当該特定資産と同種の資産を投資の対象とするものに限ります。）その他投信法施行令

で定める者に対して交付しなければなりません（投信法第203条第２項）。ただし、本資産運用会社は、かかる

書面の交付に代えて投信法施行令で定めるところにより、本投資法人、資産の運用を行う他の投資法人（当該特

定資産と同種の資産を投資の対象とするものに限ります。）その他投信法施行令で定める者の承認を得て、当該

書面に記載すべき事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって投信

法施行規則に定めるものにより提供することができます（投信法第203条第４項、第５条第２項）。 
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（３）資産の運用の制限 

本投資法人は、Ａ．本投資法人の執行役員又は監督役員、Ｂ．本投資法人の資産の運用を行う資産運用会社、

Ｃ．本投資法人の執行役員又は監督役員の親族（配偶者並びに二親等以内の血族及び姻族に限ります。）、Ｄ．

本投資法人の資産の運用を行う資産運用会社の取締役、会計参与（会計参与が法人である場合には、その職務を

行うべき社員を含みます。）、監査役若しくは執行役若しくはこれらに類する役職にある者又は使用人との間で

原則として以下の①乃至⑤に掲げる行為を行ってはなりません（投信法第195条、第193条、投信法施行令第116

条乃至第118条）。 

① 有価証券の取得又は譲渡 

② 有価証券の貸借 

③ 不動産の取得又は譲渡 

④ 不動産の貸借 

⑤ 宅地の造成又は建物の建築を自ら行うことに係る取引等以外の特定資産に係る取引 

 
 

（４）利害関係人等との取引状況 

① 資産の取得 

運用資産の取得につき、利害関係人等より取得した資産が含まれています。運用資産の概要は、前記「第

一部 ファンド情報／第１ ファンドの状況／５ 運用状況／（２）投資資産／③その他投資資産の主要な

もの／Ａ.運用資産の概要」をご参照ください。なお、本①において、利害関係人等とは、投信法施行令第

123条に定める利害関係人等、その他一般社団法人投資信託協会の投資信託及び投資法人に係る運用報告書

等に関する規則第26条第１項第27号に規定される本資産運用会社の利害関係人等をいいます。（以下「②賃

貸借及びＰＭ業務の委託」及び「③利害関係人等との取引状況」において同じ。）。 

② 賃貸借及びＰＭ業務の委託 

運用資産につき、いずれも信託受託者と利害関係人等との間でマスターリース兼プロパティマネジメント

契約を締結しています。運用資産の概要は、前記「第一部 ファンド情報／第１ ファンドの状況／「５ 

運用状況／（２）投資資産／③その他投資資産の主要なもの／Ａ.運用資産の概要／（チ）運用資産の個別

資産毎の概要」をご参照ください。なお、マスターリース契約はいずれもパス・スルー型のマスターリース

であり、実質的、経済的な取引関係ではないことから、後記Ｃ．には記載していません。 

③ 利害関係人等との取引状況 

Ａ．取引状況 

該当事項はありません。

Ｂ．支払手数料等 

当期における利害関係人等への支払手数料等は以下のとおりです。 

区 分 
支払手数料等 

総額Ａ 
（千円） 

利害関係人等との取引内訳 総額に対する
割合 
Ｂ／Ａ 
（％） 

支払先 
支払額Ｂ 
（千円） 

物件管理委託費 601,432 

東急住宅リース株式会社 331,163 55.1 

株式会社ティエスコミュニティー 22,970 3.8 

株式会社東急コミュニティー 3,370 0.6 

募集関連費 168,957 
東急リバブル株式会社 1,367 0.8 

株式会社東急リゾートサービス 441 0.3 

その他管理費 149,762 
株式会社東急スポーツオアシス 7,339 4.9 

株式会社ティエスコミュニティー 2,666 1.8 

 
Ｃ．その他利害関係人等への主な支払金額 

株式会社東急ホームズ        34,808千円（修繕工事） 

株式会社イーウェル          2,354千円（システム利用料等） 

株式会社ティエスコミュニティー    1,408千円（修繕工事） 

株式会社東急ＴＣフォーラム       695千円（会場使用料） 

株式会社東急コミュニティー       252千円（修繕工事） 
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３【投資主・投資法人債権者の権利】

（１）投資主の権利 

投資主が有する主な権利の内容及び行使手続の概要は以下のとおりです。 

① 投資口の処分権 

投資主は投資口を自由に譲渡することができます（投信法第78条１項）。本投資口については、投資主は、口

座管理機関に対して振替の申請を行い、譲渡人の口座から譲受人の口座に本投資口の振替が行われることによ

り、本投資口の譲渡を行うことができます（振替法第228条、第140条）。ただし、本投資口の譲渡は、本投資口

を取得した者の氏名又は名称及び住所を投資主名簿に記載し、又は記録しなければ、本投資法人に対抗すること

ができません（投信法第79条第１項）。なお、投資主名簿の記載又は記録は、総投資主通知により行われます

（振替法第228条、第151条第１項、第152条第１項）。 

 

② 投資証券交付請求権 

本投資口については、本投資法人は投資証券を発行することができません（振替法第227条第１項）。ただ

し、投資主は、振替機関である保管振替機構が振替機関の指定を取り消された場合若しくは当該指定が効力を失

った場合であって振替機関である保管振替機構の振替業を承継する者が存しない場合、又は本投資口が振替機関

によって取り扱われなくなった場合は、本投資法人に対して、投資証券の発行を請求することができます（振替

法第227条第２項）。 

 

③ 金銭の分配を受ける権利 

投資主は、投信法及び本規約に定められた金銭の分配方針に従って作成された金銭の分配に係る計算書に従

い、金銭の分配を受ける権利を有しています（投信法第77条第２項第１号）。金銭の分配方針に関しては前記

「第一部 ファンド情報／第１ ファンドの状況／２ 投資方針／（３）分配方針」をご参照ください。 

 

④ 残余財産の分配を受ける権利 

本投資法人が解散し、清算される場合、投資主は、各投資主の有する投資口の口数に応じて残余財産の分配を

受ける権利を有しています（投信法第77条第２項第２号）。 

 

⑤ 投資主総会における議決権（投信法第77条第２項第３号） 

投信法又は本規約により定められる一定の事項は、投資主より構成される投資主総会で決議されます（投信法

第89条）。投資主は投資口１口につき１個の議決権を有しています（投信法第94条第１項、会社法第308条第１

項）。投資主総会においては、原則として出席した投資主の議決権の過半数をもって決議されますが（本規約第

11条第１項）、本規約の変更その他一定の重要事項に関しては、発行済投資口の総口数の過半数の投資口を有す

る投資主が出席した投資主総会において、出席した当該投資主の議決権の３分の２以上に当たる多数により決議

されなければなりません（投信法第140条等、第93条の２第２項）。 

本投資法人は一定の日（以下「基準日」といいます。）を定めて、基準日において投資主名簿に記載され、又

は記録されている投資主をその権利を行使することができる者と定めることができます（投信法第77条の３第２

項）。本投資法人は直前の決算期から３ヶ月以内に投資主総会を開催する場合、当該決算期の最終の投資主名簿

に記載又は記録された投資主をもって当該投資主総会において権利を行使することができる投資主とします（本

規約第15条第１項）。ただし、本投資法人は、必要があるときは、役員会の決議により定め、あらかじめ公告す

る一定の日における最終の投資主名簿に記載又は記録された投資主をもって投資主総会において権利を行使する

ことができる投資主とすることができます（本規約第15条第２項）。 

投資主は、投資主総会に出席する代わりに書面によって議決権を行使することも可能です（投信法第90条の２

第２項）。また、投資主総会に出席しない投資主は、本投資法人の承諾を得て、電磁的方法によって議決権を行

使することができます（投信法第92条の２第１項及び第３項、投信法施行令第59条、投信法施行規則第157

条）。さらに、投資主は、代理人により議決権を行使することができます（投信法第94条第１項、会社法第310

条）。ただし、投資主が代理人をもって議決権を行使しようとするときは、その代理人は本投資法人の議決権を

行使することができる投資主に限られます（本規約第11条第２項）。これらの方法にかかわらず、投資主が投資

主総会に出席せず、かつ、議決権を行使しないときは、当該投資主は、その投資主総会に提出された議案（複数

の議案が提出された場合において、これらのうちに相反する趣旨の議案があるときは、当該議案のいずれをも除

きます。）について賛成するものとみなされます（投信法第93条第１項、本規約第14条第１項）。 
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⑥ その他投資主総会に関する権利 

発行済投資口の総口数の100分の３以上の口数の投資口を６ヶ月前より引続き有する投資主は、投資主総会の

目的たる事項及び招集の理由を記載した書面を執行役員に提出して投資主総会の招集を請求することができます

（投信法第90条第３項、会社法第297条第１項）。 

発行済投資口の総口数の100分の１以上の口数の投資口を６ヶ月前より引続き有する投資主は、執行役員に対

して役員会の日より８週間前に書面をもって一定の事項を投資主総会の目的となすべきことを請求することがで

きますが、その事項が投資主総会で決議すべきものでない場合はこの限りではありません（投信法第94条第１

項、会社法第303条第２項）。 

発行済投資口の総口数の100分の１の口数の投資口を６ヶ月前より引続き有する投資主は、投資主総会招集手

続及びその決議の方法を調査させるため、当該投資主総会に先立って検査役の選任を本投資法人の本店の所在地

を管轄する財務局長に請求することができます（投信法第94条第１項、会社法第306条第１項）。 

投資主は、招集の手続若しくは決議の方法が法令若しくは本規約に違反し、若しくは著しく不公正なとき、決

議の内容が本規約に違反するとき、又は、決議につき特別の利害関係を有する投資主が議決権を行使したことに

よって著しく不当な決議がなされたときは、訴えをもって投資主総会の決議の取消しを請求することができます

（投信法第94条第２項、会社法第831条）。また、投資主総会の決議が存在しない場合又は決議の内容が法令に

違反する場合には、それぞれ投資主総会の決議の不存在又は無効を確認する訴えを提起することができます（投

信法第94条第２項、会社法第830条）。 

 

⑦ 訴権等 

６ヶ月前から引続き投資口を有する投資主は、本投資法人に対して書面にて執行役員又は監督役員の責任を追

及する訴えの提起を請求することができる（投信法第116条、会社法第847条第１項）ほか、執行役員が本投資法

人の目的の範囲外の行為その他法令若しくは本規約に違反する行為を行い、又はこれらの行為をするおそれがあ

る場合において、当該行為によって本投資法人に回復することができない損害が生ずるおそれがある場合には、

当該執行役員に対してその行為をやめるよう請求することができます（投信法第109条第５項、会社法第360条第

１項）。 

執行役員及び監督役員は投資主総会に発行済投資口の総口数の過半数の投資口を有する投資主が出席し、出席

した当該投資主の議決権の過半数により解任することができます（投信法第106条）。また、執行役員又は監督

役員の職務の執行に関して不正な行為又は法令若しくは本規約に違反する重大な事実があったにもかかわらず投

資主総会において執行役員又は監督役員の解任する旨の議案が投資主総会で否決された場合には、発行済投資口

の総口数の100分の３以上の口数の投資口を６ヶ月前より引続き有する投資主は、30日以内に当該執行役員又は

監督役員の解任の訴えを提起することができます（投信法第104条第３項、会社法第854条第１項第２号）。 

発行済投資口の総口数の100分の３以上の口数の投資口を有する投資主は、本投資法人の業務の執行に関し不

正の行為又は法令若しくは本規約に違反する重大な事実があることを疑うに足りる事由があるときは、本投資法

人の業務及び財産の状況を調査させるため、本投資法人の本店の所在地を管轄する財務局長に対し、検査役の選

任の申立てをすることができます（投信法第110条）。 

投資主は、新投資口の発行が法令又は規約に違反する場合又は著しく不公正な方法により行われる場合、投資

法人に対して当該新投資口の発行をやめることを請求できるほか（投信法第84条第１項、会社法第210条）、投

資口発行について重大な法令・規約違反があった場合には、本投資法人に対して投資口発行無効確認の訴えを提

起することができます（投信法第84条第２項、会社法第828条第１項第２号及び第２項第２号）。また、投資主

は、投資口の併合が法令又は定款に違反する場合において投資主が不利益を受けるおそれがあるときは、投資法

人に対して当該投資口の併合をやめることを請求することができます（投信法第81条の２、会社法第182条の

３）。 

投資主は、本投資法人の合併が法令又は規約に違反する場合において投資主が不利益を受けるおそれがあると

きは、一定の場合を除き、投資法人に対して合併をやめることを請求することができます（投信法第150条、会

社法第784条の２、第796条の２、第805条の２）。また、投資主は、投資法人の合併手続に重大な瑕疵があった

ときには、本投資法人に対して合併無効確認の訴えを提起することができます（投信法第150条、会社法第828条

第１項第７号及び第８号並びに第２項第７号及び第８号）。 
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⑧ 帳簿閲覧権 

投資主は、理由を明らかにすることにより、本投資法人の営業時間内は、いつでも、会計の帳簿又はこれに関

する資料の閲覧又は謄写を請求することができます（投信法第128条の３第１項）。 

 

⑨ 少数投資主権の行使手続 

振替投資口に係る少数投資主権等は、投資主名簿の記載又は記録ではなく、振替口座簿の記載又は記録により

判定されることになります（振替法第228条、第154条第１項）。したがって、少数投資主権等を行使しようとす

る投資主は、保管振替機構が個別投資主通知（保管振替機構が本投資法人に対して行う、少数投資主権等を行使

しようとする投資主の氏名又は名称、保有投資口数等の通知をいいます。以下同じ。）を行うよう、投資主の口

座を開設している口座管理機関に対して申し出ることができます（振替法第228条、第154条第３項及び第１

項）。投資主は、かかる個別投資主通知が本投資法人に対して行われた後４週間が経過する日までに限り、少数

投資主権等を行使することができます（振替法第228条、第154条第２項、社債、株式等の振替に関する法律施行

令第40条）。 

 

⑩ 投資口買取請求権（投信法第149条の３、第149条の８、第149条の13） 

本投資法人が合併する場合に、合併契約承認のための投資主総会に先立って合併に反対する旨を本投資法人に

通知し、かつ、当該投資主総会において合併に反対した投資主は、本投資法人に対し自己の有する投資口を公正

な価格で買い取ることを請求することができます。 

 

⑪ 新投資口予約権無償割当（投信法第88条の４、第88条の13、第88条の14） 

投資法人が、投資主に対して新たに払込をさせないで当該投資法人の新投資口予約権の割当（以下「新投資

口予約権無償割当」といいます。）をする場合には、当該投資法人以外の投資主の有する投資口の口数に応じ

て新投資口予約権の割当を受ける権利を有します。なお、投資法人は、新投資口予約権無償割当を行う場合に

限り、新投資口予約権を発行することができます。 

 

（２）投資法人債権者の権利 

投資法人債権者が有する主な権利の内容及び行使手続の概要は以下のとおりです。 

① 投資法人債の処分権 

投資法人債券を発行する旨の定めのある投資法人債の移転は、譲渡人及び譲受人の意思表示並びに投資法人債

券を交付することにより行われます（投信法第139条の７、会社法第687条）。このうち、投資法人債券が記名式

である場合、譲受人がかかる譲渡を本投資法人に対抗するためには、譲受人の氏名又は名称及び住所を投資法人

原簿に記載又は記録することが必要となります（投信法第139条の７、会社法第688条）。これに対し、投資法人

債券が無記名式である場合、譲受人がかかる譲渡を本投資法人に対抗するためには、投資法人債券の引渡し及び

継続占有が必要となります（投信法第139条の７、会社法第688条第３項）。 

振替投資法人債については、投資法人債権者は、口座管理機関に対して振替の申請を行い、譲渡人の口座から

譲受人の口座に振替投資法人債の振替が行われることにより、当該振替投資法人債の譲渡を行うことができます

（振替法第115条、第73条）。なお、振替投資法人債については、本投資法人は、投資法人債券を発行すること

ができません（振替法第115条、第67条第１項）。ただし、投資法人債権者は、振替機関である保管振替機構が

振替機関の指定を取り消された場合若しくは当該指定が効力を失った場合であって振替機関である保管振替機構

の振替業を承継する者が存しない場合、又は当該投資法人債が振替機関によって取り扱われなくなった場合は、

本投資法人に対して、投資法人債券の発行を請求することができます（振替法第115条、第67条第２項）。 

 

② 投資法人債の元利金支払請求権 

投資法人債権者は、投資法人債の要項に従い、投資法人債の元利金の支払いを受けることができます。 

 

③ 投資法人債管理者 

本投資法人は、投資法人債を発行する場合には、投資法人債管理者を定め、投資法人債権者のために、弁済の

受領、債権の保全その他の投資法人債の管理を行うことを委託しなければなりません。ただし、各投資法人債の

金額が１億円以上である場合については、この限りではありません（投信法第139条の８ただし書）。 
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④ 投資法人債権者集会 

投資法人債権者の権利に重大な関係がある事項について、投資法人債権者の総意を決定するために、投信法等

に従って、投資法人債権者集会が設置されます。 

投資法人債権者集会における決議事項は、投信法に規定する事項及び投資法人債権者の利害に関する事項に限

られ（投信法第139条の10第２項、会社法第716条）、決議がなされた場合であっても裁判所の認可によって効力

が生じるものとされています（投信法第139条の10第２項、会社法第734条第１項）。法定の決議事項には、投資

法人債の元利金の支払いを怠った場合に期限の利益を喪失させる措置に関する事項が含まれています（投信法第

139条の10第２項、会社法第739条）。 

投資法人債権者集会は、本投資法人又は投資法人債管理者がこれを招集します（投信法第139条の10第２項、

会社法第717条）。 

各投資法人債の総額の10分の１以上に当たる投資法人債権者は、投資法人債権者集会の目的たる事項及び招集

の理由を本投資法人又は投資法人債管理者示して、当該投資法人債の投資法人債権者集会の招集を請求すること

ができます（投信法第139条の10第２項、会社法第718条）。 

 

⑤ 会社法等の社債に関する規定の準用 

投資法人債権者には、上記記述のほか、会社法の社債に関する複数の規定が準用されます（投信法第139条の

10第２項）。 
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第４【関係法人の状況】

１【資産運用会社の概況】

（１）【名称、資本金の額及び事業の内容】

① 名称 

東急不動産コンフォリア投信株式会社 

 

② 資本金の額 

200百万円（本書の日付現在） 

 

③ 事業の内容 

Ａ．金商法第２条第８項第12号イに規定する投資法人の資産の運用に係る業務 

Ｂ．金商業等府令第68条第14号に規定する不動産の管理業務 

Ｃ．宅建業法第２条第２号に規定する宅地建物取引業に係る業務 

Ｄ．宅建業法第50条の２第１項第１号に規定する取引一任代理等に係る業務 

Ｅ．金商業等府令第68条第18号に規定する投資法人の機関の運営に関する事務の受託 

Ｆ．内外の経済、産業、不動産及び有価証券に関する調査業務 

Ｇ．資産の管理・運営及び資産の流動化に関するコンサルティング 

Ｈ．出版物による投資情報提供業務 

Ｉ．有価証券その他金融資産に関する投資顧問業務 

Ｊ．不動産の売買・賃貸・仲介及び鑑定 

Ｋ．上記Ａ．乃至Ｊ．に付帯関連する一切の業務 

 

④ 会社の沿革 

主な沿革は以下のとおりです。 

平成21年10月６日     会社設立 

平成21年11月21日     宅地建物取引業者としての免許取得 

平成22年３月５日     宅建業法の取引一任代理等の認可取得 

平成22年４月８日     金商法に基づく金融商品取引業者としての登録 

（投資運用業） 

平成22年５月28日     本投資法人の設立届出 

平成22年６月14日     本投資法人との資産運用業務委託契約締結 

平成22年６月17日     一般社団法人 投資信託協会入会 

平成22年６月30日     資産運用業務開始 

平成24年６月１日     ＴＬＣリアルティマネジメント株式会社から東急不動産コンフォリア投信株式会社

へ商号変更 

平成29年４月１日（予定） 東急不動産コンフォリア投信株式会社を存続会社として東急不動産アクティビア投

信株式会社を吸収合併し、東急不動産キャピタル・マネジメント株式会社の事業の

一部を吸収分割して承継した上で、東急不動産コンフォリア投信株式会社から東急

不動産リート・マネジメント株式会社へ商号変更（注） 

（注）本資産運用会社は、本組織再編に関し、平成28年９月29日付にて東急不動産アクティビア投信株式会社との間で平成29年４

月１日を効力発生日とする吸収合併契約を締結し、また同日付けにて東急不動産キャピタル・マネジメント株式会社との間

で平成29年４月１日を効力発生日とする吸収分割契約を締結しました。 

 

⑤ 株式の総数 

（イ）発行することができる株式の総数（本書の日付現在） 

10,000株 

（ロ）発行済株式の総数（本書の日付現在） 

4,000株 

 

⑥ その他 

（イ）定款の変更 

本資産運用会社の定款を変更するためには、株主総会の特別決議が必要です（会社法第466条、第309条

第２項第11号）。 

（ロ）訴訟事件その他資産運用会社に重要な影響を及ぼすことが予想される事実 
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本書の日付現在において、本資産運用会社に関し、訴訟事件その他本資産運用会社に重要な影響を及ぼ

すことが予想される事実はありません。 

（ハ）合併等 

本資産運用会社は、本資産運用会社を存続会社として東急不動産アクティビア投信株式会社と吸収合併

契約を締結すること（以下、「本合併」といいます。）及び東急不動産キャピタル・マネジメント株式会

社と吸収分割契約を締結し、その事業の一部を承継すること（以下、「本分割」といい、本合併と併せて

「本組織再編」といいます。）を、平成28年９月29日付で決定しました。なお、本組織再編は平成29年４

月１日を予定しています。本資産運用会社は、本組織再編にあわせ、東急不動産リート・マネジメント株

式会社と商号変更する予定です。 
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⑦ 関係業務の概況 

（イ）本投資法人の資産の運用に係る業務 

（ロ）本投資法人が行う資金調達に係る業務 

（ハ）本投資法人への報告業務 

（ニ）上記（イ）乃至（ハ）に掲げる業務のほか、本投資法人及び本資産運用会社が協議の上別途合意する上

記（イ）乃至（ハ）に付随する業務 

 

（２）【運用体制】

資産運用会社の運用体制については、前記「第一部 ファンド情報／第１ ファンドの状況／１ 投資法人の

概況／（４）投資法人の機構」をご覧ください。 

 

（３）【大株主の状況】

本書の日付現在、資産運用会社の大株主の状況は以下のとおりです。 

    （本書の日付現在） 
 

名称 
住所 
(注１) 

所有株式数 
（株） 

比率（％） 
（注２） 

東急不動産株式会社 東京都渋谷区道玄坂一丁目21番２号 4,000 100.0 

(注１) 本店の所在地を記載しています。 

(注２) 「比率」は、発行済株式総数に対する当該株主の所有株式数の比率を表しています。 

 

（４）【役員の状況】

本書の日付現在、本資産運用会社の役員の状況は以下のとおりです。 

    （本書の日付現在）  
 

役職名 氏名 主要略歴 
所有株式数 

（株） 

代表 

取締役 
遠又 寛行 

昭和58年４月 東急不動産株式会社 入社 

－ 

平成８年４月 同 住宅事業本部 課長 

平成14年４月 同 経営企画部 課長 

平成19年４月 同 資産活用事業本部 課長 

平成20年４月 同 資産活用事業本部 アセットソリューション第二部   

部長 

平成21年４月 同 事業企画室 室長 

  同年10月 同 アセット企画推進本部 企画管理部 部長 

  同年10月 ＴＬＣリアルティマネジメント株式会社（現 東急不動産

コンフォリア投信株式会社）出向 

代表取締役（現任） 

平成22年６月 コンフォリア・レジデンシャル投資法人 

執行役員（現任） 

平成27年４月 東急不動産株式会社 執行役員（現任） 

取締役 

投資運用 

部長 

伊澤 毅洋 

平成３年４月 東急不動産株式会社 入社 

－ 

平成16年４月 同 資産活用事業本部 課長 

平成20年10月 東急リアル・エステート・インベストメント・マネジメン

ト株式会社 出向 

平成24年３月 同 資産運用第一部 担当部長 

平成24年４月 東急不動産キャピタル・マネジメント株式会社 出向 資

産運用第三部長 

平成25年４月 東急不動産株式会社 ビル事業本部 課長 

平成25年９月 東急不動産コンフォリア投信株式会社 出向 投資運用部

長 

平成28年４月 同 取締役投資運用部長（現任） 
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役職名 氏名 主要略歴 
所有株式数 

（株） 

取締役 

(非常勤) 
田中 雄太郎 

平成元年４月 東急不動産株式会社 入社 

－ 

平成13年７月 東急リアル・エステート・インベストメント・マネジメン

ト株式会社 出向 

平成18年11月 同 資産開発部長 

平成19年６月 同 執行役員 資産開発部長 

平成21年４月 東急不動産キャピタル・マネジメント株式会社 出向 

平成22年４月 同 資産運用第二部長 

平成24年４月 同 資産運用第一部長 

平成25年４月 同 投資開発部長兼投資営業部長 

  同年10月 同 投資開発部長 

平成26年４月 同 執行役員 投資開発部長 

平成27年４月 東急不動産株式会社 都市事業ユニット 事業戦略部 統括

部長（現任） 

  同年４月 東急不動産コンフォリア投信株式会社 取締役（非常勤・

現任） 

  同年４月 東急不動産キャピタル・マネジメント株式会社 取締役

（非常勤・現任） 

  同年４月 

 

東急不動産アクティビア投信株式会社 取締役（非常勤・

現任） 

平成28年６月 株式会社新宿アイランド 取締役（非常勤・現任） 

取締役 
(非常勤) 

玉利 忠士 

平成２年４月 東急不動産株式会社 入社 

－ 

平成15年４月 同 住宅事業本部 課長 

平成24年４月 同 住宅事業本部 マンション開発第二部 統括部長 

平成26年４月 同 住宅事業ユニット 首都圏住宅事業本部 マンション 

  事業第三部 統括部長 

平成28年４月 同 都市事業ユニット 投資マネジメント事業本部 投資 

  企画部 統括部長（現任） 

  同年４月 東急不動産コンフォリア投信株式会社 取締役 

（非常勤・現任） 

監査役 
(非常勤) 

山口 朗 
（注） 

昭和57年４月 東急不動産株式会社 入社 

－ 

平成９年４月 同 都市事業本部 課長 

平成11年10月 都市基盤整備公団 出向 

平成15年４月 東急不動産株式会社 コンプライアンス部 課長 

平成20年４月 同 内部監査室 室長 

  同年４月 東急不動産キャピタル・マネジメント株式会社 

監査役（非常勤・現任） 

平成21年10月 ＴＬＣリアルティマネジメント株式会社（現 東急不動産

コンフォリア投信株式会社） 監査役 

（非常勤・現任） 

平成22年11月 ＴＬＣタウンシップ株式会社（現 東急不動産アクティビ

ア投信株式会社） 監査役 

（非常勤・現任） 

平成23年４月 東急不動産株式会社 内部監査部 統括部長 

平成25年10月 東急不動産ホールディングス株式会社 内部監査部長 

  同年10月 東急不動産株式会社 内部監査部長 

平成26年４月 東急不動産ホールディングス株式会社 内部監査部 統括

部長 

  同年４月 東急不動産株式会社 内部監査部 統括部長（現任） 

平成28年４月 東急不動産ホールディングス株式会社 グループ内部監査

部 統括部長（現任） 
 

（注）監査役 山口朗氏は、上記記載のほか現在下記の会社の非常勤監査役（非常勤監事）に就任しています。 
株式会社東急ホームズ、東急ステイ株式会社、東急ステイサービス株式会社、株式会社石勝エクステリア、株式会社イーウェル、
株式会社東急スポーツオアシス、株式会社ウェルネス広島、株式会社日本住情報交流センター、株式会社東急イーライフデザイ
ン、東急不動産ＳＣマネジメント株式会社、玉原東急リゾート株式会社、勝山高原開発株式会社、佐倉ゴルフ開発株式会社、Ｐ
Ｔ．ＴＯＫＹＵ・ＬＡＮＤ・ＩＮＤＯＮＥＳＩＡ、株式会社アルベログランデ、医療法人社団愛和会（監事）、東急不動産ローン
保証株式会社、株式会社東急リゾートサービス、株式会社石勝グリーンメンテナンス、ＴＨハウジング株式会社、Pacific
Islands Development Corp. 
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（５）【事業の内容及び営業の概況】

① 事業の内容 

本資産運用会社は、金商法に定める投資運用業（金商法第２条第８項第12号イに定める行為に係る業務に限り

ます。）を営む者として本投資法人のための資産運用に関する業務を行っています。 

 

② 営業の概況 

本書の日付現在、本資産運用会社が資産の運用を行う投資法人又は運用の指図を行う投資信託財産は、本投資

法人のみです。 

 

③ 関係業務の概況 

資産運用会社としての業務 

 

Ａ．本投資法人の資産の運用に係る業務 

（イ）本資産運用会社は、本投資法人を代理し、又は本投資法人のための媒介業務として、運用資産となるべ

き有価証券又は不動産の取得、運用資産である有価証券又は不動産の譲渡、不動産の貸借、不動産の管理

の委託、その他、本投資法人の資産の運用に係る業務を行います。 

（ロ）本資産運用会社は、本投資法人を代理して運用資産の所有者又は保有者若しくは名義人として行うべき

資産の管理・運営に係る業務を行います。 

Ｂ．本投資法人が行う資金調達に係る業務 

（イ）本資産運用会社は、本投資法人のために、本投資法人が行う投資証券及び投資法人債券の発行並びに借

入れその他の資金調達の手段、調達額及び調達時期の決定に関する業務を行います。 

（ロ）本資産運用会社は、本投資法人のために、本投資法人が行う投資証券及び投資法人債券の発行並びに借

入れその他の資金調達における調達先の選定に関する業務を行います。 

（ハ）本資産運用会社は、本投資法人のために、本投資法人が行う投資証券及び投資法人債券の発行並びに借

入れその他の資金調達における調達条件（適用金利、担保設定、制限条項等を含みますがこれらに限られ

ません。）の決定に関する業務を行います。 

（ニ）本資産運用会社は、本投資法人のために、本投資法人が行う投資証券及び投資法人債券の発行並びに借

入れその他の資金調達の実行に関する業務を行います。 

（ホ）本資産運用会社は、本投資法人のために、本投資法人に関する情報の適時開示その他のＩＲ活動を行い

ます。 

（ヘ）本資産運用会社は、本投資法人のために、上記各号に関連するその他の業務を行います。 

Ｃ．本投資法人への報告業務 

（イ）本資産運用会社は、金商法その他の法令に定めるところに従い、本投資法人の決算期毎に、運用資産の

運用の結果を、本投資法人に報告するものとします。 

（ロ）本資産運用会社は、資産運用業務委託契約が有効に存続する限り、以下に従って本投資法人に情報を提

供します。 

（ⅰ）運用資産の運用に関して、別途本投資法人及び本資産運用会社の合意する様式及び内容により運用計

画を適時本投資法人に対し提示します。 

（ⅱ）本投資法人の求めがある場合には、随時、委託業務の状況について説明します。ただし、運用資産に

係る個別の取引の執行理由について報告する義務はありません。 

（ⅲ）投信法第203条第１項に基づき、本投資法人と本資産運用会社とが別途合意する日を初回とし、３ヶ

月毎に、同項に定める書面を本投資法人に交付します。 

（ⅳ）投信法第203条第２項に該当する取引が行われた場合は、同項に定める書面を本投資法人その他の法

令で定められた者に交付します。 

Ｄ．上記Ａ．乃至Ｃ．に掲げる業務のほか、本投資法人及び本資産運用会社が協議の上別途合意する上記Ａ．乃

至Ｃ．に付随する業務 

 

④ 資本関係 

該当事項はありません。 

 

⑤ 役員の兼職関係 

本資産運用会社の代表取締役である遠又寛行は、本投資法人の執行役員及び本資産運用会社の代表取締役並び

に東急不動産株式会社の執行役員を兼務しています。 
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２【その他の関係法人の概況】

Ａ．機関の運営に関する一般事務受託者 

（１）名称、資本金の額及び事業の内容 

① 名称 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

 

② 資本金の額 

324,279百万円（平成28年３月31日現在） 

 

③ 事業の内容 

銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営等に関する法律（昭和18年法律第43号。そ

の後の改正を含みます。以下「兼営法」といいます。）に基づき信託業務を営んでいます。 

 

（２）関係業務の概要 

機関の運営に関する一般事務受託者としての業務 

投資主総会の運営に関する事務 

役員会の運営に関する事務 

 

（３）資本関係 

該当事項はありません。 

 

Ｂ．投資主名簿等管理人 

（１）名称、資本金の額及び事業の内容 

① 名称 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

 

② 資本金の額 

324,279百万円（平成28年３月31日現在） 

 

③ 事業の内容 

銀行法に基づき銀行業を営むとともに、兼営法に基づき信託業務を営んでいます。 

 

（２）関係業務の概要 

投資主名簿等管理人としての業務 

①投資主名簿及び投資法人債原簿並びにこれらに付属する帳簿の作成、管理及び備置その他の投資主名簿及び

投資法人債原簿に関する事務（ただし、投資法人債原簿に関する事務は本投資法人が投資口事務代行業務受

託者に別途委託するものに限ります。） 

②以下の帳簿その他の投信法及び投信法施行規則の規定により作成及び保管しなければならない帳簿書類の作

成、管理及び備置に関する事務（ただし、該当する事務が生じていない場合を除きます。） 

分配利益明細簿、投資証券台帳、投資証券不発行管理簿、投資証券払戻金額帳、未払分配利益明細簿、未払

払戻金明細簿 

③投資口の名義書換、質権の登録又は抹消及び信託財産の表示又は抹消に関する事務 

④振替機関等により通知される総投資主通知その他の通知の受理及びその処理に関する事務 

⑤投資証券不所持並びに投資証券の発行（投資口の併合又は分割に際しての投資証券の発行を含みます。）又

は返還請求の処理等に関する事務 

⑥投資主等の氏名及び住所の登録並びに変更の登録に関する事務 

⑦上記①乃至⑥に掲げるもののほか、投資主等の提出する届出の受理に関する事務 

⑧投資主総会の招集通知、発送及び議決権行使書又は委任状の作成及び集計に関する事務 

⑨投資主等に対して分配する金銭の支払いに関する事務 

⑩投資主等からの照会に対する応答に関する事務 

⑪投資口の統計資料並びに法令又は契約に基づく官庁、金融商品取引所、振替機関等への届出又は報告のため

の資料の作成に関する事務 

⑫投資口の募集、投資口の併合・分割その他本投資法人が臨時に指定する事務 

⑬投資主等に対する通知書、催告書及び報告書等の発送に関する事務 
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⑭投資主等の権利行使に関する請求その他の投資主等からの申出の受付けに関する事務（上記①乃至⑬の事務

に関連するものに限ります。） 

⑮上記①乃至⑭に掲げる事務に付随する印紙税等の納付に関する事務 

⑯投資主等の個人番号（「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」（平成

25年法律第27号。以下「番号法」といいます。）に定義する個人番号（以下「個人番号」といいます。））

及び法人番号（番号法に定義する法人番号をいいます。以下同じです。）の収集及び登録に関する事務 

⑰投資主等の個人番号及び法人番号の保管、利用及び廃棄又は削除に関する事務 

⑱上記①乃至⑰に掲げる事項に付随する事務 

 

（３）資本関係 

該当事項はありません。 

 

Ｃ．計算に関する一般事務受託者 

（１）名称、資本金の額及び事業の内容 

① 名称 

税理士法人平成会計社 

 

② 資本金の額 

10百万円（平成28年３月31日現在） 

 

③ 事業の内容 

税理士法に基づき税務に関する業務を営むとともに、会計事務に関する業務を営んでいます。 

 

（２）関係業務の概要 

会計帳簿作成事務等受託者としての業務 

①計算に関する事務 

②会計帳簿の作成に関する事務 

③納税に関する事務 

④上記①乃至③に付随する事務 

 

（３）資本関係 

該当事項はありません。 

 

Ｄ．資産保管会社 

（１）名称、資本金の額及び事業の内容 

① 名称 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

 

② 資本金の額 

324,279百万円（平成28年３月31日現在） 

 

③ 事業の内容 

銀行法に基づき銀行業を営むとともに、兼営法に基づき信託業務を営んでいます。 

 

（２）関係業務の概要 

 資産保管会社としての業務 

投信法第208条の規定に基づく、資産の保管に係る業務 

 

（３）資本関係 

 該当事項はありません。 
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Ｅ．投資法人債にかかる一般事務受託者 

（１）名称、資本金の額及び事業の内容 

① 名称 

三井住友信託銀行株式会社 

 

② 資本金の額 

342,037百万円（平成28年３月31日現在） 

 

③ 事業の内容 

銀行法に基づき銀行業を営むとともに、兼営法に基づき信託業務を営んでいます。 

 

（２）関係業務の概要 

投信法第117条第２号、第３号及び第６号のうち、投資法人債に関する業務 

本投資法人第１回無担保投資法人債にかかる以下の業務 

①投資法人債の発行に関する業務 

②投資法人債権者に対する利息又は償還金の支払いに関する業務 

③投資法人債原簿に関する業務 

④投資法人権者の権利行使に関する請求その他の投資法人債権者からの申出の受付に関する業務 

 

（３）資本関係 

該当事項はありません。 

 

Ｆ．特定関係法人 

（１）名称、資本金の額及び事業の内容 

① 名称 

東急不動産株式会社 

 

② 資本金の額 

57,551百万円（平成28年３月31日現在） 

 

③ 事業の内容 

不動産賃貸・不動産販売・施設運営業を営んでいます。 

 

（２）関係業務の概要 

東急不動産株式会社に係る関係業務の概要については、前記「第一部 ファンド情報／第１ ファンドの状況

／１ 投資法人の概況／（３）投資法人の仕組み／③本投資法人の関係法人及び主な関係者」をご参照くださ

い。 

 

（３）資本関係 

 該当事項はありません。 
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Ｇ．特定関係法人 

（１）名称、資本金の額及び事業の内容 

① 名称 

東急不動産ホールディングス株式会社 

 

② 資本金の額 

60,000百万円（平成28年３月31日現在） 

 

③ 事業の内容 

東急不動産株式会社を中核子会社とする東急不動産ホールディングスグループの持株会社です。 

 

（２）関係業務の概要 

東急不動産ホールディングス株式会社に係る関係業務の概要については、前記「第一部 ファンド情報／第１

ファンドの状況／１ 投資法人の概況／（３）投資法人の仕組み／③本投資法人の関係法人及び主な関係者」を

ご参照ください。 

 

（３）資本関係 

 該当事項はありません。 

 

Ｈ．特定関係法人 

（１）名称、資本金の額及び事業の内容 

① 名称 

東急住宅リース株式会社 

 

② 資本金の額 

100百万円（平成28年３月31日現在） 

 

③ 事業の内容 

不動産の施設運営業を営んでいます。 

 

（２）関係業務の概要 

東急住宅リース株式会社に係る関係業務の概要については、前記「第一部 ファンド情報／第１ ファンドの

状況／１ 投資法人の概況／（３）投資法人の仕組み／③本投資法人の関係法人及び主な関係者」をご参照くだ

さい。 

 

（３）資本関係 

 該当事項はありません。 
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第５【投資法人の経理状況】
 

１．財務諸表の作成方法について 

 本投資法人の計算期間は、本規約上、毎年２月１日から７月末日まで及び８月１日から翌年１月末日までの各６ヶ

月間としています（本規約第34条）。 

 本投資法人の財務諸表は、財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号。その後

の改正を含みます。以下「財務諸表等規則」といいます。）及び同規則第２条の規定により、投資法人計算規則に基

づいて作成しています。 

 

２．監査証明について 

 本投資法人は、金商法第193条の２第１項の規定に基づき、第12期計算期間（平成28年２月１日から平成28年７月

31日まで）の財務諸表について、新日本有限責任監査法人の監査を受けています。 

 

３．連結財務諸表について 

 本投資法人には子会社がありませんので、連結財務諸表は作成していません。 
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１【財務諸表】

（１）【貸借対照表】

    （単位：千円） 

  前期 
(平成28年１月31日) 

当期 
(平成28年７月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 5,628,757 4,665,098 

信託現金及び信託預金 4,703,318 6,071,996 

営業未収入金 7,635 6,573 

前払費用 14,293 157,975 

未収消費税等 － 89,406 

その他 9 605 

流動資産合計 10,354,013 10,991,655 

固定資産    

有形固定資産    

建物 667,564 1,876,339 

減価償却累計額 △31,715 △44,450 

建物（純額） 635,849 1,831,888 

構築物 5,927 21,514 

減価償却累計額 △661 △1,003 

構築物（純額） 5,266 20,510 

機械及び装置 － 17,687 

減価償却累計額 － △91 

機械及び装置（純額） － 17,596 

土地 431,262 2,401,273 

信託建物 64,615,063 79,162,090 

減価償却累計額 △4,551,429 △5,485,708 

信託建物（純額） 60,063,634 73,676,381 

信託構築物 821,638 1,061,875 

減価償却累計額 △143,891 △172,188 

信託構築物（純額） 677,746 889,686 

信託機械及び装置 1,081,784 1,450,501 

減価償却累計額 △119,444 △145,083 

信託機械及び装置（純額） 962,339 1,305,418 

信託工具、器具及び備品 73,815 95,377 

減価償却累計額 △23,088 △30,055 

信託工具、器具及び備品（純額） 50,726 65,321 

信託土地 85,109,790 85,109,790 

有形固定資産合計 147,936,616 165,317,869 

無形固定資産    

信託借地権 265,279 1,217,703 

その他 16,653 17,731 

無形固定資産合計 281,932 1,235,435 

投資その他の資産    

敷金及び保証金 10,129 1,507,194 

長期前払費用 602,353 826,889 

投資その他の資産合計 612,482 2,334,083 

固定資産合計 148,831,031 168,887,388 

繰延資産    

投資口交付費 45,925 51,646 

投資法人債発行費 14,883 13,509 

繰延資産合計 60,808 65,155 

資産合計 159,245,853 179,944,200 
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    （単位：千円） 

  前期 
(平成28年１月31日) 

当期 
(平成28年７月31日) 

負債の部    

流動負債    

営業未払金 270,460 476,247 

1年内返済予定の長期借入金 17,405,000 12,270,000 

未払金 32,068 90,015 

未払費用 108,810 123,705 

未払法人税等 629 7,484 

未払消費税等 45,292 － 

前受金 757,387 1,037,971 

デリバティブ債務 2,578 － 

その他 311 2,146 

流動負債合計 18,622,539 14,007,572 

固定負債    

投資法人債 3,000,000 3,000,000 

長期借入金 58,865,000 75,790,000 

預り敷金及び保証金 5,015 17,792 

信託預り敷金及び保証金 1,383,447 1,893,294 

資産除去債務 － 94,006 

その他 － 1,554 

固定負債合計 63,253,462 80,796,648 

負債合計 81,876,001 94,804,220 

純資産の部    

投資主資本    

出資総額 75,224,343 82,743,523 

剰余金    

任意積立金    

圧縮積立金 － 92,170 

任意積立金合計 － 92,170 

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 2,148,086 2,304,285 

剰余金合計 2,148,086 2,396,455 

投資主資本合計 77,372,430 85,139,979 

評価・換算差額等    

繰延ヘッジ損益 △2,578 － 

評価・換算差額等合計 △2,578 － 

純資産合計 ※１ 77,369,851 ※１ 85,139,979 

負債純資産合計 159,245,853 179,944,200 
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（２）【損益計算書】

    （単位：千円） 

 
前期 

(自 平成27年８月１日 
 至 平成28年１月31日) 

当期 
(自 平成28年２月１日 
 至 平成28年７月31日) 

営業収益    

賃貸事業収入 ※１ 4,772,679 ※１ 6,232,360 

その他賃貸事業収入 ※１ 184,435 ※１ 299,481 

不動産等売却益 ※２ 92,911 － 

営業収益合計 5,050,026 6,531,841 

営業費用    

賃貸事業費用 ※１ 1,902,989 ※１ 3,196,903 

資産運用報酬 332,987 345,066 

役員報酬 3,600 3,600 

会計監査人報酬 11,664 13,734 

資産保管手数料 5,918 5,926 

一般事務委託手数料 24,974 25,313 

その他営業費用 164,643 194,831 

営業費用合計 2,446,778 3,785,374 

営業利益 2,603,248 2,746,467 

営業外収益    

受取利息 856 1,068 

その他 48 － 

営業外収益合計 904 1,068 

営業外費用    

支払利息 338,388 309,410 

融資関連費用 83,198 94,895 

投資法人債利息 9,600 9,599 

投資法人債発行費償却 1,373 1,373 

投資口交付費償却 22,950 19,445 

営業外費用合計 455,511 434,724 

経常利益 2,148,641 2,312,810 

税引前当期純利益 2,148,641 2,312,810 

法人税、住民税及び事業税 803 7,648 

法人税等調整額 6 958 

法人税等合計 810 8,606 

当期純利益 2,147,831 2,304,204 

前期繰越利益 255 80 

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 2,148,086 2,304,285 
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（３）【投資主資本等変動計算書】

前期（自 平成27年８月１日 至 平成28年１月31日）

            （単位：千円） 

  投資主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
  

出資総額 

剰余金 

投資主資本合計 繰延ヘッジ損益 
評価・換算差
額等合計   

当期未処分利
益又は当期未
処理損失
（△） 

剰余金合計 

当期首残高 75,224,343 2,086,414 2,086,414 77,310,758 △505 △505 77,310,252 

当期変動額              

剰余金の配当   △2,086,159 △2,086,159 △2,086,159     △2,086,159 

当期純利益   2,147,831 2,147,831 2,147,831     2,147,831 

投資主資本以外の項目

の当期変動額（純額） 
        △2,073 △2,073 △2,073 

当期変動額合計 - 61,672 61,672 61,672 △2,073 △2,073 59,598 

当期末残高 
※１ 

75,224,343 
2,148,086 2,148,086 77,372,430 △2,578 △2,578 77,369,851 

 

当期（自 平成28年２月１日 至 平成28年７月31日）

                （単位：千円） 

  投資主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 

  

出資総額 

剰余金 

投資主資本合
計 

繰延ヘッ
ジ損益 

評価・換
算差額等
合計 

  任意積立金 
当期未処分
利益又は当
期未処理損
失（△） 

剰余金合計 
  

圧縮積立
金 

任意積立
金合計 

当期首残高 75,224,343 - - 2,148,086 2,148,086 77,372,430 △2,578 △2,578 77,369,851 

当期変動額                  

新投資口の発行 7,519,180         7,519,180     7,519,180 

剰余金の配当       △2,055,835 △2,055,835 △2,055,835     △2,055,835 

圧縮積立金の積立   92,170 92,170 △92,170 - -     - 

当期純利益       2,304,204 2,304,204 2,304,204     2,304,204 

投資主資本以外の項目

の当期変動額（純額） 
            2,578 2,578 2,578 

当期変動額合計 7,519,180 92,170 92,170 156,198 248,369 7,767,549 2,578 2,578 7,770,127 

当期末残高 
※１ 

82,743,523 
92,170 92,170 2,304,285 2,396,455 85,139,979 - - 85,139,979 
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（４）【金銭の分配に係る計算書】

 

区分 
前期 

（自 平成27年８月１日 
  至 平成28年１月31日） 

当期 
（自 平成28年２月１日 

   至 平成28年７月31日） 

     

Ⅰ 当期未処分利益 2,148,086,708円 2,304,285,459円 

Ⅱ 分配金の額 2,055,835,556円 2,304,092,448円 

（投資口1口当たりの分配金の額） （4,339円） （4,487円） 

Ⅲ 任意積立金 

  圧縮積立金繰入額 92,170,266円 －円 

Ⅳ 次期繰越利益 80,886円 193,011円 

分配金の額の算出方法 

 

本投資法人の規約第35条第１項に定め

る金銭の分配の方針に従い、分配金の

額は利益金額を限度とし、かつ租税特

別措置法第67条の15に規定されている

本投資法人の配当可能利益の金額の

100分の90に相当する金額を超えるも

のとしています。かかる方針により、

当期においては当期未処分利益から租

税特別措置法第66条の２で定める圧縮

積立金繰入額を控除後の概ね全額であ

る2,055,835,556円を利益分配金とし

て分配することとしました。 

なお、本投資法人の規約第35条第２項

に定める利益を超えた金銭の分配は行

いません。 

本投資法人の規約第35条第１項に定め

る金銭の分配の方針に従い、分配金の

額は利益金額を限度とし、かつ租税特

別措置法第67条の15に規定されている

本投資法人の配当可能利益の金額の

100分の90に相当する金額を超えるも

のとしています。かかる方針により、

当期においては当期未処分利益の概ね

全額である2,304,092,448円を利益分

配金として分配することとしました。 

なお、本投資法人の規約第35条第２項

に定める利益を超えた金銭の分配は行

いません。 
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（５）【キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前期 

(自 平成27年８月１日 
 至 平成28年１月31日) 

当期 
(自 平成28年２月１日 
 至 平成28年７月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益 2,148,641 2,312,810 

減価償却費 824,039 1,020,188 

融資関連費用 83,198 94,895 

投資法人債発行費償却 1,373 1,373 

投資口交付費償却 22,950 19,445 

受取利息 △856 △1,068 

支払利息 347,989 319,009 

営業未収入金の増減額（△は増加） 4,767 1,061 

前払費用の増減額（△は増加） 18,234 △141,423 

未収消費税等の増減額（△は増加） 25,624 △89,406 

未払消費税等の増減額（△は減少） 45,292 △45,292 

営業未払金の増減額（△は減少） △45,724 134,329 

未払金の増減額（△は減少） 790 811 

未払費用の増減額（△は減少） △280 15,388 

前受金の増減額（△は減少） △3,846 280,584 

信託有形固定資産の売却による減少額 2,322,939 - 

その他 4,061 1,912 

小計 5,799,196 3,924,621 

利息の受取額 856 1,068 

利息の支払額 △344,308 △319,502 

法人税等の還付額 1,742 - 

法人税等の支払額 △845 △792 

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,456,641 3,605,394 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △1,848 △3,211,892 

信託有形固定資産の取得による支出 △2,747,306 △14,956,417 

無形固定資産の取得による支出 - △3,768 

信託無形固定資産の取得による支出 - △960,990 

敷金及び保証金の回収による収入 60 - 

敷金及び保証金の差入による支出 - △1,497,065 

預り敷金及び保証金の受入による収入 759 13,815 

預り敷金及び保証金の返還による支出 △6,095 △872 

信託預り敷金及び保証金の受入による収入 149,346 753,276 

信託預り敷金及び保証金の返還による支出 △181,184 △243,243 

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,786,268 △20,107,157 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入 279,697 - 

短期借入金の返済による支出 △280,000 - 

長期借入れによる収入 1,979,684 23,382,463 

長期借入金の返済による支出 △1,700,000 △11,905,000 

投資口の発行による収入 - 7,494,013 

分配金の支払額 △2,084,204 △2,055,111 

その他 △7,108 △9,583 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,811,930 16,906,782 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 858,441 405,019 

現金及び現金同等物の期首残高 9,473,633 10,332,075 

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 10,332,075 ※１ 10,737,094 
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（６）【注記表】

〔重要な会計方針に係る事項に関する注記〕 

１．固定資産の減価償却の方

法 

（1）有形固定資産（信託財産を含みます。） 

定額法を採用しています。なお、主な有形固定資産の耐用年数は以下の 

とおりです。 

建物        2～64年 

構築物       2～64年 

機械及び装置    10～34年 

工具、器具及び備品 3～15年 

 

（2）無形固定資産（信託財産を含みます。） 

定額法を採用しています。 

 

（3）長期前払費用 

定額法を採用しています。 

２．繰延資産の処理方法 （1）投資法人債発行費 

償還までの期間にわたり定額法により償却しています。 

 

（2）投資口交付費 

３年間で均等額を月割償却しています。 

３．収益及び費用の計上基準 固定資産税等の処理方法 

保有する不動産にかかる固定資産税、都市計画税及び償却資産税等について

は、賦課決定された税額のうち当該決算期間に納税すべき額を賃貸事業費用と

して費用処理する方法を採用しています。 

なお、不動産又は不動産を信託財産とする信託受益権の取得に伴い、精算金

として譲渡人に支払った初年度の固定資産税等相当額については、費用に計上

せず当該不動産等の取得原価に算入しています。 

４．ヘッジ会計の方法 （1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっています。 

ただし、金利スワップの特例処理の要件を満たすものについては、特例処

理を採用しています。 

 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  金利スワップ 

ヘッジ対象  借入金の利息 

 

（3）ヘッジ方針 

本投資法人は、運用ガイドラインに基づき、借入金等から生じる金利変動

リスクその他のリスクをヘッジする目的でデリバティブ取引を行っていま

す。 

 

（4）ヘッジの有効性の評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動の累計とヘッジ手段のキャッシ

ュ・フローの変動の累計とを比較し、両者の変動額の比率を検証することに

より、ヘッジの有効性を評価しています。ただし、金利スワップ取引の特例

処理の要件を満たしているものについては、有効性の評価を省略していま

す。 

５．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金及び信託現金、随時引き出し可能な預金及び信託預金並びに容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期投資からなります。 
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６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

（1）不動産等を信託財産とする信託受益権に関する会計処理方法 

保有する不動産等を信託財産とする信託受益権については、信託財産内の

全ての資産及び負債勘定並びに信託財産に生じた全ての収益及び費用勘定に

ついて、貸借対照表及び損益計算書の該当勘定科目に計上しています。 

なお、該当勘定科目に計上した信託財産のうち重要性がある下記の科目に

ついては、貸借対照表において区分掲記することとしています。 

① 信託現金及び信託預金 

② 信託建物、信託構築物、信託機械及び装置、信託工具、器具及び備品、 

信託土地、信託建設仮勘定、信託借地権 

③ 信託預り敷金及び保証金 

 

  （2）消費税等の処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。ただし、

固定資産等に係る控除対象外消費税は個々の資産の取得原価に算入していま

す。 
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〔貸借対照表に関する注記〕 

※１. 投資信託及び投資法人に関する法律第67条第４項に定める最低純資産額 

（単位:千円） 

 
前 期 

（平成28年１月31日） 

当 期 

（平成28年７月31日） 

  50,000 50,000 

 

〔損益計算書に関する注記〕 

※１．不動産賃貸事業損益の内訳 

（単位:千円） 

 

前 期 

自 平成27年８月１日 

至 平成28年１月31日 

当 期 

自 平成28年２月１日 

至 平成28年７月31日 

Ａ．不動産賃貸事業収益        

賃貸事業収入        

（賃料・共益費等） 4,681,644    6,088,598  

（駐車場収入等） 91,035 4,772,679  143,761  6,232,360 

その他賃貸事業収入        

（礼金更新料収入） 122,557    158,642  

（その他収入） 61,877 184,435  140,838  299,481 

不動産賃貸事業収益合計   4,957,115    6,531,841 

Ｂ．不動産賃貸事業費用        

賃貸事業費用        

（物件管理委託費） 432,693    601,432  

（修繕費） 124,735    188,075  

（借地料） 2,729    693,460  

（公租公課） 222,958    242,197  

（保険料） 6,980    7,044  

（水道光熱費） 62,442    86,253  

（募集関連費） 107,334    168,957  

（信託報酬） 40,887    41,373  

（減価償却費） 821,726    1,017,498  

（その他賃貸事業費用） 80,501    150,609  

不動産賃貸事業費用合計   1,902,989    3,196,903 

Ｃ. 不動産賃貸事業損益（Ａ－Ｂ）   3,054,125    3,334,938 

 

※２．不動産等売却益の内訳 

前期（自 平成27年８月１日 至 平成28年１月31日） 

（単位:千円） 

（１）コンフォリア代官山 
 

不動産等売却収入   1,850,000

不動産等売却原価 1,790,518  

その他売却費用 21,293  

不動産等売却益   38,187

 

（２）コンフォリア原宿ＮＯＲＤ 
 

不動産等売却収入   595,000

不動産等売却原価 532,420  

その他売却費用 7,855  

不動産等売却益   54,724

 

当期（自 平成28年２月１日 至 平成28年７月31日） 

該当事項はありません。 
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〔投資主資本等変動計算書に関する注記〕 

 

前 期 

自 平成27年８月１日 

至 平成28年１月31日 

当 期 

自 平成28年２月１日 

至 平成28年７月31日 

※１．発行可能投資口総口数及び発

行済投資口の総口数 
 

 

発行可能投資口総口数 8,000,000 口 8,000,000 口 

発行済投資口の総口数 473,804 口 513,504 口 

 

〔キャッシュ・フロー計算書に関する注記〕 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係 

（単位:千円） 

 

前 期 

自 平成27年８月１日 

至 平成28年１月31日 

当 期 

自 平成28年２月１日 

至 平成28年７月31日 

現金及び預金 5,628,757 4,665,098 

信託現金及び信託預金 4,703,318 6,071,996 

現金及び現金同等物 10,332,075 10,737,094 

 

〔リース取引に関する注記〕 

１.オペレーティング・リース取引（借主側） 

解約不能のものに係る未経過リース料 

（単位:千円） 

 
前 期 

（平成28年１月31日） 

当 期 

（平成28年７月31日） 

１年以内 - 1,363,440 

１年超 - 82,351,776 

合計 - 83,715,216 

 

２.オペレーティング・リース取引（貸主側） 

解約不能のものに係る未経過リース料 

（単位:千円） 

 
前 期 

（平成28年１月31日） 

当 期 

（平成28年７月31日） 

１年以内 60,432 162,606 

１年超 138,878 495,713 

合計 199,311 658,320 

 

〔金融商品に関する注記〕 

１. 金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

本投資法人では、安定性、機動性、効率性を財務方針の基本として、資産の取得による運用資産の成長等を目的と

して、借入れ、投資法人債（短期投資法人債を含む。以下同じ。）の発行及び投資口の発行等により資金調達を行い

ます。 

デリバティブ取引については、借入金等から生じる金利変動リスクその他のリスクをヘッジすることを目的とした

運用に限るものとします。 
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（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

借入れ及び投資法人債の資金使途は、主に運用資産の取得資金及び借入金の返済資金等です。これらの資金調達に

係る流動性リスクや金利変動リスクについては、調達先の分散を図るとともに、余剰資金の活用や投資口の発行等に

よる資本市場からの資金調達等を含めた多角的な資金調達を検討し、実施することで当該リスクを管理、限定してい

ます。なお、変動金利による借入金は、支払金利の上昇リスクに晒されていますが、支払金利の上昇リスクを回避し

支払利息の固定化を図るために、デリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しています。ヘッ

ジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前記「重要な会計

方針に係る事項に関する注記４.ヘッジ会計の方法」をご参照ください。 

 

（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれて

います。当該価額の算定においては、一定の前提条件を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価

額が異なることもあります。 

 

２. 金融商品の時価等に関する事項 

平成28年１月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下のとおりです。 

（単位：千円） 

 
貸借対照表計上額 

（注１） 
時価 

（注１） 
差額 

（１）現金及び預金 5,628,757 5,628,757 － 

（２）信託現金及び信託預金 4,703,318 4,703,318 － 

（３）１年内返済予定の長期借入金 (17,405,000) (17,417,564) 12,564 

（４）投資法人債 (3,000,000) (3,038,037) 38,037 

（５）長期借入金 (58,865,000) (59,530,149) 665,149 

（６）デリバティブ取引 (2,578) （2,578） － 

 

平成28年７月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下のとおりです。 

（単位：千円） 

 
貸借対照表計上額 

（注１） 
時価 

（注１） 
差額 

（１）現金及び預金 4,665,098 4,665,098 － 

（２）信託現金及び信託預金 6,071,996 6,071,996 － 

（３）１年内返済予定の長期借入金 (12,270,000) (12,273,860) 3,860 

（４）投資法人債 (3,000,000) (3,085,554) 85,554 

（５）長期借入金 (75,790,000) (76,878,753) 1,088,753 

（６）デリバティブ取引 － － － 

（注１）負債となる項目については、（ ）で示しています。 

（注２）金融商品の時価の算定方法 
（１）現金及び預金、（２）信託現金及び信託預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。 
（３）１年内返済予定の長期借入金、（５）長期借入金 

これらのうち、変動金利によるものは短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考えられることから、当該帳

簿価額によっています（ただし、金利スワップ取引の特例処理の対象とされた変動金利による長期借入金及び１年内返済予定の

長期借入金（後記「デリバティブ取引に関する注記」参照）は、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、

同様の借入れを行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっています。）。 
（４）投資法人債 

投資法人債の時価については、元利金の合計額を投資法人債の残存期間及び信用リスクを加味した料率で割り引いて算定する 
方法によっています。 

（６）デリバティブ取引 
後記「デリバティブ取引に関する注記」をご参照ください。 
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（注３）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額（単位：千円） 

 
前 期 

（平成28年１月31日） 
当 期 

（平成28年７月31日） 

（１）預り敷金及び保証金 (5,015) (17,792) 

（２）信託預り敷金及び保証金 (1,383,447) (1,893,294) 

（１）（２）テナントから預託されている預り敷金及び保証金、信託預り敷金及び保証金は、市場価格がなく、かつ、賃貸借期間の

定めがあっても、中途解約や更新・再契約の可能性があり、実質的な預託期間を算定することができないことから、合理的な

将来キャッシュ・フローを見積もることが困難と認められるため、時価開示の対象とはしていません。 
（３）負債となる項目については、（ ）で示しています。 

（注４）金銭債権の償還予定額（単位：千円） 
前期（平成28年１月31日） 

  １年以内 

預金 5,628,757 

信託預金 4,703,318 

合計 10,332,075 

 

当期（平成28年７月31日） 

  １年以内 

預金 4,665,098 

信託預金 6,071,996 

合計 10,737,094 

（注５）借入金及び投資法人債の決算日後の返済予定額（単位：千円） 
前期（平成28年１月31日） 

  1年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超 

１年内返済予定の 
長期借入金 

17,405,000 - - - - - 

長期借入金 - 6,300,000 14,400,000 13,845,000 9,200,000 15,120,000 

投資法人債 - - - - - 3,000,000 

合計 17,405,000 6,300,000 14,400,000 13,845,000 9,200,000 18,120,000 

 

当期（平成28年７月31日） 

  1年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超 

１年内返済予定の 
長期借入金 

12,270,000 － － － － － 

長期借入金 － 13,200,000 19,995,000 5,050,000 10,425,000 27,120,000 

投資法人債 － － － － 3,000,000 － 

合計 12,270,000 13,200,000 19,995,000 5,050,000 13,425,000 27,120,000 

 

〔有価証券に関する注記〕 

前期（平成28年１月31日） 

該当事項はありません。 

当期（平成28年７月31日） 

該当事項はありません。 

 

〔デリバティブ取引に関する注記〕 

１．ヘッジ会計が適用されていないもの 

前期（平成28年１月31日） 

該当事項はありません。 

当期（平成28年７月31日） 

該当事項はありません。 
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２．ヘッジ会計が適用されているもの 

前期（平成28年１月31日） 

（単位：千円） 

ヘッジ会計 
の方法 

デリバティブ 
取引の種類等 

主な 
ヘッジ対象 

契約額等 
時価 

当該時価の 
算定方法   うち一年超 

原則的 

処理方法 

金利スワップ取引 

変動受取・ 

固定支払 

長期借入金 

(※1) 
15,280,000 － △2,578 

取引契約の相手

方が市場実勢金

利等をもとに算

出した価額で評

価しています。 

金利スワップの 

特例処理 

金利スワップ取引 

変動受取・ 

固定支払 

長期借入金 

(※1) 
51,360,000 38,720,000 （※2）  

合 計 66,640,000 38,720,000 △2,578  

 
当期（平成28年７月31日） 

（単位：千円） 

ヘッジ会計 
の方法 

デリバティブ 
取引の種類等 

主な 
ヘッジ対象 

契約額等 
時価 

当該時価の 
算定方法   うち一年超 

金利スワップの 

特例処理 

金利スワップ取引 

変動受取・ 

固定支払 

長期借入金 

(※1) 
61,145,000 55,645,000 （※2）  

合 計 61,145,000 55,645,000 －  

※1 長期借入金には１年内返済予定の長期借入金を含みます。 
※2 金利スワップ取引の特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、前

記「金融商品に関する注記 ２.金融商品の時価等に関する事項」における「（３）１年内返済予定の長期借入金」及び「（５）長

期借入金」の時価に含めて記載しています。 

 

〔退職給付に関する注記〕 

前期（平成28年１月31日） 

本投資法人には、退職給付制度がないため、該当事項はありません。 

当期（平成28年７月31日） 

本投資法人には、退職給付制度がないため、該当事項はありません。 

 

〔税効果会計に関する注記〕 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

（単位:千円） 

 
前 期 

（平成28年１月31日） 

当 期 

（平成28年７月31日） 

繰延税金資産    

未払事業税損金不算入額 9  605 

借地権償却 - 2,963 

資産除去債務 - 32,526 

繰延税金資産小計 9 36,095 

評価性引当額 - △35,490 

繰延税金資産の合計 9 605 

繰延税金資産の純額 9 - 

 

繰延税金負債 

資産除去債務に対応する有形固定資産 

 

- 

 

△1,554 

繰延税金負債合計 - △1,554 

繰延税金負債の純額 - △948 
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主

要な項目別の内訳 

（単位:％） 

 
前 期 

（平成28年１月31日） 

当 期 

（平成28年７月31日） 

法定実効税率 32.31 35.36 

（調整）    

支払分配金の損金算入額 △30.91 △35.23 

圧縮積立金繰入額 △1.39 - 

その他 0.03 0.24 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.04 0.37 

 

３．法人税等の改正に伴う税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

平成28年３月31日に公布された「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の

一部を改正する等の法律」（平成28年法律第13号）により、平成28年８月１日以後に開始する計算期間から法人税等

の税率が変更されました。これに伴い、当計算期間の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率

は、平成28年８月１日から平成30年２月１日に開始する計算期間までに解消が見込まれる一時差異については

34.81％に、平成30年８月１日に開始する計算期間以降に解消が見込まれる一時差異については34.60％に変更されて

います。なお、この変更による影響額は軽微です。 

 

〔持分法損益等に関する注記〕 

前期（自 平成27年８月１日 至 平成28年１月31日） 

本投資法人には、関連会社が存在しないため、該当事項はありません。 

当期（自 平成28年２月１日 至 平成28年７月31日） 

本投資法人には、関連会社が存在しないため、該当事項はありません。 

 

〔関連当事者との取引に関する注記〕 

１．親会社及び法人主要投資主等 

前期（自 平成27年８月１日 至 平成28年１月31日） 

該当事項はありません。 

当期（自 平成28年２月１日 至 平成28年７月31日） 

属性 

会社等の 

名称又は 

氏名 

住所 

資本金 

又は 

出資金 

(百万

円) 

事業の内

容又は職

業 

議決権等 

の所有 

(被所有) 

 割合(％) 

(注１) 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末 

残高 

(千円) 
役員の 

兼任等 

事業上 

の関係 

主要 

投資主 

東急不動産 

株式会社 

東京都 

渋谷区 
57,551 不動産業 10.06 有り 

主要 

投資主 

不動産 

信託受益権 

の購入 

14,694,000 - - 

（注１）議決権等の所有割合は、小数点第２位未満を切り捨てて記載しています。 

（注２）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。 

（注３）取引条件については、市場の実勢等に基づき価格交渉の上決定しています。 

 

２．関連会社等 

前期（自 平成27年８月１日 至 平成28年１月31日） 

該当事項はありません。 

当期（自 平成28年２月１日 至 平成28年７月31日） 

該当事項はありません。 
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３．兄弟会社等 

前期（自 平成27年８月１日 至 平成28年１月31日） 

属性 

会社等の 

名称又は 

氏名 

住所 

資本金 

又は 

出資金 

(百万円) 

事業の内

容又は職

業 

議決権等 

の所有 

(被所有) 

割合(％) 

(注１) 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 役員の

兼任等 

事業上

の関係 

主要 

投資主の 

子会社 

東急住宅 

リース 

株式会社 

東京都 

新宿区 
100 不動産業 - なし 

主要投

資主の

子会社 

物件管理 

委託 
305,067 

営業 

未払金 
54,426 

 

当期（自 平成28年２月１日 至 平成28年７月31日） 

属性 

会社等の 

名称又は 

氏名 

住所 

資本金 

又は 

出資金 

(百万円) 

事業の内

容又は職

業 

議決権等 

の所有 

(被所有) 

割合(％) 

(注１) 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 役員の

兼任等 

事業上

の関係 

主要 

投資主の 

子会社 

東急住宅 

リース 

株式会社 

東京都 

新宿区 
100 不動産業 - なし 

主要投

資主の

子会社 

物件管理 

委託 
331,163 

営業 

未払金 
62,253 

（注１）議決権等の所有割合は、小数点第２位未満を切り捨てて記載しています。 

（注２）上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。 

（注３）取引条件については、市場の実勢等に基づき価格交渉の上決定しています。 

 

４．役員及び個人主要投資主等 

前期（自 平成27年８月１日 至 平成28年１月31日） 

該当事項はありません。 

当期（自 平成28年２月１日 至 平成28年７月31日） 

該当事項はありません。 

 

〔資産除去債務に関する注記〕 

１．当該資産除去債務の概要 

本投資法人の資産の一部は、土地所有者と定期借地権契約を締結しており、賃借期間終了による原状回復義務に関し

資産除去債務を計上しています。 

 

２．当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を定期借地権の残契約期間（52年）と見積り、割引率は1.2％を使用して資産除去債務の金額を算定し

ています。 

 

３．当該資産除去債務の総額の増減 

（単位:千円） 

 
前 期 

自 平成27年８月１日 
至 平成28年１月31日 

当 期 
自 平成28年２月１日 
至 平成28年７月31日 

期首残高 － － 

有形固定資産の取得に伴う増加額 － 93,424 

時の経過による調整額 － 582 

期末残高 － 94,006 
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〔賃貸等不動産に関する注記〕 

本投資法人は、東京23区その他の地域において、賃貸住宅（土地を含む。）を有しています。これら賃貸等不動産

の貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりです。 

（単位：千円） 

  前 期 

自 平成27年８月１日 

至 平成28年１月31日 

当 期 

自 平成28年２月１日 

至 平成28年７月31日 

  貸借対照表計上額    

  期首残高 148,620,014 148,201,895 

  期中増減額 △418,118 18,333,677 

  期末残高 148,201,895 166,535,573 

期末時価 170,697,000 189,828,000 

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。また、貸借対照表計上額には建設仮勘定及び信託建設仮

勘定を含まない価額を記載しています。 
（注２）前期増減額のうち、主な増加額は前期に取得した２物件（コンフォリア麻布ＥＡＳＴ他１物件、2,673,479千円）によるものであ

り、主な減少額は前期に譲渡した２物件（コンフォリア代官山他１物件、2,322,939千円）及び減価償却（821,726千円）によるも

のです。当期増減額のうち、主な増加額は当期に取得した４物件（コンフォリア新宿イーストサイドタワー他３物件、19,218,757

千円）によるものであり、主な減少額は減価償却（1,016,916千円)によるものです。 
（注３）期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額又は調査価格を記載しています。 

 

なお、賃貸等不動産に関する前期（平成28年１月期）及び当期（平成28年７月期）における損益は、前記「損益計

算書に関する注記」に記載のとおりです。 

 

〔セグメント情報等に関する注記〕 

（セグメント情報） 

本投資法人は、不動産賃貸事業の単一セグメントであるため、記載を省略しています。 

 

（関連情報） 

前期（自 平成27年８月１日 至 平成28年１月31日） 

１．製品及びサービス毎の情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略して

います。 

２．地域毎の情報 

（１）売上高 

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しています。 

（２）有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略し

ています。 

３．主要な顧客毎の情報 

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略していま

す。 
 

 

当期（自 平成28年２月１日 至 平成28年７月31日） 

１．製品及びサービス毎の情報 

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略して

います。 

２．地域毎の情報 

（１）売上高 

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略しています。 

（２）有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略し

ています。 

３．主要な顧客毎の情報 

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略していま

す。 
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〔１口当たり情報に関する注記〕 

 

前 期 

自 平成27年８月１日 

至 平成28年１月31日 

当 期 

自 平成28年２月１日 

至 平成28年７月31日 

１口当たり純資産額 163,295円 165,801円 

１口当たり当期純利益 4,533円 4,489円 

（注１）１口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加重平均投資口数で除することにより算定しています。 
また、潜在投資口調整後１口当たり当期純利益については、潜在投資口がないため記載していません。 

（注２）１口当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

 

前 期 

自 平成27年８月１日 

至 平成28年１月31日 

当 期 

自 平成28年２月１日 

至 平成28年７月31日 

当期純利益（千円） 2,147,831 2,304,204 

普通投資主に帰属しない金額（千円） － － 

普通投資口に係る当期純利益（千円） 2,147,831 2,304,204 

期中平均投資口数（口） 473,804 513,243 

 

〔重要な後発事象に関する注記〕 

該当事項はありません。 
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（７）【附属明細表】

①有価証券明細表 

該当事項はありません。 

 

②デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表 

平成28年７月31日現在、本投資法人におけるデリバティブ取引及び為替予約取引の状況は以下のとおりです。 

（単位：千円） 

区分 種類 
契約額等 （注１） 時価 

（注２）   うち一年超 

市場取引以外の取引 
金利スワップ取引 

変動受取・固定支払 
61,145,000 55,645,000 - 

合 計 61,145,000 55,645,000 - 

（注１）金利スワップ取引の契約額等は、想定元本に基づいて表示しています。 

（注２）当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価額で評価しています。なお、金融商品に関する会計基準上の特

例処理の要件を満たしているものについては、時価の記載を省略しています。 

 

③不動産等明細表のうち総括表 

（単位：千円） 

資産の種類 当期首残高 当期増加額 
当期 

減少額 
当期末残高 

減価償却累計額 
差引 

当期末残高 
摘要 

又は償却 

累計額 

当期 

償却額 

有 
形 
固 
定 
資 
産 

建物 667,564 1,208,774 - 1,876,339 44,450 12,735 1,831,888 （注） 

構築物 5,927 15,586 - 21,514 1,003 342 20,510 （注） 

機械及び装置 - 17,687 - 17,687 91 91 17,596 （注） 

土地 431,262 1,970,011 - 2,401,273 - - 2,401,273 （注） 

信託建物 64,615,063 14,547,027 - 79,162,090 5,485,708 934,279 73,676,381 （注） 

信託構築物 821,638 240,236 - 1,061,875 172,188 28,296 889,686 （注） 

信託機械及び 

装置 
1,081,784 368,717 - 1,450,501 145,083 25,638 1,305,418 （注） 

信託工具、 

器具及び備品 
73,815 21,561 - 95,377 30,055 6,967 65,321  

信託土地 85,109,790 - - 85,109,790 - - 85,109,790  

合 計 152,806,847 18,389,603 - 171,196,451 5,878,581 1,008,350 165,317,869  

無 
形 
固 
定 
資 
産 

信託借地権 265,279 960,990 - 1,226,269 8,565 8,565 1,217,703 （注） 

その他 23,134 3,768 - 26,903 9,171 2,690 17,731  

合 計 288,413 964,758 - 1,253,172 17,737 11,255 1,235,435  

（注）当期の増加額は、主に賃貸住宅の取得によるものです。詳細は以下のとおりです。 

（単位：千円） 

物件名 当期増加額 

コンフォリア新宿イーストサイドタワー  14,394,950 

コンフォリア大島  2,275,048 

コンフォリア品川ＥＡＳＴ  1,613,427 

コンフォリア大森トロワ  935,331 

 

④その他の特定資産の明細表 

該当事項はありません。 
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⑤投資法人債明細表 

（単位：千円） 

銘柄
発行年月

日

当期首

残高

当期

増加額

当期

減少額

当期末

残高
利率(%) 償還期限 使途 担保

第１回無担保 

投資法人債

(注1) 

平成26年 

7月30日
3,000,000 - - 3,000,000 0.64000

平成33年 

7月30日
(注2) 無担保

（注１）特定投資法人債間限定同順位特約が付されています。 

（注２）資金使途は、信託不動産の購入資金及び既存借入金の返済資金等の一部です。 

（注３）投資法人債の貸借対照表日以降５年以内における１年ごとの返済予定額の総額は以下のとおりです。 

（単位：千円） 

１年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超 

- - - - 3,000,000 - 

 

⑥借入金等明細表 

平成28年７月31日現在、本投資法人の借入金等の状況は以下のとおりです。 

区  分  当期首残高 
(千円) 

 当期増加額 
(千円) 

 当期減少額 
(千円) 

 当期末残高 
(千円) 

 平均利率 
（%） 

（注２） 
返済期限 返済方法 使途 摘要 

  借入先 

長期借入金 
（注１） 

株式会社日本政策投資銀行  3,570,000  -  3,570,000  -  1.34500 

平成28年 
３月23日 

期限一括 （注４） 
無担保 
無保証 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  3,570,000  -  3,570,000  -  1.33500 

三井住友信託銀行株式会社  1,785,000  -  1,785,000  -  1.03715 

株式会社東京都民銀行  1,000,000  -  1,000,000  -  1.03715 

株式会社みずほ銀行  3,570,000  -  -  3,570,000  0.70469 

平成31年 
３月23日 

期限一括 （注４） 
無担保 
無保証 

三井住友信託銀行株式会社  3,570,000  -  -  3,570,000  0.70469 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  3,570,000  -  -  3,570,000  0.70469 

株式会社三井住友銀行  1,785,000  -  -  1,785,000  0.70469 

株式会社日本政策投資銀行  1,090,000  -  -  1,090,000  1.41200 

平成29年 
９月29日 

期限一括 （注４） 
無担保 
無保証 

株式会社みずほ銀行  1,090,000  -  -  1,090,000  1.41200 

三井住友信託銀行株式会社  1,090,000  -  -  1,090,000  1.41200 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  1,090,000  -  -  1,090,000  1.41200 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  1,090,000  -  -  1,090,000  1.41200 

株式会社三井住友銀行  550,000  -  -  550,000  1.41200 

株式会社東京都民銀行  300,000  -  -  300,000  1.41200 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  2,000,000  -  -  2,000,000  0.79500 
平成30年 
８月31日 

期限一括 （注４） 
無担保 
無保証 

株式会社みずほ銀行  1,350,000  -  -  1,350,000  0.67075 

平成30年 
３月30日 

期限一括 （注４） 
無担保 
無保証 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  1,350,000  -  -  1,350,000  0.67075 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  1,350,000  -  -  1,350,000  0.67075 

株式会社三井住友銀行  600,000  -  -  600,000  0.67075 

株式会社日本政策投資銀行  1,350,000  -  -  1,350,000  0.90487 
平成31年 
９月30日 

期限一括 （注４） 
無担保 
無保証 

みずほ信託銀行株式会社  2,000,000  -  -  2,000,000  0.37990 

平成29年 
１月31日 

期限一括 （注４） 
無担保 
無保証 

農林中央金庫  1,500,000  -  -  1,500,000  0.37990 

株式会社福岡銀行  1,000,000  -  -  1,000,000  0.37990 

株式会社七十七銀行  500,000  -  -  500,000  0.37990 

株式会社第四銀行  500,000  -  -  500,000  0.37990 

株式会社日本政策投資銀行  1,000,000  -  -  1,000,000  0.60700 

平成31年 
１月31日 

期限一括 （注４） 
無担保 
無保証 

株式会社みずほ銀行  1,000,000  -  -  1,000,000  0.60700 

三井住友信託銀行株式会社  1,000,000  -  -  1,000,000  0.60700 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  1,000,000  -  -  1,000,000  0.60700 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  1,000,000  -  -  1,000,000  0.60700 

株式会社三井住友銀行  500,000  -  -  500,000  0.60700 
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区  分  当期首残高 

(千円) 
 当期増加額 

(千円) 
 当期減少額 

(千円) 
 当期末残高 

(千円) 

 平均利率 
（%） 

（注２） 
返済期限 返済方法 使途 摘要 

  借入先 

長期借入金 
（注１） 

株式会社日本政策投資銀行  1,000,000  -  -  1,000,000  0.88240 

平成33年 
１月31日 

期限一括 （注４） 
無担保 
無保証 

株式会社みずほ銀行  1,000,000  -  -  1,000,000  0.88240 

三井住友信託銀行株式会社  1,000,000  -  -  1,000,000  0.88240 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  1,000,000  -  -  1,000,000  0.88240 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  1,000,000  -  -  1,000,000  0.88240 

株式会社三井住友銀行  500,000  -  -  500,000  0.88240 

株式会社日本政策投資銀行  670,000  -  -  670,000  0.60150 

平成32年 
６月30日 

期限一括 （注４） 
無担保 
無保証 

株式会社みずほ銀行  670,000  -  -  670,000  0.60150 

三井住友信託銀行株式会社  670,000  -  -  670,000  0.60150 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  670,000  -  -  670,000  0.60150 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  670,000  -  -  670,000  0.60150 

株式会社三井住友銀行  350,000  -  -  350,000  0.60150 

株式会社日本政策投資銀行  910,000  -  -  910,000  0.90100 

平成34年 
６月30日 

期限一括 （注４） 
無担保 
無保証 

株式会社みずほ銀行  910,000  -  -  910,000  0.90100 

三井住友信託銀行株式会社  910,000  -  -  910,000  0.90100 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  910,000  -  -  910,000  0.90100 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  910,000  -  -  910,000  0.90100 

株式会社三井住友銀行  450,000  -  -  450,000  0.90100 

信金中央金庫  750,000  -  -  750,000  0.30820 
平成30年 
３月30日 

期限一括 （注４） 
無担保 
無保証 

農林中央金庫  750,000  -  -  750,000  0.30820 

株式会社福岡銀行  750,000  -  -  750,000  0.30820 

株式会社日本政策投資銀行  600,000  -  -  600,000  0.69250 

平成34年 
１月31日 

期限一括 （注４） 
無担保 
無保証 

株式会社みずほ銀行  600,000  -  -  600,000  0.69250 

三井住友信託銀行株式会社  600,000  -  -  600,000  0.69250 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  600,000  -  -  600,000  0.69250 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  600,000  -  -  600,000  0.69250 

株式会社三井住友銀行  300,000  -  -  300,000  0.69250 

株式会社日本政策投資銀行  620,000  -  -  620,000  0.79875 

平成35年 
１月31日 

期限一括 （注４） 
無担保 
無保証 

株式会社みずほ銀行  620,000  -  -  620,000  0.79875 

三井住友信託銀行株式会社  620,000  -  -  620,000  0.79875 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  620,000  -  -  620,000  0.79875 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  620,000  -  -  620,000  0.79875 

株式会社三井住友銀行  310,000  -  -  310,000  0.79875 

株式会社日本政策投資銀行  620,000  -  -  620,000  1.04200 

平成37年 
１月31日 

期限一括 （注４） 
無担保 
無保証 

株式会社みずほ銀行  620,000  -  -  620,000  1.04200 

三井住友信託銀行株式会社  620,000  -  -  620,000  1.04200 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  620,000  -  -  620,000  1.04200 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  620,000  -  -  620,000  1.04200 

株式会社三井住友銀行  310,000  -  -  310,000  1.04200 

株式会社みずほ銀行  440,000   - 440,000  -  0.33000 

平成28年 
11月30日 
（注３） 

期限一括 （注４） 
無担保 
無保証 

三井住友信託銀行株式会社 440,000  -  440,000  -  0.33000 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 440,000  -  440,000  -  0.33000 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 440,000  -  440,000  -  0.33000 

株式会社三井住友銀行 220,000  -  220,000  -  0.33000 

株式会社みずほ銀行  - 790,000  - 790,000 0.26311 

平成29年 
２月28日 

期限一括 （注４） 
無担保 
無保証 

三井住友信託銀行株式会社  - 790,000  - 790,000 0.26311 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  - 790,000  - 790,000 0.26311 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  - 790,000  - 790,000 0.26311 

株式会社三井住友銀行  - 390,000  - 390,000 0.26311 
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区  分  当期首残高 
(千円) 

 当期増加額 
(千円) 

 当期減少額 
(千円) 

 当期末残高 
(千円) 

 平均利率 
（%） 

（注２） 
返済期限 返済方法 使途 摘要 

  借入先 

長期借入金 
（注１） 

株式会社日本政策投資銀行  - 360,000  - 360,000 0.58340 

平成35年 
３月31日 

期限一括 （注４） 
無担保 
無保証 

株式会社みずほ銀行  - 360,000  - 360,000 0.58340 

三井住友信託銀行株式会社  - 360,000  - 360,000 0.58340 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  - 360,000  - 360,000 0.58340 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  - 360,000  - 360,000 0.58340 

株式会社三井住友銀行  - 200,000  - 200,000 0.58340 

株式会社日本政策投資銀行  - 420,000  - 420,000 0.62460 

平成35年 
８月31日 

期限一括 （注４） 
無担保 
無保証 

株式会社みずほ銀行  - 420,000  - 420,000 0.62460 

三井住友信託銀行株式会社  - 420,000  - 420,000 0.62460 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  - 420,000  - 420,000 0.62460 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  - 420,000  - 420,000 0.62460 

株式会社三井住友銀行  - 230,000  - 230,000 0.62460 

株式会社日本政策投資銀行  - 490,000  - 490,000 0.67745 

平成36年 
２月29日 

期限一括 （注４） 
無担保 
無保証 

株式会社みずほ銀行  - 490,000  - 490,000 0.67745 

三井住友信託銀行株式会社  - 490,000  - 490,000 0.67745 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  - 490,000  - 490,000 0.67745 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  - 490,000  - 490,000 0.67745 

株式会社三井住友銀行  - 220,000  - 220,000 0.67745 

株式会社日本政策投資銀行  - 1,570,000  - 1,570,000 0.27125 

平成33年 
３月31日 

期限一括 （注４） 
無担保 
無保証 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  - 1,570,000  - 1,570,000 0.27125 

株式会社東京都民銀行  - 1,000,000  - 1,000,000 0.27125 

三井住友信託銀行株式会社  - 785,000  - 785,000 0.27125 

株式会社日本政策投資銀行  - 2,000,000  - 2,000,000 0.61950 
平成37年 
３月31日 

期限一括 （注４） 
無担保 
無保証 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  - 2,000,000  - 2,000,000 0.61950 

三井住友信託銀行株式会社  - 1,000,000  - 1,000,000 0.61950 

株式会社みずほ銀行  - 1,290,000  - 1,290,000 0.23364 
平成29年 
６月30日 

期限一括 （注４） 
無担保 
無保証 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  - 1,290,000  - 1,290,000 0.23364 

株式会社三井住友銀行  - 640,000  - 640,000 0.23364 

合 計 76,270,000  23,695,000  11,905,000  88,060,000  

（注１）長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含みます。 
（注２）平均利率は、ローン契約毎の借入利率を小数点第６位で四捨五入しています。また、金利変動リスクを回避する目的で金利スワッ

プ取引を行った借入金については、金利スワップの効果を勘案した利率を記載しています。 
（注３）平成28年２月２日に全額を期限前弁済しています。 
（注４）資金使途は、信託不動産の購入資金及び既存借入金の返済資金等です。 
（注５）長期借入金の貸借対照表日後５年以内における１年ごとの返済予定額の総額は以下のとおりです。 

          （単位：千円） 
 

１年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超 

12,270,000 13,200,000 19,995,000 5,050,000 10,425,000 27,120,000 
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２【投資法人の現況】

【純資産額計算書】

  （平成28年７月31日現在） 

Ⅰ 資産総額 179,944,200 千円 

Ⅱ 負債総額 94,804,220 千円 

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 85,139,979 千円 

Ⅳ 発行済数量 513,504 口 

Ⅴ １口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ）（注） 165 千円 

（注）資産総額、負債総額及び純資産総額は、帳簿価額を使用しています。 
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第６【販売及び買戻しの実績】
 

計算期間 発行日 販売口数（口） 買戻し口数（口） 
発行済投資口の 

総口数（口） 

第７期計算期間 

自 平成25年８月１日 

至 平成26年１月末日 

‐ ‐ ‐ 67,361 

第８期計算期間 

自 平成26年２月１日 

至 平成26年７月末日 

平成26年２月３日 

平成26年２月26日 

31,900 

1,401 
‐ 

99,261 

100,662 

第９期計算期間 

自 平成26年８月１日 

至 平成27年１月末日 

- ‐ ‐ 
402,648 

（注3） 

第10期計算期間 

自 平成27年２月１日 

至 平成27年７月末日 

平成27年２月２日 

平成27年２月27日 

70,000 

1,156 
- 

472,648 

473,804 

第11期計算期間 

自 平成27年８月１日 

至 平成28年１月末日 

- - - 473,804 

第12期計算期間 

自 平成28年２月１日 

至 平成28年７月末日 

平成28年２月１日 

平成28年２月26日 

37,800 

1,900 
- 

511,604 

513,504 

（注１）本邦外における販売又は買戻しの実績はありません。 
（注２）本投資法人による投資口の買戻しの実績はありません。 
（注３）平成26年７月31日を基準日、平成26年８月１日を効力発生日として、投資口１口につき４口の割合をもって分割したことにより、分割

後の発行済投資口の総口数は402,648口となっています。 
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第７【参考情報】
 当計算期間の開始日から、本有価証券報告書の提出日までの間に、以下の書類を提出しています。 

 平成28年４月28日 第11期有価証券報告書及びその添付書類を関東財務局長に提出しました。 

 平成28年６月17日 発行登録書を関東財務局長に提出しました。
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独立監査人の監査報告書 

 

    平成２８年１０月２４日

コンフォリア・レジデンシャル投資法人  

 

  役 員 会  御 中  

 

  新日本有限責任監査法人  

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 吉村 基     印 

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小島 亘司    印 

 
 
 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「投資法人の経理状況」

に掲げられているコンフォリア・レジデンシャル投資法人の平成２８年２月１日から平成２８年７月３１日までの第

１２期計算期間の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、投資主資本等変動計算書、金銭の分配に係る計算

書、キャッシュ・フロー計算書、注記表及び附属明細表について監査を行った。 

 

財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。 

 監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、コンフ

ォリア・レジデンシャル投資法人の平成２８年７月３１日現在の財産の状態並びに同日をもって終了する計算期間の損

益及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

利害関係 

 投資法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

 

 

以  上
 
 （注１）上記は独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は本投資法人が

別途保管しています。 

 （注２）ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれておりません。 
 
 


